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石油業界の直面する課題

山 浦 紘 (石油連盟 専務理事)
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1.石 油の列 一ン鮪 効利用 彰

彰
石油価格の高騰 を受 けて・反射白勺に「脱石油」を唱える風潮が目1こ付 くが,短 絡 彰

的反応 であ り,そ こには戦略的視点が欠 けている。

2002年 に議員立法 され た 「エ ネルギー政策基本法」 を受 け総合 資源エ ネルギ ー

調査 会等 におい て,わ が 国の 「エネルギー基本計 画」 が審議 され たが,そ の中で,

これ まで の 「脱石油」 や 「脱 中東」 を続 ける こ とは誤 りであ る と委 員始 め広 く国

民 の皆様 に理解 をい ただいて きた。

「エ ネルギー基 本計画」 には,「 石油 は,経 済性,利 便 性 の観 点か ら,今 後 と も

重要 なエ ネルギ ーであ る」 と記 され,今 年4月 に定 め られ た 「京都 議定書 目標 達

成計 画」 におい て も,「 石油 につい ては,今 後 とも一次 エネルギー供給 の重要 な位

置 を占め るエ ネルギー源 として,環 境 に配慮 しつつ効率 的 に利用 して ゆ く」 と謳

われてい る。

現 に,電 力 につ いて言 えば,概 ね 「脱石油」 は終 えてお り,ピ ー ク時,ト ラブ

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

ル時以外 に砧 火力発 電 は殆 ど瀬 していない。一方 泊 動車 のガ ソ1]ン 代替燃 ・/!

料 につ いて は,バ 材 燃料 の供給 力 は伽 た る もので非経 済 的であ る。 自然 エ ネ 彰

ルギ ーに して も,そ の研 究 開発 は推進 してい くべ きもので はあるが,経1斉i生.供 彰

給 安定性 におい ては,は るか に石油 に及 ばない。50年 先,100年 先 な らと もか く,

今 「脱石油」 を した ら,国 民生活 基盤 を崩壊 させ,膨 大 な国民経 済負 担 を強 い る

ことは明 白であ る。

彰

彰

彰

また,「 脱石油」 を世界 に向 けて発 信す るこ とは,わ が国のエネルギー安全保 障 彰

に重大 な支障 を きたす。中国 を始め とす る各 国が 国をあげて資源確保 に躍起 となっ

てい る時 に,無 資源 国の わが 国がわ ざわ ざ 「脱石油」 を掲 げる こ とが賢 明な こ と

であ ろ うか。 国の根幹 に関 わる大 問題 である。

これか らのエ ネルギー政策 におい て最 も大 切 なこ と1ま 「エ ネルギー を大事 に使 彰
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これ は,日 本が世界 に向 けて発信 で きる数少 ない グローバ ル価値 基準 の1つ で

あ る。 これな らば経 済成 長 を期 す る途上国か らも賛 同を得 られるにちが いない。

2.環 境 税反対

石油業界 は,今 年1月 よ り世界 に先駆 けて,全 国規模 でサル フ ァー フリー化 し

たガソ リン,軽 油 の供給 を開始 した。

これに よって,高 効率 なガ ソリン車及びデ ィーゼル車 の普及が進 み,2010年 時点

で は年間120万 トンのCO2削 滅 が期待 される。 まさにエ ネルギーの ク リー ンな効率

的使用 モデルであ り,石 油業界 は今後 とも環境先進産業 として環境対策 に逼進 して

ゆ く。

全 ての 日本企 業 は,こ の ような企 業哲学 を有 してお り,日 本経 団連 の 「自主行

動計画」 の原動 力 となってい る。 しか るに,環 境省 は再三 に亘 り環境 税 なる もの

を提案 している。

欧州 の地球温暖化 関連 の税 の導入動機,導 入 目標 は 日本 と異 なる。欧州各国は,

既 に付加価値税 率が15～25%に 達 してお り,こ れ以上の引上 げは,EU指 令上 ある

いは政 治的 に も困難 であった。 しか し,所 得 減税 あ るい は社会保 険料 の軽減 を行

わなければ な らず,そ の一般財 源 を確保す るため に国民 に受 けの良い名称 を使 っ

て税が創設 された経緯 があ る。

消 費税 が未 だ5%の わが 国 とは議論 すべ き状 況が まった く異 なってい る。 この

点 を環境省 も国民 に十分知 らせてい ない し,ま た,環 境 のため には少額 の税金 は

喜 んで払 い ます とい う善意 の人々 に悪 乗 りしてい る とい って過言で ない。

加 えて,導 入 の経済分析 を行 った中央 環境 審議会 関係委 員会 は多 くの学者 か ら

成 り立 ってい るが,そ こで は,「 経 済理論 にお ける環境 税の位置付 け」 と称 して,
　　　

ピグー税,ボ ーモル=オ ーツ税 の考 え方が提示 され,さ らに汚染者負担原則 に

基づ く財源調達が提唱 されてい る。いずれ も,学 説 として学界で述べるのは結構 で

あるが,国 が国民 に徴税す る根 拠 として軽々 しく使 うのは,納 税者 にとって迷惑な

話 であ る。

国が新税 を国民 にお願いす る時 には,納 税者 に対 して,果 たすべ き最低 の条件,

即 ち租税 の 中立,公 平,簡 素の原則 を踏 まえて議論すべ きである。

また,汚 染者負担原則 も,地 球環境 にあて はめ る ことは,地 球一ヒに住 む全 人類

が汚染加害者 であ り同時 に受益者 であ るとい う現実 か ら して税 一般論 と して も馴

染 まない。

60年 代 か ら70年 代 にお ける原状 回復 や被 害者救済 に関す る費用負担 の原則 とし

て汚染者負担原則が機能 したのであって,そ の場合 です ら,課 徴 金あ るい は負担

金 とい う形 が一般 的であ り,汚 染者負 担原則 に基づ く課税 とい うものは聞いた事
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*外 部不経済(例 えば環境汚染)を もたらす活動を当事者間の交渉で得られるのと同じ効率的な結果に誘導

するために課される税

**試 みに決めた税率に対する外部不経済の水準の観察を通 じて,目 標水準に導 く税率を課す税
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が ない。地球規模 問題 に拡大解釈 し,そ れ を税 として徴 収す る新税 の実験 に使 わ

れ るの は,納 税者 は納得 しない。

この他,税 によるアナ ウ ンスメ ン ト効果 とい う委員 の 中で も定義 が分 かれ る説

を創 設 の理 由 に した り,本 来経 済活動 に中立 であるべ き課税が,産 業構造 をか え

る価格効 果 を期待 す るな ど,支 離滅裂 な もの となっている。

税収 の支 出につい て も,国 全体 の借金 が700兆 円 にのぼ る時代 に新 規補助 金数

千億 円 を対策 と して ば らま くことになってお り,税 金 の乱費 と財政 の硬 直化,行

政の肥大化 を招 くもので ある。 これ は時代 に逆行 す る 「大 きな政府」 を提 案 して

い るので ある。補助 金で21世 紀 の環境先進産業 が誕 生す る とい うのは,企 業の厳

しい競 争 を知 らぬ机 上の空論で ある。

石油業界 として は環境税 には,断 固反対 している。

3.石 油税 制問題

環境 税 の先途 を示 す前例 が 道路特 定財 源 であ るガ ソ リ ン税 ・軽 油引取 税 で あ

る。10数 次 の5力 年計 画で300兆 円 に近 い道路予算 支 出の結果,全 国 の道路 整備

が ほぼ終 了 し,当 た り前で あ るが,道 路特定財源 の余剰 が発生 してい る。 このた

め,本 州 四国連絡橋 公団 の債務処 理,地 下鉄 イ ンフラ,電 柱 地下化 などに使途 を

拡大す る一方,さ らには環境税へ の振替 えな ども一部議論 されてい る。

道路財 源 は、制度創 設 の趣 旨や受益 者負 担 の原則 か ら本 来 の道路 整備事 業 に全

額充 当すべ きであ り,余 裕が あ るな らば,そ の分,税 率 を引 き下 げ納 税者 の負担

軽減 を図るべ きで ある。 これが国民 との約束事 であ り,財 政 の節度 とい うもので

あ る。

また,二 重課税問題(い わゆるTAXONTAX)に つい て も触 れてお きたい。

現在,ガ ソリン税等 の石油 諸税の上 に課せ られ ている消費税額 は1,900億 円 にの

ぼる。 このTAXONTAXに 関わ る調 整 は消費税導入時 に酒 や タバ コ等 で なされ,

電力,ガ ス税 は廃止 されたが,唯 一,石 油 だけが放置 されてい る。納税者 として

は,感 情 的に も納得 の行 かない点であ り,解 消 を要望 してい る。
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は じめに

秋山 私たちは,江 戸時代か ら実に多 くの贈

り物 をいただてお ります。衣食住 に始 まり,

書画等の美術,歌 舞伎等の芸能,さ らには言

語文化 など,枚 挙 に暇があ りません。

確かに,現 代は科学技術の発達で便利な生活

を享受 していますが,そ の一方で,エ ネルギ

ー ・環境問題を初め大 きな問題に直面 していま

す。そこで,① 普遍的な倫理観 価値観,人 間

としての姿勢などの観点から評価すべ きこと,

あるいは,歴 史に残る貴重な文化 として評価す

べ きものがあれば,そ れらを敬意 をもって理解

し記憶に留めたい,② 私たちが現在ないし将来

石川英輔氏 略歴

1933年(昭 和8年)京 都府 生 まれ。国際基督教大学,

東 京都 立 大 学理 学 部 中退 。1961年 ミカ製版 ㈱ 創 業。

1985年 よ り専業作 家。1985～2004年 武蔵野美術 大学講i

師 と して印刷学 を教 える。

主 な著書 に 『大江戸神仙伝 』(講 談社,79年),『 ポン

コツロボ ッ ト太平記』(評 論社,93年),『 大江戸 えね る

ぎ一事情』(同,90年),「 大江戸 リサ イクル事情』(同,

94年),『 数学 は嫌 いです!』(同,2004年)な ど。

1976年,カ ラー製版技術 の研究 で㈹ 日本 印刷 学会 の

第1回 技術 賞 を受賞。2004年4月 よりNHKテ レビ番組

『道 中でござる』に江戸専門家 と してレギュラー出演 中。

に直面する問題 を回避,ま たは緩和 してい く上

で参考 となるこ とがあれば,学 び,か つ取 り入

れてい きたい,と いうことか ら今 回の対談 を企

画 させて頂 きま した。

江戸の町は栄 えたけれ ど,特 に米,野 菜等 を

一4一 季報エ ネルギー総合工学



供給す る地域 で大飢謹 に も見 舞われ,一 揆 が何

回 も起 こるな ど,日 本全体 としてはか な り構造

的に問題 があった とい うことも背景 に,江 戸 の

エ ネルギー,リ サ イクル に焦点 を当 てて ,・色々

教 えていただければ と思 ってお ります。

秋 山 まず,先 生が江戸時代 にご興味 をお持

ちにな られた経緯 についてお話をお願いいた

します。

石 川 私 は50歳 近 くな ってか ら江戸 の こ とを

書 き始 め ま した。 学校 で は化学 の勉 強 を しま

した が,20代 後半 に 自分 で写真 製版 の会社 を

始 め たんです。30代 末 か らはSF小 説 をこつ こ

つ書 いて講談社 か ら2,3冊 出 しま した。45

歳 の時 に,も っ と誰 も今 まで書 い た ことのな

い新 しいジ ャ ンルのSFを 書 いてみ ないか と担

当者 に言 われ,現 代 人が江戸 時代 に タイムス

リ ップ して脚気 を直 す商売 で大儲 けす る話 を

書 こ うと思 ったのが始 まりです 。

脚気 の原 因 は ビタ ミンBl不 足 で あ ると大正

時代 にな って判 明 したの ですが,江 戸 の食生

活 は白米 を多食す るため ビタミンB1が 不足 し,

結核 や天然 痘 を除 くと江戸 の病気 で一番 死亡

率が 高か った んです 。脚気 の こ とを 「江戸 患

い」 と呼 んだ程 です。 ビタ ミンB1は 生 の米糠

に大量 に含 まれ てい て,水 に溶 けやす い もの

です 。私 の小 説 の主 人公 は,生 の米 糠 を水 に

瞬
藪
勃

＼

＼

石川英輔

(鰺 攣 擁 ネルギつ

∫

溶 け込 ませ た濃縮 液 で脚 気 の薬 を作 ります。

この治療法 は,実 際 に東京大 学病 院の 内科 で

行 われ た もの なんです。

この小説 で は,江 戸 時代 に登場 す る人 物 の

言葉 は全部 江戸 語 に しま した。 そ の ため に,

江戸 関連 の文 献 を140冊 以上 買い込 んで読 み,

1年 近 くかけて 『大江戸神仙伝』(講 談社)を

書 き上 げたのです 。 それで,す っか り江戸 の

専 門家みたい になって しまい ま した。

する と,今 度 は作家 として来 る仕事が江戸の

ことばか りなんです。 それで,ど ん どん景気が

よ くなってきて,50歳 になったの をきっか けに

創業社長 を辞め専業作家 になったんです。

潭
秋山 ご紹介あ りが とうございます。江戸時

代 に多かった脚気 に着 目されて,そ れか ら

次々 と幅広 く江戸関係 のお仕事が発展 してこ

られたわけですね。

江戸時代の実像

エネル ギー消費量 はほぼゼロ

秋山 江戸時代か ら色 々と学んでい き,そ れ
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を基 に現代 に対 して,幾 つ も警 鐘 を鳴 ら して

お られ ます けれ ども,現 代 か ら将来 に向 けて

の先生 の問題 意識 をエ ネルギ ー,環 境 を軸 に

言 えば どうい うことにな るで しょうか。

石 川 簡単 に言 い ます と,エ ネ ルギー の消 費

量 は,決 して人 間の幸福 度 に比 例 しない とい

うこ とです 。今,化 石燃 料 だ けで も日本 人が

毎 日10万kcal(石 油で10の ぐらい使 っていま

すが,江 戸 時代 のエ ネルギ ー使 用量 を現代 の

基準 で計算 すれ ばゼ ロです 。全 部 天然物 を使

い,地 上動 力の99%は 人力 だ と思 い ます。畜

力,水 力(水 車)は,ど こで も使 え るわ けで

はない ので ご くわず かです 。海洋 に出 ます と

帆 かけ舟 でか な りの重 量 を運 べ ますが,地 上

動力 の99%は 人力 で した。結 果 と して江戸 時

代 のエ ネルギ ーの消費 量 は今 の規 格 でい えば

限 りな くゼ ロなのです 。 それで も当時 の人達

は生活 に不便 さを感 じていなかった ようです 。

秋 山 おっ しゃる ように,エ ネルギ ー消 費量

に比例 して私 たちが幸福 にな る とい うもの で

はあ りません。例 えば,100倍 のお金 な りエネ

ルギー を投 入す るこ とで,医 学 の進歩 な どに

もよって寿命 は何 年 か延 びて きた と言 え るで

しょうが,そ れ と生活 の満 足感 とは別 問題 で

すか らね。

石川 江戸時代の平均寿命が短いのは乳幼児の

死亡率が高かったからです。乳幼児期で人口の

半分近 くが死んでいました。ですから,極 端な

話,生 まれた日に死ぬ人が人口の半分で,残 り

半分が100歳 まで生 きる国があったとしますと,

平均寿命は50歳です。実際,江 戸時代は,中 年

まで生きると平均余命が長かったのです。

現代はエネルギー消費量が増えて豊かにな

ったはずですが,豊 かになってか ら悪 くなっ

たことが沢 山あるんです。 まず,昭 和40年 頃

の医学辞典を見 ます と 「老人病」 というのが

あ ります。60代 以上 に現われる高血圧,動 脈

硬化の諸症状 とあ ります。昭和50年 ぐらいに

な ります と,同 じ病気 を40代 以 上 の中高年 に

現 われ る 「成人病」 とい うようにな りま した。

昭和60年 ぐらい にな ります と,10代 以上 に現

われ る成 人病 の諸症 状 とい う ことで 「小 児 成

人 病」 とい うん ですね。 平成8年 には,つ い

に年齢不 問 で 「生活 習慣 病」 と言 うよう にな

った。

2002年 に群馬 県 の医師会 が,群 馬県 内の5

歳 児1,000人 を対象 に検 査 を行 ってい ます。肥

満児 が8.2%,動 脈硬化 の初期 症状 が5.2%,高

血 圧が4.3%で す 。5歳 児 で既 に 「生活習慣病」

が現われてい るんです。

秋山 確かに近頃では,子 供の頃か ら栄養の

摂 りすぎと運動不足に起 因する病気が増 えて

いますね。現代は民主的で 自由ですが,で は

江戸時代 と比べて現代が優れているか どうか

となる と,こ れは見方 によっては,江 戸時代

の暮 しか ら現代人が学ぶべ きことは幾つもあ

ると思います。

石川 民主主義で環境破壊が 防げますか?江

戸時代 の生活 の方が,私 は動物 として まともだ

と思 うんです。 なぜ か と言 い ます と,最 近 の

DNA解 析 で,人 類 とチ ンパ ンジ ーが分 か れた

のが700万 年 ぐらい前 といわれてい ます。 その

700万 年 の間 に地球上 の生存競 争で生 き残 った

ホモサ ピエ ンスの末商である私 たちホモサ ピエ

ンスサ ピエ ンスだけが人類 として生 き残 ってい

るわ けです。 ですか ら,今 生 きている私たちは

700万 年 の風 雪 に耐 えて生 きた超 名 門の種 なん

です。その間に自動車 に乗 っている期間や食べ

たい だけ食べ られる時代 なんて,私 が覚 えてい

る限 りで もこの40年 ぐらいの ものです。

秋 山 この40年 で特 にア メ リカか ら凄 い勢 い

で西 洋 文 明が 入 っ て きま した。 で も確 か に,

この40年 間 の出来事 とい うの は,何 百 万年 か

の非 常 に長い歴 史 に比 べ れば ほんの一 瞬 の こ

とだ と思い ます ね。
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治安が良く平安だった文化文政期 江戸時代の年号

秋 山 ところで,先 生 の本 にお書 きにな って

お られ る江 戸時代 は年 号 でいい ます と,ど の

辺 りなので しょうか?

石川 先 ほど紹介 した 『大江戸神仙伝』の舞台

は1822年(文 政5年)で す。恐 らく江戸 時代 を

通 じて も最 も豊かで安定 していた時代で,文 政

5年 の 日本 に一揆 は1件 も起 きていませ ん。

一揆 が一番 多 か ったの は天 明年 間(1781～

89年)の 年 平均25件 です。 この25件 に は無理

矢理 とい う感 じで 「不穏」 「未遂 」 も勘定 され

て い ます 。暴動 型一揆 だ けだ と年 平均4～5

件 ぐらい の ものだったんです。

秋山 池波正太郎さんの 『剣客商売』(新 潮文

庫)の 舞台が1700年 代 の末ですね。先生の本

はそれよ りもう少 し後の江戸期が対象 なので

すね。

石川 そ うです 。私 の小説 の舞 台 は松 平定信

に よる 「寛政 の改革」 に嫌気 が さ し,人 々が

だ ら一 っ と してい た文化 ・文 政期(化 政 期)

です 。恐 ら く江 戸時代 で も呑気 な時代 だ った

と思 い ます。

皆 さん に言 うとび っ く りな さる んです が,
　

江戸 の町 をパ トロールす る警察官 は,12人 し

かい ない んです。大 阪 は4人 です。江 戸 の非

武士 住民 は55万 人前 後 で したが,治 安維持 は

警察官12人 で間に合 ったわけです。

江戸 時代 法 の専 門家 に聞 くと,法 律 はあ っ

て も執行す る人 間がい なか ったんだそ うです。

文 政12年,『 大江戸神 仙伝』 の時代 の6年 後 に

初 め て ロ ン ドンに警視庁(ニ ュース コ ッ トラ

ン ドヤー ド)が で きてい ます 。 その時,一 般

職員 を除い た,警 察官 だけで3,235人 いたの で

元号 西暦

慶 長1596-1615

元 和1615-1624

寛 永1624.1644

正 保1644-1648

慶 安1648-1652

承 応1652-1655

明 暦1655-1658

万 治1658-1661

寛 文1661-1673

延 宝1673.1681

天 和1681-1684

貞 享1684-1688

元 禄1688-1704

宝 永1704-1711

正 徳1711-1716

享 保1716-1736

元 文1736-1741

寛 保1741-1744

延 享1744-1748

寛 延1748-1751

宝 暦1751-1764

明 和1764-1772

安 永1772-1781

天 明1781-1789

寛 政1789-1801

享 和1801-1804

文 化1804-1818

文 政1818-1830

天 保1830-1844

弘 化1844-1848

　 へ
晶 水1848-1854

安 政1854-1860

万 延1860-1861

万 久1861-1864

元 治1864-1865

慶 応1865-1868

備考

江戸 開府(1603年)

島原 の乱(1637年)

慶安 の御 触書(1949年)

徳 川光囲 『大 日本 史』(1657年)

山鹿 素行 『聖教要録』(1665年)

生類憐 れみの令発布(1685年)

赤穂 浪士討 ち入 り(1702年)

吉宗,享 保の改革(1716年)

「公事方御定 書」 制定(1742年)

鈴 木春信,錦 絵創始(1765年)

「田沼時代」(1772年)

天明の大飢饒(1782年)

棄 掲令(1789年)

大塩平八郎 の乱(1837年)

ペ リー 来 航(1853年)

桜田 門外 の変(1860年)

生麦事件(1862年)

四国艦隊下 関砲撃事件(1864年)

大政奉還(1867年)

す 。江戸 よ りはるか に小 さい に もかかわ らず,

ロ ン ドンでは3,000人 以上の巡査 がい ない とど

う しよう もない ほ ど治安 が悪 か った と考 え ら

れ ます。

*都 庁,警 視庁,裁 判所 を兼 ねたような町奉行所 は,南 と北が 月番制 であったが,正 式 職員は,全 部で与力50騎,同 心240

人で,万 事取 り仕切 ってい た。 このうち,警 察官 としての業務 を していたのは,28人 の同心だけで,し か も,毎 日,江 戸

市中 をパ トロー ル してい た警官(常 町廻 り同心)は,南 北合 わせ て僅 か12人 に過 ぎなかった。それぞれが中間(ち ゅうげ

ん)1人 と数人の小者(こ もの)い わゆる岡っ引を連 れて歩 いていたが,表 向 きは,12人 の警察官で大江戸55万 市民の治

安維持 に当 たることがで きた。(『大江戸神仙伝』 より)
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秋山 警察官 というと,池 波正太郎 さんの時

代小説 『鬼平犯科帳』 に 「火付盗賊改」が登

場 しますね。

石川 「火付盗賊改」 とい うのは,加 役,加 え

る役 といって,常 にあ る役職 ではないんです。

例 えば,歌 舞伎 「青砥稿花紅画(白 波五人男)』

の頭 領 ・日本駄衛 門のモ デル と言 われ る大泥

棒 ・日本左衛 門(1719～47年)が 手下30人 を従

えて東海道 を荒 らしている と,幕 府 は 「火付盗

賊改」の腕 の立つ旗本 に命 じて手下 と共 に罪人

を追わせ るのです。結局,幕 府 に目を付 け られ

た ら終わ りだ とい うことが分 かって,日 本左衛

門は京都奉行所 に自首 し,故 郷 の遠州見附で処

刑 されるのです。

たった30人 ほ どの強盗 団です ら,江 戸 か ら特

別の討伐隊 を設置 して追わなければな らない ぐ

らい,ほ とん ど犯罪 のない世界 だ ったんです 。

「時代物」 で は,江 戸 で しょっ ちゅう押込強盗

が あった ように書 かれていた りしますが,実 際

はそ うではなか ったんです。

秋 山 小 説 では連 日の よ うに押込 み強 盗や殺

人が起 きる話 に なってい ますが,実 際 には今

お っ しゃった ように,平 安 な良 き時代 で あっ

た とい うことですかね。

石川 自転車 も電信 も伝書鳩 もない時代です

から,や ろうと思えば何でも起 こせる時代で

す。それが,わ ざわざ起 こすほどの こともな

い平穏な時代だったと考えるほかあ りません。

結婚にみる江戸時代の男女

秋 山 江戸時代 には 「士農工商」 という身分思

想が あって,そ れぞれが諦め に近 い認識で 日々

を暮 らしていた とい う面 と,し か し,そ れな り

に満足感 をもっていた とい う両面が あるのでは

ないか と思 います。そ うい う身分思想 とは別 に,

婦 女子 がか な り下 に見 られて いた と思 い ます

が,そ の点はいかがで しょうか?
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高木侃 「泣いて笑って三下 り半』(教 育出版)よ り

三 下 り 半(離 縁 状)

石川 専修 大学法 学部 の高木侃(た か ぎ ・た

だ し)教 授 が10年 ぐらい前 か ら徳 川 時 代 の

「離婚」 の研究 をなさってい ます。それで,江

戸 時代 の離 婚 とい うの は夫 側 が 妻 に対 して

「三下 り半」(離 縁 状)を 渡 す と成 り立 つ。法

律 的 には 「夫専権離婚」 と言 うらしいです。

高 木 先 生 は,そ の 「三下 り半 」 の実 物 を

1,000通 以上集 めて,そ れ の裏 づ けの実 態調査

をされたんです。それ でびっ くりした こ とに,

夫が 「三下 り半」 をたた きつ けず に女房 を追 い

出 した りした らひどい 目に遭 うとい うことが分

か って きたそ うです。 「御定書 百箇条」 とい う

法律 があ り,女 が離縁状 をもらわず に再婚 する

と重婚 罪で丸髭 を結 っている元取 りの先 を切 っ

た格好(後 家 さんス タイル)で 実家 に返 され ま

す。 ところが,そ の1つ 前 の条文 で は,夫 が

「三下 り半」 を渡 さず に女房 を追い出 して,後

妻 を引 き入れた場合 には,所 払い(追 放刑)に

処せ られたんです。 どっちが差別 されていたの

か分か りませ んね。

そ こで どうす るか と言 うと,夫 は 「三下 り

半」 を渡 す時 に,当 人か ら 「私 は確 か にあ な

た よ り離縁状 を も らい ま した」 と書い てサ イ

ンした 「返 り一札 」 を も らうのが 安全 で す。

そ ういう実物が沢 山残 ってい ます。

それで見 る と,女 性 が6回 結婚す るなんて普

通だ と言 うんです。つ ま り,結 婚 は愛でするん
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江戸のエネルギー事情

高木侃 『泣いて笑って三下り半』(教育出版)よ り

返 り一札(離 縁状 の領収書)

じゃないんです。 キリス ト教式 の結婚観ではあ

りませ んか ら,江 戸 時代 では処女性 は尊重 され

てい ませ ん。結婚 は 「やってみ て,だ めな ら別

れ よう」 と言 う ものだったようです。 もっ とひ

どい ケースにな ります と,「 離縁状 を くれ た ら

一緒 になってやる」 とい う格好で 「先付 け離縁

状」を もらう。今 の法律 では無効 だそ うですが,

当時 は有効です。だか ら両方でいつで も別 れら

れるよ うに 「離縁状」 と 「返 り一札」 とを交換

して結婚するなんてこともや っていたんです。

エネルギー供 給の中心 は

薪炭,水 力,畜 力,風 力

秋 山 現代 の主 なエ ネル ギ ー資源 は,石 炭,

石 油,ガ ス とい った化 石資 源,そ れか ら原子

力 や水 力 です が,最 近 にな って太 陽エ ネル ギ

ーやバ イオマ スの有効利 用 の重 要性 が増 して

きてい ます。

エ ネルギー消費 で見 ます と,特 に化 石資源

は埋蔵 資源 を掘 り出 して,最 終 的 に炭酸 ガス

に して大気 中 に排 出 してい るわ けです か ら減

る一方 です 。そ れか ら植 物資 源 も使 い方 が激

しくて,生 育が追 いつ かず土 地が荒 れ て くる

と言 われ てい ます 。水力,畜 力,人 力 は,全

体 に占め る割 合 と しては,ほ とん どゼ ロに近

くなって きてい ます。

この ような現状 です が,植 物資源 に して も,

風 力,水 力 な どの 自然 エ ネ ルギ ー に して も,

で きるだ け賢 明 に取 り入 れて いか なけれ ばい

けないわけです。

秋 山 そ うですか。 実態 は現代 人が思 ってい

る以上 に 自由で,し たたかだったんですね。

石川 それ と同時 に,か な りの契 約社 会 で も

あ った そ うで す。高木 先生 が沢 山集 めて い ら

っ しゃるので すが,色 々な こ とにつ いて夫婦

間で契約書 を作 ってい るんです。 離縁 した と

きの財 産分 与 につ いて事細 か に書 い た結 婚 の

契約 が交 わ されて い ま した。現代 人 は,そ ん

な こと しませ ん。史実 を調べ てみ る と,も う

びっ くりします。

秋 山 ところで,江 戸 時代 の主 なエ ネルギ ー

資源 は,家 庭用 の燃料 で は薪,あ とはわず か

な水力 と畜力,そ して輸送 も人力 です ね。

養

第28巻 第3号(2005) 一9一



石川 は い。 ただ,舟 は帆船 を使 い ま したか

ら,舟 で の輸 送 にはか な り風力 エ ネル ギー を

利 用 した とい うことにな ります。

秋 山 自然 エ ネルギ ーで需給 バ ラ ンス を取 っ

て きた江戸 時代 に,現 代 の言葉 で言 い う 「エ

ネルギー ・セ キュ リテ ィ」 の視点 で何 か特別

な政 策的 な配慮 はあ ったの で しょうか 。例 え

ば,計 画 的 に植林 を して,薪 炭供給 を安 定 さ

せ るとか したので しょうか。

石川 材木 用 は別です が,薪 炭用 の材 の場合

は,ほ とん ど植林 の必 要が なか った と思 い ま

す。私 の家 は300坪 の庭 に コナ ラ,ブ ナ など,

色 々な木が 生 えてい るので,そ れ を見 てい て

よ く分 か るんで すが,非 常 に成長 が速 い んで

す。 そ して,あ る所 まで くる と成 長が止 まっ

て しまい ます。武 蔵野 の薪炭 用の造 林 です と

根 元 か ら伐採 せ ず,3尺(1m)ぐ らいの と

ころで斜 め に切 る ら しい んです。斜 め に切 り
　　

ます と,カ ルス が水平 に上が って こないので

水 が溜 まって木 が腐 る こ とが な く,根 が 生 き

てい ます。 その根 か ら 「ひ ご生 え」 が い っぱ

い出 て きます 。一番 大 きな 「ひご生 え」 を選

んで育 てます と,10年 くらいで薪炭 に適 当な大

き さの材 が 採 れ るわ け です 。 そ こで切 って,

同 じことを繰 り返 しますか ら,雑 木の場合 に

は,植 林 はあ ま り必 要なかったと思い ます。

現代のエネルギー消費量は江戸時代の数百倍

秋山 先生の 『大江戸えねるぎ一事情』 を拝

読 しています と,現 代 と江戸時代の1人 当た

りのエネルギー消費量はまさに2桁 ぐらい違

いますね。

石川 比べ ようがない ということだ と思います。

秋山 アメリカ人の書いた文献で調べ たとこ

ろ,現 代 は世界平均で1人 当た りのエネルギ

一消費 量が産 業革命 の直 前 の10倍 くらい に増

えて い ます。 江戸 と比べ て今 の 日本 は大体50

倍 くらい と認 識 してい たの ですが,先 生 の本

を拝読 します と,ど うも200倍 ほ どの差 が ある

ように思 い ま した。

石川 『大 江戸 えね る ぎ一事 情 』 の 中で は,

江 戸時代 の人力 を1日1人1,000kcalと して計

算 す る一方 で,現 代 のエ ネルギ ー消 費量 の計

算 で は人力 を無視 しま した。現代 のエ ネル ギ

ー消費 量 は江 戸 時代 よ り2桁 は多 いの で
,人

力 な どは ほ とん ど誤差 の うち に収 まって しま

うか らです。

石川 現代では,自 然動力の水力 を利用する

にして も,石 油燃料の動力 を使 って水力発電

所 を造 らない といけませ ん。ところが,昔 の

水車は大 した力が出ない代 わ りに,水 車大工

が人力でその辺の木を切 って組み立 てて回 し

てるわけですか ら,エ ネルギーの先行投資が

ゼロなんです。今 は,風 力,太 陽光 に しろ,

まず化石燃料 を大量に投資 して機器 を作 って

から利用する格好 になっています。

ですか ら,例 えば,太 陽光パネルを屋根の

上に乗せる方式の正確なエネルギーペイバ ッ

クタイム(発 電装置が装置 自身の製造に要す

るエネルギー と同 じ電力 を発電する年数)を

どうや って計算するのか,本 当に黒字になる

のか分か りませんね。

秋 山 確か にエネルギーペ イバ ックタイムにつ

いての見解 には,導 入 に肯定的 な人 と否定的 な

人 との間で幅があ ります。先生の今 おっ しゃる

エネルギー収支については,ラ イ フサ イクルア

セスメン ト(LCA)で 極めて綿密 な評価が,原

子力,化 石,太 陽,バ イオ等々についてなされ

ています。エネルギーの収支が どれほ どの期間

で均衡す るのか。 さらに,そ れ を超 える便益 が

どれ くらい入 って くるのか とい った計算です。

**植 物体 に傷 をつ けた時,傷 口にで きる不定形 の癒傷 組織 。
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ギ都名漸國会護より

揚水用の水車

菜種油を燃や した行灯

秋 山 現代 と江 戸 時代 とでエ ネル ギー消費 の

倍率 は,家 庭用 照 明の場合,約10倍 とい う感

じで しょうか。 先生 の本 に よ ります と,燃 料

とな る菜種 の消 費量 は年 間24リ ッ トルです か

ら,エ ネル ギー ジュールに換 算 して450×106J

にな ります。現代 で600Wの 照 明 を1日5時 間

つ け る として,年 間1,095kWh(3,940×106J)

です か ら,両 者 を比較 す る とそ れ くらいの差

とな りますね。
行灯の前での針仕事

石川 行灯1つ の明 る さは60W電 球 の100分 の

1ぐ らい しか ない ものです が,お っ しゃる よ

うに,行 灯 を灯 すエ ネル ギーの消 費量 だ けを

比 較 す る とそ うな るで しょう。 しか し,菜 種

油 は太 陽エ ネルギ ーで育 った もの を人力 で搾

ってい ます か ら,製 造 の ためのエ ネ ルギー は

発 電 と違 って ほとん どゼ ロです。

秋 山 物理 的 なエ ネルギ ーでの比 較で はそ う

だ けれ ど,菜 種 油の製造エ ネルギー コス トは,

ほとんど 「ゼ ロ」だ と言 うこ とです ね。

石川 環境 に対 す る負荷 もゼ ロです。菜種 は,

種 を撒い て,小 さい うちに肥 料 をや り,あ と

は放 ってお けばお 日様で育 ちます か ら。

飲料水は汲んだ川の水

秋 山 水 につい て も,江 戸 時代 は コス トゼ ロ

です かね。現代 はエ ネルギ ー もコス トも沢 山

かけて供給 してい ますが。

石川 江戸の町では大規模な水道 を掘ったの

で,人 力を計算すればかな りのエネルギーが

かかっていますが,大 阪などは八百八橋の下

の水が飲めたんです。私が持 っている江戸時

代後期の大阪の風景画 に,川 の真ん中に大 き

な桶 を積んだ船 を出 し,川 の水 を汲 んでいる

ところ とか,堂 島の米相場の喧騒の横 でおか

み さんが手桶で水 を汲んでいる姿があった り

するんです。あれはみんな飲み水なんです よ。
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『浪華の賑ひ」より

大阪市中の四ツ橋での水汲み

石川 喜田川守貞 とい う絵 師が著 した 『守貞護

稿 』 とい う幕末期 の記録 に よる と,大 阪の民家

の台所 には水がめが2つ ある。1つ は雑用水 で

洗濯 だの掃除 に使 うもので埃が入 って構 わない

か ら蓋 をしてい ない。1つ は上水,飲 み水 だか

ら埃 が入 らない ように蓋が してあ る。私 たちが

読んで びっ く りす るの は,そ の上水 は朝 早 く,

店な ら店 の男が川へ行 って汲 んで くるって書 い

てあるんです よ。だか ら大阪 には水道が ないん

です。大阪の上水 は水 くみの労力以外 は,ま さ

に投入エ ネルギーゼロだ ったんです。

娘 津名瓢図会ゴより

大阪堂島 米相場立会場下へ水汲みに来た女性

秋山 使用する農薬 まで入れてで しょうか?

石 川 それ も入 れ ます し,農 機 具 の製造 エ ネ

ルギ ーの償却 まで入 れ て計 算 します 。そ れで

や って,投 入 エ ネルギ ー と食 品エ ネルギ ーが

同 じぐらい(比 率 は約1)と い うお とな しい

説 を私 は採用 してい ます。

投入エネルギーが少ない米作 り

秋 山 野菜 は現在 のハ ウス栽培でほ とん ど石油

を食 ってい るような傾 向があ りますが,現 代 で

もお米 は,投 入エネルギーに対 して得 られ る食

料 エ ネルギーの比率 は カロ リーベー スで1.5倍

程度 だそ うですね。

石 川 江戸 時代 に人力 で行 う米 作 りは,代 掻

きに始 ま り,苗 作 りか ら田 に水 を張 る作 業,

田植 え,草 取 り,刈 取 り,乾 燥,脱 穀,籾 す

り,俵 詰めか ら運搬 と手 間はかか りま したが,

投入 エ ネル ギー と食料 エ ネル ギーの比率 は15

倍 だった と考 え られます 。

現代 の米作 りについ ては,一 番多 く投入エネ

ルギ ーを使 うという研究者な どは,そ の比率 が

1を 下回って0.3ぐ らいだ と言 ってい ます。

『北斎漫画』より

江戸 時代 の米作 り風景
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江戸の リサイクル事情

ほ とん ど何 でも リサ イクル

秋山 江戸 の ゴ ミの量 は総 じて,現 代 の100分

の1以 下 で はなか ったか と思 い ます。先 生 の

『大江戸 リサ イクル事情』 を拝読 します と,使

い捨 て はな く,草 鮭 か ら何 か ら全部 リサ イク

ル に近か ったのです ね。

石 川 東海 道の絵 を見 て ます と,こ っちの村

で作 っ た草鮭 を旅 人が 買 って きて,こ っちで

捨 てて,そ れ を また堆肥 に して,ぐ る ぐる回

ってるん ですね。現 代 の リサ イクル とい うの

は化石燃 料 を使 わ ない とで きない ですか ら本

当の リサ イ クル で はないです が,江 戸 時代 は

全 部太 陽エ ネル ギー だけで動 い てい ます か ら

本 当の リサ イクルだ った んです。

秋 山 そ うです ね。現代 の廃棄 物 は,一 般 廃

棄物 が年 間1人 当 り約400kg(1日1.1kg),ま

た,そ れ と同 じくらい の排 泄物 が 出てい ます

が,江 戸 時代 は どうだ ったので しょうか。

石 川 江戸 時代 の廃棄 物 は年 間1人 当 り0.5kg
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."輪 鶴 編.獄"
ぎ江戸名所翻会2よ り

東海道の古草鮭集積所

鈎長替行灯差より

下肥 を桶 から部切舟に空けている図

で した。排 泄物 は農 家の人 が先 を争 って買 っ

て行 って しまい ま した。従 って,し 尿 は商 品

で した。『張替行灯』 とい う江 戸時代の絵本 に

は,部 切舟(へ き りぶね)と い う下肥運 搬船

が描 かれています。

アメリカの真似 した大量消費のツケ

秋 山 日本全体 で一般廃 棄物が年 間5,000万 ト

ン,そ の大部分が焼却処理 されてい ます。私 は,
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今 後のエネル ギー ・環境問題 に対 して

秋 山 守

騰 ルギー船 工学研究所)

武蔵野に住んでお り,そ この焼却場でも大量焼

却が進められているのですが,焼 却できない物

はどこかの最終処分場に持って行っているんで

しょう。その最終処分場 もほとんど満杯で,新

しい場所を開発 しながら処分能力の残 り年数を

何 とか少 しずつ確保 していると聞いています。

石川 産業廃棄物 について は,東 京都 の場合,

49.8%が 下水汚 泥 だ と4年 くらい前 の資料 で

読 ん だ ことが あ ります。今 ど うな ってい るか

分 か りませ んが,同 じよ うな数値 で はない か
　　　

と思い ます 。

秋 山 産業廃 棄物 につ いて は,40%ず つ リサ

イクル と減量 化処 理が行 われ,最 終 処分 に回

る のは1割 くらい になって い ます 。 自動 車部

品や コンピュー タ部 品 はほ とん ど リサ イクル

して い ますが,産 業廃 棄 物の最 終的 な行 き場

も厳 しくなってい ます。

石川 アメリカなんか廃棄 したパ ソコンを町

外れに大 きな穴 を掘って埋めちゃうんだそ う

ですね。平地面積の少ない 日本の ような国が

アメリカのような広大な国の真似を しちゃい

けなかったんですね。

超長期の ビジ ョン,そ して創資 源,創 エネへ

秋 山 私 どもの研 究所 では,エ ネルギ ー ・環

境 問題 につ い て総合 工 学 の立 場 か ら幅広 く,

しか も長期 的な視野 で調査研 究 に取 り組 んで

い ますが,最 近 で は超 長期 の エ ネルギー技術

戦 略 とロー ドマ ップの 取 り纏 め につ い て も,

国 に協力 を してい ます。

その作業 で は,石 油 や天 然 ガスの生 産量が

いず れ ピー・・一一クを迎 える とす る前 提 と,2100年

時点 での 国民 総生 産 当た りの二酸化 炭素排 出

量 を現状 の10分 の1以 下 に抑 える とい った前

提 を置 い て,現 在 まで をバ ックキ ャス ト(逆

算)し なが ら,民 生,運 輸,産 業,転 換 の各

分 野 で期待 され る技術 の姿 を詳 しく描 き出 し

ました。

そ の際,エ ネル ギー構成 と しま して は,①

石炭 な どの化石 資源 の最大利 用 と二酸化 炭 素

の回収 ・隔離,② 原子 力 の最大利 用,そ して

③再 生可 能エ ネル ギーの最大 利用 と究極 の省

エ ネ ,の3つ の極 端 ケース に 目を拡 げなが ら

作 業 を進め ま した。

いず れ に しま して も,今 後 ます ます 「省 資

源 ・省 エ ネ」 を心 が けてい くこ とが 極め て大

切 です し,新 しい視 点 で資源 やエ ネルギ ー を

掘 り起 こす,い わば 「創資 源」,「創 エ ネ」 に

も期待が かか ります 。

以 上 は,こ れか ら先 の遠 い未来 に向け た ビ

ジ ョンや期待 ですが,私 たち は ご先祖 の江戸

時代 の人 々の智 慧 と努 力 を一層理 解 しなが ら

努め てい く必要があ ります ね。

石 川 江戸時代 の ようにエ ネルギー消 費ゼ ロ,

人 口 を3,000万 人 に抑 え,経 済成 長 も1%以 下

に して,み んなが満足 して暮 らす なんて無 理

***平 成17年1月 の発 表 資 料 に よる と,14年(2002年)の 全 国 の廃 棄 物 排 出 量3億9,300万 トンの う ち下 水 汚 泥 は46.4%(1

億8,200万 トン)で 第1位 。
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で しょう。 た とえ 日本 とい う世界 の局地 が江

戸 時代 の よ うなエ ネ ルギーゼ ロ社 会 に戻 った

と して も,日 本以外 の 国々で 自動車 を沢 山走

らせ,化 石燃料 を燃 や してい て は大 勢 に影 響

を及 ぼす ことはで きません。

しか し,そ ん な ことを言い始 め た ら 「や り

たい よ うにや って しま う」 とい うの と同 じで

す か ら,何 か考 えな きゃいけ ませんね。

や は り,地 球上 の動物 と して もっ とま とも

な暮 ら しを したい もの です。 あ ま りに も勝 手

で,目 先 の便利 さ とい うもの だ けを追い か け

てい ます か ら。 目先便 利 な もの とい うの はほ

とん ど時間が たつ とポ ロが出 て きて,「 あん な

こ と しな きゃ よか った」 と気付 い た時 には も

う手遅 れになる ことが多い ものです。

自給自足の実験

秋 山 「環境実 験都 市」 と言 うのが イ ン ドの

オー ロヴ ィル にあ ります 。宗教哲 学 者 とフ ラ

ンスの画 家兼音 楽家 が意気統 合 して,1968年

頃か ら始め た一種 の閉 じた環境実験空 間です。

今,35力 国か ら1,700人 余が ボ ランテ ィアで住

んでい るそ うです。有 機農 法 で集約 的 な土地

利用 を し,エ ネル ギー は再 生利用 で賄 う。 そ

の中 に,郵 便局 や銀行 とい った公 益ユ ニ ッ ト

もあ り,住 宅 も自分 で作 る,水 道工事 も自分

でや っているそ うです。商店 は100ぐ らいあ り,

生 活用 品 は も とよ り,加 工 食 品,電 気 製 品,

コ ン ピュー タ も売 られて い る と言 うん です 。

しか し,完 全 に閉 じた生存 環境 とい うの は保

たれ な くて,コ ンピュー タや最新 医薬 品 とい

ったハ イ テク製品 は外 部 か ら買 って くるそ う

です 。

石 川 や は りそ うい う実 験 には,白 人 の ロマ

ンチ シズ ムが強 くあ る と思 い ます。外 部 か ら

電源 を引 かない な ら褒 めて あげ ます け ど,パ

ソコ ンシ ョップな んてあ った らまやか しです

よ。江戸時代 の人た ちが 閉鎖空 間で,270年 間

も自然 を食 いつ ぶす ことな く安定 した社 会 を

宥緯 鑛麟噂鰯

『春告鳥』巻頭の挿絵

灘

穿春欝鳥毒より

維持 したのは全 く違 うんです 。

江戸 時代 の人 たちは鎖 国 とい う状況 の中で,

他 に暮 ら しよ うが ないか らエ ネルギ ー消費 ゼ

ロの社 会 を作 り上 げた わけです が,中 にいる

人 た ちは仕方 が ないか らや って る とは思 わな

いわ けです。江 戸時代 だって,そ の 時々の最

新 の もの は常 にあ る し,天 保7年(1836年)

に出 た為永 春水 の小説 『春 告鳥』 の最 初 の挿

絵 には,「 流行矢 の如 く。昨 日の新奇 も今 日は

古 し」 とい う言 葉が 出 て くるんです よ。秋葉

原 のパ ソコ ンの ア ンテ ナ シ ョップの話 み たい

なこ とを言 っていたんです。

日本人に残 っている希望

秋 山2004年 にノーベ ル平 和賞 を受 賞 したケ

ニアの環境 副大 臣 ワ ンガ リ ・マ ー タイ さんが

「もったいない」 とい う言葉 を提 唱 してい ます

ね。今後 のエ ネル ギー ・環境 問題 に取 り組 む

上で,大 事 な思想 と言 えるか も知 れ ませ ん。

私 た ち には馴 染 みの あ る 「もっ たい ない」

とい う思 想が 世界 に広 が って い くの は非常 に

嬉 しい こ とです。 ここい らで,私 たちが もっ

と主体 的 に世界 に向け て発 信 す るこ とを考 え

てい く必 要があ りそ うですね。

石川 日本人の場合,ま だ私はい くらか望み

があるとい う気が します。1995年1月 の阪神

淡路大震災の時に,復 興するまで暴走族が暴
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走行為 をやめ機動 力 を活か して必需 品 を運ぶ

の を手伝 お う とか。暴 力団 が復 興 す る まで暴

力行為 をやめ てボ ラ ンテ ィア をや って い ま し

たで しょう。 「『この国 はこれ だけの大災 害が

起 きて も略 奪が起 きない』 とアメ リカ人 が び

っ く りした」 とい うの を聞 いて私 は びっ くり

しま した。

「ああ,先 進国 になるには,こ うい う時はち

ゃん と略奪 しなきゃいけないのか」 と思 いま し

た。 この国は全 く逆 ですね。そ こがアメ リカあ

た りと随分キ ャラクターが違 うところです。

また,最 近 の帰 農 ブームで,30代 ぐらいの

夫婦が,か ろ う じて生活 で きる所得 を確保 し

てお いて,帰 農 しよう とい う人が ポ ッポッ出

て きてい ます ね。 い ざ となった ら,そ うい う

素 養 のあ る人た ち を中心 に して村 を作 れ ば何

とかなる と思 い ます。

い う ところで実体験 して,自 分 で植物 を育 て

られ ますね 。私 も中学 の頃 は田舎 で少 しは大

根 な どを作 った ことが あ ります。 なか なか ま

と もな もの はで きなか った のですが,作 っ た

ものはやは り愛 着があ ります しね。

秋 山 今 日は,江 戸 時代 に生 きた先祖 の方 々

も素 晴 ら しい 人生 を送 られ たで あ ろ う こ と,

エ ネルギー消 費が ほぼ ゼ ロで も1つ の文 明 を

立 派 に維 持 で きた ことな ど,大 変参考 にな る

お話 を楽 しく聞かせ て頂 きま した。今 日の話

題 を世 の中 の人 々が受 け止 め て,今 後 の エ ネ

ルギ ー ・環境 問題 を考 える上 で役 に立 て て下

され ば と期 待 してい ます 。 また,引 き続 き

色 々 とご指導,ご 助 言 をお願 い い た します 。

あ りが とうご ざい ました。

秋 山 そ うですね。私 の近 所 に も1坪 農 園が

あ ります。 月3,000円 くらいの借地 です。 そ う

ぎ白木屋阿駒清書冊子』より

葉茶屋の店先にある火鉢
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[寄稿]

エネルギー分野の技術戦略マ ップの策定 について*

藍 田 和 也 噸 縢 合篠 ネ纏)

麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗鵬麗麗鵬麗麗鵬麗麗鵬鵬麗麗麗麗麗鵬麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗麗鵬麗

なる技術的な備えを示そうと考 えたか らです。

は じめに 現在,そ の詳細版を作っているところですが,

詳細版ができたところで一旦公表 しようと思っ

経済産業省 は,「 新産業創造戦略」(平 成16年

5月)の 実現 に必 要な技術 目標 や製品 ・サ ービ

スの需要 を創造 するための方策 として,表1の

21分 野で 「技術 戦略 マ ップ」 を策定 してい ると

ころです。20分 野 について は,既 に策定が終わ

ってお りますが,エ ネルギ ー分野については現

在策定 中でその概 略版が ま とまって きた ところ

です。7月 には産業構造審議会の研究 開発小委

員会 に報告 をいた しましたので,今 日はその内

容 について説明 したい と思います。

「エネルギ ー分野技術戦略マ ップ」 は,他 分

野が2015年,あ るいは2020年 を見据 えて作 られ

ているのに対 して,2100年 を見据 え,「 超長期」

にわたって,資 源制約や環境制約の下で どうい

う技術が必要 になるか とい う視点で作 っていま

す。2100年 を見据 えて検討 した理由は,後 述す

るように,石 油お よび天然 ガスの生産 ピークが

過 ぎた後 までを視野 に入れ,真 に持続可能なエ

ネルギー需給構造 を実現 してい くため に必 要 と

ています。その後,足 元の検討を加え,長 期の

視点,あ るいは短中期の視点 を入れた形で最終

的な 「エネルギー分野技術戦略マップ」をまと

めていこうと考えています。

マ ップの策定 にあた り,エ ネルギー総合工

学研究所 に事務局をお願い し,「超長期エネル

ギー技術研究会 ・超長期エネルギー技術戦略

研究会委員会」(秋 山守委員長)で ここまでま

とめて頂 きました。

エネルギー分野技術戦略マップの考え方

基本認識 と検討のスタンス

マ ップの基本 的な考 え方 を表2に 示 します。

(1)～(4)ま で を基 本認識 に,(5)に ある よ

うに,人 類 の 「効用」(経 済の活動量,生 活の

質)レ ベ ル を落 とさず,資 源 制約,環 境制 約

表1技 術戦略マップの策定対象分野

情報通信分野

半導体,ス トレー ジ ・不揮発性 メモ リ,コ ンピュータ,

ネッ トワー ク,
ユーザ ビリテ ィ(デ ィス プレイ等),

ソフ トウエ ァ
i

ライ フサ イエンス分野

創薬 ・診断,診 断 ・治療機器,再 生医療

環境 ・エネルギー分野

CO2固 定化 ・有効利 用,脱 フロ ン対策,

化学物 質総 合管理,3R,
エネルギー

製造産 業分野

ロボ ッ ト,航 空機,宇 宙,ナ ノテ ク,部 材,

MEMS,グ リーンバ イオ

*本 稿 は、今 年8月26日 の当所月例研 究会(第238回)に おけ るご講演 を本誌掲載用 にテー プ起 こ ししたものです。
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表2マ ップ作成にあたっての基本的考え方

(1)エ ネルギーは,全 ての人類 の活 動の基礎 となる もの。エネルギーに対す る制約 は,

人類 の効用(経 済活動量,生 活 の質)の レベルに直結。

(2)将 来 のエネルギー需給構造 を考 える際には,資 源制約,環 境制約の両方 を視野 に

入 れることが必要 。

(3)長 期的視野 か ら真 に持続可能 なエネルギー需 給構 造 を実現す る鍵 は,技 術。

(技術 がない状況 で実現 するこ とは不可能 。)

(4)た だ し,技 術 の確立 には,研 究開発,導 入普及,関 連 インフラの整備な どに係 る

長期 の期間 を要 し,ま た,実 際の社会 では様 々な選択肢が取 られ るなど,高 い不

確実性 が存在 。

(5)本 検討 では,効 用 を落 とすのでな く人類 が豊 かになる との前提で,資 源制約,環

境制約 を,技 術 の開発 ・利用 によ って長 期的に解 決す るために,技 術 に求 められ

る将来の姿 を描 き出 した。

この際,上 記期間 を考慮 しつつ制 約条件 か ら逆 算(バ ックキ ャス ト)す ること

により,必 要 となる技術 スペ ック,時 期 等 を整理 した。

を技術で解消することを想定 し,そ のために

技術に求められる将来像 を描 き出 しています。

挑戦的な技術の姿

マ ップの技術 ビジ ョンは,3つ の点 でか な

り挑戦的 な姿 になってい ます。

①技 術 によるすべ ての解 決 を前提 。資 源制

約,環 境制 約 の下で,ラ イ フス タイルが変化

しな くて も,技 術 だけで制約 を解 消で きる よ

うに とい う形 で考 え ま した。② 厳 しい制 約条

件。 か な り将来 の話 を してい ます ので,資 源

制約,環 境 制約 には高 い不確 実性 があ ります

が,今 ど うい った技術 的 な備 えが 要 るか とい

う観点から,あ えて厳 しい制約条件を仮定 し

ました。③エネルギー構成に関する極端な条件

設定。技術の不確実性を考慮 して,最 大限の備

えを講 じるということで最も厳 しい技術スペッ

クを選んで検討 しました。結果 として,す べて

を達成 した場合には今回想定 している制約を大

きく超えて達成できる形を描き出しています。

制約条件

世界の人口と経済

2100年 までの将 来見通 しを紹介 いた します。
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図1世 界の人口と経済に関する予測
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表3世 界の化石燃料生産

標準的なシナリオ 悲観的なケース 楽観的なケース

1996年1月1臼 時点の在来型石油の残霧究極

可採埋蔵量(百万バレル旧)
2626 1700 3200

在来型石油生産量のピーク(鋤 2028-2032 2013-2017 2033-2037

在来型石油のピーク時の

世界的需要(百万バレル旧)
121 96 {42

非在来型石油の

2030年 の生産量(百万バレル旧)
1◎ 37 8

*標 準的なシナリオは米国地質研究駈(USGS)の 試算(究 極可採埋蔵量3.4兆 バレル)をベースとしている。
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図2化 石エネルギーの生産 ピーク予測

1つ 目が 世 界 の 人 口 と経 済 で す 。 図1は,

IPCC,IIASAと い う世界 のエ ネルギ ー研 究機関

が 出 してい る数字 をベ ース に見 ています。本検

討で は,中 位推計 を採用 しま したが,基 本 的に,

図1に 見 られる ように今後 とも人口は増加 し経

済 規模 の拡大 も続 き,1人 当 た り国内総生 産

(GDP)が 上が っる と考 え られ ます。今 回の検

討 にあ た り,世 界のGDPは2050年 に現在 の3倍,

2100年 に10倍 になる と想定 しています。

石油,天 然 ガスの生産 ピー ク

人口,経 済 ともに伸 びてい きますか ら,当 然,

エ ネル ギー消費 も増加 してい くと考 え られ ま

す。表3はIEAの デ ータですが,在 来型 の石油

生産量は,標 準 的なシナリオで2030年,楽 観 的

なシナ リオで2040年 あた りで ピークになると言

われ てい ます。また,図2に 示 したオランダ ・

エ ラス ムス大 学のOdell教 授 の試算 で は,非 在

来型 も含めた石油生産量 は2060年 に ピークを迎

え,非 在来 ガス も含 めた天然 ガス も2090年 頃 に

ピー クを迎 えます。 こ うい った ことを参考 に,

今 回の検討 では,石 油 は今 世紀半 ば頃,天 然 ガ

ス は今世紀末 頃に ピークを迎 える と仮定 しま し

た。

CO2排 出量 の抑制

図3は 世界 の二酸化 炭 素(CO2)排 出 シナ

リオです。 将来,大 気 中のCO2濃 度 を安定 さ

せ る場 合,今 世 紀 中 にはCO2排 出量 を減少 基

調 に しな い とい け ませ ん。 この 検 討 会 で は

Gt--C〆年

{2

1・ _i

・ _≧ 織 、 …

1薬 こ＼ 凝ζご註
・・i匿 鵬=魏

0

2000205021002150

年

※550ppm、450ppmで 安 定化させ』るケ・一一Lスについても様 々な試算がされてお り、

IPCCに お いて検 討されたWGIシ ナリオ(W。rkingGroup亘 における試算)、

WREシ ナリオ(Wigley,Richels,EdmQndsの3氏 による試算)の 試 算を示す。

図3世 界のCO2排 出 シナ リオ
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図4CO2排 出原単位の推移

2050年,2100年 ともに現状 と同程度 に抑 えな

い といけ ない と仮定 しま した。経済 が大 き く

伸 び てい く中で の話 です か ら,排 出量 の原 単

位(CO2/GDP)の 改善が必要 になって きます 。

図4に あ る ように,現 在,日 本 のCO2排 出

原 単位 は,他 の先進 国 の約2分 の1,世 界 平

均 の約3分 の1,途 上 国 に対 して は約8分 の

1と かな り高 い効率 を もってい ます 。 こ うい

った技術 を世界 に普 及 させ てい くこ とと,さ

らに技術 力 を伸 ば して い くこ とで,将 来 にわ

たって国際競争力 を保持 しなが ら,資 源制 約,

環 境制約 の解 消 につい て国際貢 献が で きるの

ではないか と見 てい ます。

に現在 の3倍,2100年 に10倍 となる一方 で,

世界 のCO2排 出量 を現在 と同程 度 に抑 えるた

め には,CO2排 出量原単 位 を2050年 に3分 の

1,2100年 に10分 の1以 下 に,2100年 以 降は

CO2排 出量 そ の もの を半 減 させ ない とい けな

い と言 わ れてい ます 。 わが国 のCO2排 出量原

単位 は既 に世界 平均 の3分 の1で すが,将 来

にわた って世界 を リー ドし続 けるた め に,世

界全 体 に求め られ るの と同等 の改 善率 を条件

に して検討 を行 って きま した。

極端 なエネルギー構 成 でのケ ーススタデ ィ

この検討会では,図5の ような極端な条件の

エネルギー構成で,上 記の資源制約 と環境制約

技術戦略の検討
100%

資源制約と環境制約

検 討会 で は,ま ず,資 源 制約 と して,世 界

の石油生 産量 の ピー クを2050年,天 然 ガス は

2100年 と仮 定 し,そ こ まで に他 の エネル ギー

と代替 で きる状態 に してお こう と考 え ました。

2050年,2100年 とい うの は仮 定です ので,今

回描 いた姿 は,ピ ー クの時期 が ず れれ ば伸 び

縮 みす る と考 えてい ます。

環 境制約 につ いて は,世 界 のGDPが2050年

再生可能 ルギー

(究極 とセッ ト)

100%

化石資源

(炭素回収 ・隔離 とセッ ト)

原子 力

(核燃料'ク ルとセ ット)

100%

図5極 端 なエネルギー構成 のケーススタデ ィ
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「効用」と 「最終エネルギー需要」
の鎖を切る

①
『省 エネ ・高 効率利 用 ・

創 エネ,自 立化』,

『省 マテ リアル』

「最終エネルギー需要」 と

「一次エネルギー需要」の
鎖を切る

②

転換分野

ぎ転換効率向上1

匡麺][民 生分i錫][璽憂]

エネルギー貯蔵効率向上 韮電池,水 素貯蔵匪

「一次エネルギー需要」 と

「化石エネルギー需要」の
鎖 を切る

『非化石エネルギー化」

コス トの

増大

発電 ・ 物質'エ ネ

水素製造 ルギー併産
効率向上 麺 プロ峯

エクセルギー損失の最小乾

韮ガス牝発電,燃 料電潮

「化石エネルギー需要」と
　　　　　　ニ　の　 を　る

瞬懸 璽醗 ③

物質 ・エネルギー再生

叢廃棄物ガス化聾

原子力利用

【FBR】

燃料の

非化石化

【FCV,EV】

[
再 生可能 エネ ルギー利用

【バ イオマス,太 陽,風 力,地 熱】 ]
④〔簸灘繰欝轍 癒灘翻

図6制 約克服のための連鎖脱却と技術の全体像

を解消す るケースス タデ ィを行い ました。

あえて極端 な条件で とい うこ とで,ケ ースA,

Bを 省エ ネが期待 で きない場合 として検討 しま

した。 これ らのケ ース におい て,産 業,民 生

(家庭 ・業務),運 輸,転 換の分野 で必要 となる

原単位改善 を想定 し,そ れ を実現す る技術スペ

ックを整理 してマ ップに書 き起 こ しました。

従 来 の連 鎖 の構 造 の ままだ と,効 用 が増大

す る とCO2排 出量 が増大 し,ま た,資 源制約,

環境 制 約 も顕 在化 す るの で コス ト増 とな り,

経済 に制約 が かか ります。今 回,資 源制 約や

環境 制約 によって増大 す るで あろ うコス ト分

を技術 開発 に回す こ とで,鎖 を切 ってい ける

と考 えてい ます 。 その時 に重要 になる技術 を

図6の 右側 に示 しました。

制約克服と連鎖脱却

「効 用」(経 済 の活 動量,生 活 の質)は 伸 び

るけれ ども,資 源制約,環 境制約 を解消 してい

くとい う考 え方 を図6に 示 しま した。 この鎖 を

切 ってい くとい う考 え方が基本 にな ります。効

用が大 きく伸 びる場合 で も,最 終エネルギー需

要が増 えない よう,省 エネ,あ るいは高効率利

用,民 生部 門などでの太 陽光発電の ような身の

周 りのエ ネルギーで需要 を賄 い ます。

再生可能 エネルギ ーの転換効率 を向上 させ,

化石 エ ネルギ ー需 要 の増 大 につ なが らない よ

うに してい きます。 どう して も化 石エ ネル ギ

ー に頼 る部分 は
,大 気 中へ のCO2排 出量 を抑

制 す るため に,CO2の 回収隔離 も選 択肢 とし

て出て きます。

技術戦略マップの概要版

基本構成

「技術戦略マ ップ概要版」 は,産 業,家 庭 ・

業務,運 輸,転 換 の分野 ごとに 「主 な技術 目標

と技術的備 えの考 え方」,「技術 的備 えに対応す

る主要技術」 の2枚 構成 になってい ます。

世界全 体 のGDPが2000年 の3倍,10倍 に な

った時 に,日 本 はそれぞれ1.5倍,2.1倍 になる

と仮定 しま した。 得 られ る効用 が それ に比例

して増 大す る こ とが全 分 野 共通 の前 提 です 。

そ の上 で,連 鎖脱 却 に向 け,必 要 エ ネルギ ー
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量(転 換分野からのエネルギー供給量)を 最

小化す るために必要な技術 を備 えてお くこと

を検討 しました。

各分野の技術戦略マップ

検討 会で は,産 業,民 生,運 輸,転 換 の各

分 野 で,2100年 までの 目標値 を掲 げ,そ の達

成 に向 けた将来展 望 と技 術 ロー ドマ ップ を策

定 しま した。将 来展 望 と技術 ロー ドマ ップは,

本稿末尾 に示す とお りです。 ロー ドマ ップ中,

研 究 開発段 階 は点線 で,実 用化 以 降 は実線 で

示 してあ ります。

[産業分野]

産 業分野 の 目標値 を表4に 示 します。2100

年で必要エ ネル ギー量 の70%削 減が 目標 です。

70%削 減 してい く時 に3つ の考 え方 が あ り

ます 。 それ は 「うま くつ くる」,「良 い もの を

つ くる」,そ して 「上手 につ くる」の3つ です。

「うま くつ くる」 は,製 造 プ ロセス にお いてエ

ネルギ ー をあ ま り使 わ ない,あ るい は うま く

エ ネルギーを取 り出す ことです。

「良 い もの をつ くる」 は,作 っ た もの 自身

の高度化 を図 る こ とです 。 これは,素 材,部

材 自身の高機 能化,高 性 能化 で,製 品か ら得

られ る効用 を上 げなが ら,必 要 な材料 やエ ネ

ルギ ー を減 らす,少 ない資源 で製 品製造 を図

る とい う考 え方です。

「上手 につ か う」 は,産 業分 野,特 に化 学

な どでは,製 造時 に消費 す るエ ネルギ ーだ け

で はな く製 品 に含 まれ るエ ネルギ ー を最後 ま

で搾 り取 ろ うとい う考 え方の ことです。

これ らを組 み合 わせ て,必 要エ ネル ギー量

を大 き く減 ら し,資 源制 約,環 境 制約 を解 消

してい こ うとい うのが産 業分 野で の基本 的 な

考 え方です。

[民生分野]

民生分野の 目標値 を表5に 示 します。2100年

で必 要 エ ネル ギ ー量 の80%削 減が 目標 で す。

80%削 減 は,「 省エネ」で使用機器の効率向上や

建 築物 の効率向上 を図 りつつ,必 要エネルギー

を極 力減 らす こ と,あ わせ て創エ ネで,転 換分

野 とは違った身の周 りにあるエネルギー を取 り

出 してい くことで実現 しようと考 えています。

表4産 業分野での目標値

製造量 ×製品の価値

必要 エネルギー量 ※

(1)製 造 エネル ギー原単位改善

(2)物 質エ ネル ギー再 生率

(3)高 機能化(強 度等)

(機能/物 質量)

2000年

1倍

1倍

2030年

25%削 減

20%削 減

50%

2倍

2050年

15倍

40%削 減

30%削 減

60%

3倍

※各年代 にお けるエ ネルギー量(省 エネ による削減 お よび物 質エ ネルギー再生分 を含 まない)

を基準 に した とき、転換分野 か らの供給が必要 なエネルギー量

2100年

2.1倍

70%削 減

50%削 減

80%

4倍

表5民 生分野での目標値

全 必 要 エ ネ ル ギ ー 量

転換 分野 か らの供給 が必要 な

エ ネルギ ー量 ※(家 庭 ・業務)

CO2原 単 位(家 庭)(t-CO2/世 帯)

(業務)(kg-CO2/m2)

2000年

1倍

3.5(1t音)

li8(1倍)

2030年

45%/35%肖U老 威

1.9(1/2倍)

77(2/3倍)

※各年代 におけ るエ ネルギー量(省 エ ネによる削減お よび創エ ネ分 を含 まない)

を基準 に した とき、転 換分野か らの供給が必 要 なエ ネルギーの削 減量

2050年

15倍

60%/55%肖IJ'減

1.1(1/3倍)

40(1/3倍)

2100年

2.1倍

80%/80%削 減

0

0
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「創 エ ネ」 では,転 換機器 の効 率 向上 や耐

久性 向上 な どを図 りなが ら,色 々な所 に設置

で きるよ うに してい く。 「省 エネ」技術 と併行

して 「創 エ ネ」技術 が 進 んだ場合,モ バ イル

機 器 は,微 小 エ ネル ギーで作 動可 能 にな って

きます 。 その微 小 エ ネルギ ーは身 の周 りにあ

る圧力,温 度,震 動 な ど現在 で はエ ネルギ ー

と呼べ ない ような もの か ら取 り出せ る。例 え

ば,今 日で は一般 的 にな ってい る ソー ラー電

卓 の ように,微 小 エ ネルギ ーで動 くモバ イル

が沢 山出て きて,コ ンセ ン トに差 さな くて済

めば,生 活 の質 を向上 させ なが ら消費 エ ネル

ギー を増 や さず に済 む ので はない か とい うこ

とで,「 機器 の 自立化」 を掲 げてい ます。

そ うい う機 器ベ ース での 自立 化 か ら,例 え

ば屋根 に太 陽光 パ ネ ル を置 くな どの よ うに,

創 エ ネが 進 んでい くと,住 宅 レベ ルでの エ ネ

ルギ ー の 自立 化 が可 能 にな ります。 さ らに,

創 エ ネが 進 む と,今 度 は家 庭部 門 でエ ネルギ

ーが余 って きます。 そ うい った余 剰 エ ネルギ

ーを うま く融通 で きれば
,「民生部 門の 自立化」

が 目指せ るので はないか 。そ の時 に必 要 なの

が エ ネ ルギ ーマ ネジ メ ン トだ とい う こ とで,

ビルベ ース,家 庭 ベ ースのBEMS,HEMSを,

街ベ ースでや ろ うとい うTEMS(TownEnergy

ManagementSystem)と い う 「地域 の 自立化」

まで 視 野 に入 れ てい けば,家 庭 ・業務 で の

80%削 減 も達成可能 と考 えてい ます。

[運輸分野]

運輸分野の目標値 を表6に 示 します。全体

で必要エネルギー量 を70%削 減 しようと考 え

て い ます。 運輸 の 中では 自動 車 とその他 で分

け て考 え,自 動車 で80%削 減 を検 討 してい ま

す。 それ とは別 に,転 換 分野 で石炭 を使 って

炭 素 の回収隔離 をす る とい うケースAの 場 合,

運 輸 は どう して も小 規模 なCO2排 出源 にな る

ので 回収 は無 理 だ ろ うと思 われ ます 。 ケース

A,あ るい は原 子力 が メイ ンのケ ースBで は,

転 換分 野で 製造す る水素 か電気 で動 く自動 車

が普及 しない と大 幅 な必 要エ ネル ギー量 の削

減 はで きないだ ろ う とい うこ とで,電 化 ・水

素化率100%と い う技術 スペ ックが別途 出て く

る こ とに な ります。 自動 車 で は,80%削 減,

あるいは電化 ・水素化率100%を 目指 してい こ

うとい うことで整理 しま した。

そ うなった場合,自 動車では現在 の内燃機関

系 の ものか ら,2030年30%削 減,2050年60%と

いう目標 達成 は,当 面のハ イブ リッ ド化の進展

だけで は厳 しいだろう とい うことで,動 力源が

電気か水 素かは別 に して,モ ー ターで動 く自動

車 になってい くと考 えてい ます。そこで,こ こ

で は電化率 お よび水 素化 率 を2050年 で40%と

し,4割 ぐらいそ うい う車が入 って きてCO2制

約 を乗 り越 えてい くと考 えています。他方,石

油生 産 の ピークが2050年 と仮定 してい ます の

で,燃 料転換 は当面石油 にバイオマ スや合 成燃

料 を混合 してい きなが ら,将 来 は,水 素 ・電気

で動 く自動車 になってい くと考えています。

2100年 には電気 自動車 か,燃 料 電池 自動車

が100%に なる と考 えます。どち らになるかは,

水素 ・電気 の貯蔵 技術 で左右 され る と思 い ま

す 。蓄電 池の能力 向上 が うま くい けば電気 自

動車 が大 き く伸 び るで しょう し,そ れが難 し

表6運 輸分野での目標値

効用(人 ・km,ト ン ・km)

必 要 エネ ルギ ー量 ※(運 輸全体)

自動車 必要エネルギー量

電気 ・水素化率

CO2原 単位(g-CO2/km)

航空機 ・船舶 ・鉄道 必 要エ ネルギー量

2000年

1倍

0%

160(1f音)

2030年

20%削 減

30%肖Ui,威

1%以 上

100(2/3f吾)

10～20%削i戒

※各年代におけるエネルギー量(省 エネによる削減および創エネ分を含 まない)
を基準に した とき、転換分野からの供給が必要なエネルギーの削減量

2050年

15倍

50%削 読威

60%肖1」減

40%

50(1/3イ 音)

20～35%肖1」 減

2100年

2.1倍

70%削 減

80%削 減

100%

0

30～50%肖1」'int

第28巻 第3号(2005)
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い場合には水素 を燃料 とす る燃料電池車が伸

びると考 えました。いずれの場合 もインフラ

が整備 されていき制約条件 を解消 していこう

というのが運輸分野の考え方です。

[転換分野]

転換分野の 目標値 を表7に 示 します。求め ら

れるエ ネルギーの供給 は,当 面,化 石資源 を有

効 に活用 してい きなが ら,原 子力 を活用,あ る

いは再生可能エネルギーを併用 してい くとい う

のが転換分野の考 え方です。再生可能エ ネルギ

ーが大 きくなって きた場合
,供 給側が不安定 に

なってい きますので,供 給 と需要 をマ ッチ ング

させ るため にかな り大 きな蓄エ ネルギーが必要

になる と考えています。

蓄エ ネル ギーにつ いては,2050年 では1日,

あるいは数 日間分 を貯める 「日間の負荷平準化」

を,2100年 ぐらいで再生可能エ ネルギーがかな

り増 えて きた場合は,季 節 間の調整が行 える ぐ

らいの大容量 の貯 蔵が必要 になる と思い ます。

この検討会 では,こ うい うエ ネルギー貯蔵 のた

め に,化 学エ ネルギーで貯 めた水素 を色 々な と

ころ に使 ってい くとい うの もス トーリー として

あ りうる と考 えてい ます。

図7は,今 回の技術 スペ ックが実現 されたエ

ネルギー需給構造 の一例 です。 もともと将来の

エ ネルギー需給構造の選択 は幅広 くなされ ると

想定 してい ますが,こ こでは1つ のシナ リオ を

考 えた場 合 の イメ ー ジ を整 理 した もので す 。

2050年,2100年 での 「効用」 を得 るための必 要

エ ネルギー量 を最終需要削減 ,転 換効率向上等

によって削減 された供給量が#1の 部分で,さ

らに省エ ネで大 きく減 らす というのが#2の 部分

です。 「創エ ネ」で民生部門の需要を減 らし,残

表7転 換分野での目標値

(PJ)

55,000

50,000

45,000

40,000

35ρ00

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

需要端での全エネルギー需要

(最大ケース)

電化 ・水 素 化 率

2000年

1倍

2050年

1.5倍

2100年

2.1倍

N

「効用」はGDPに 比例 して増大する一方,

省エネ技術,創 エネ導入策によってエネ
ルギー需要 を抑え,エ ネルギー供給も非

化石エネルギーにシフ ト

2050年
一次 エネル ギー

2050年

最終 エネル ギー

石油・ガス 石炭/

2100年
一次 エネル ギー

2100年

最終 エ ネル ギー

石油 ・ガス

レ石炭
※試算結果は暫定的なものであり,将 来の前提および結果には不確実性を伴う。
※最終需要家による創エネルギーを 「創エネ」と定義した。
※非化石エネルギーの一次エネルギー量については,化 石燃料による転換効率を用いて便宜的に換算した。

#1GDP比 例での最終需要の伸びと同率で一次エネルギーが伸びたと仮定した場合の一次エネルギー供給量から,最 終需要削減,転 換効率向上等によって削減された供給量

#2GDP比 例での最終需要から、省エネルギー,機 器効率向上等によって減少した需要

図7エ ネル ギー需給構造 の一例
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った需要は電力や水素,産 業分野では原料用の

石炭で賄ってい くことを期待 したものです。こ

の電力水素が再生可能エネルギーや原子力等で

賄われる形になっています。

分野に共通する技術

省 エ ネ技 術 は鎖 を切 る部 分で もエ ネル ギー

の貯 蔵技術 の ところで も重 要 にな って くる と

思 い ます 。 その他,各 分野 に共通 的 な技 術 の

例 を表8に 示 しま した。パ ワーエ レク トロニ

クス技 術 には,今 後増 えるエ ネルギ ー需要 を

横断的 に減 らせ る とい う期待が かか ります。

ガス化技術 は,特 に産業 の分野 で,石 油生

産が ピー クを迎 え た場 合,ナ フサ や石炭,天

然 ガス,あ るいは,バ イオマス を原 料 に ガス

を作 って い くこ とにな るだろ う。 その 時 にガ

ス化技 術 が色 々な ところで重 要 にな って くる

と思い ます。

これか ら需 要供給 両方 が変動 してい き,エ

ネ ルギー貯蔵 もか な り膨 大 な量 を貯 蔵 してい

くこ とにな る と,マ ネ ジメ ン トの技術 も非常

に共通的 に重要 になると思 います。

さい ごに

は,か な り挑戦的な技術 の将来像 を示すこと

で,わ が国みならず,世 界の資源制約,環 境

制約の解決に貢献 していけると考えています。

また,そ の中でわが国の強みである技術力を

伸ば し,将 来にわたって国際競争力 を維持発

展させることにつながると考えています。
　　

ただ,こ の マ ップ は,か な り不 確実 性 を

内包 して い ます ので,今 後,将 来見 通 し,あ

るい は技術動 向 に関す る新 たな知見 に応 じて,

随時見 直 され てい くこ とで,精 緻化 され,ま

た,よ り適切 にされてい くと期待 してい ます。

今 回の マ ップにつ いて は,長 期 を見据 えた

研 究 開発 の重 点化 に活用 す る こ と,も う1つ

は,長 期 的 な視 野 で技術 の色 々 な原単位 改 善

を してい くことで,ポ ス ト京都議 定書 な どの

国際枠 組 を考 えてい く時 の重 要 な考 え方 と し

て,世 界 に発信 してい くこ とに活用 して きた

い と考 えてい ます。

さ らに,今 回 のバ ックキ ャス ト(逆 算)と

い う手法 で予測 した場 合,技 術 スペ ックは現

在 に近 い とこ ろが一番 不確 実 に なってい ます

ので,足 元 の研 究 開発 マネ ジメ ン トの イ ンフ

ラと して活用 してい くべ く,次 は フ ォアキ ャ

ス ト手法 で検討 してい こうと考 えてい ます。

以上 で説 明 を終 わ らせ てい ただ きます。 ご

静聴 あ りが とうござい ま した。(拍 手)

超長期の 「エネルギー技術戦略マ ップ」で

表8各 分野に共通する技術の例

(エネルギ ー貯蔵技術)

大規模 集 中発電 ・水 素製造施設 か らの供 給効率 向上(時 間的(日 間,季 節間),地 域 的な調整機能),

再 生可能エ ネルギー等の不安定 な発 電 ・水素製造施設 か らの供給安定化,民 生分野 での電気 ・水素 の

有 効利 用,電 気 ・水 素 自動車等 の燃料 貯蔵等 に横 断的に有効。

(パワーエ レク トロニ クス技術)

ケース横断的 に,電 力輸送(送 配電)技 術の効率化技術,電 力 の高 効率 利用,高 効率貯 蔵等 に有効。

(ガス化技術)

転換分野 の発電 ・燃料(液 体燃料 ・水素)製 造効 率の向上やバ イオマス,廃 棄物等 の有 効利用,産 業

分野の生産 プロセスの省エ ネルギー,創 エ ネルギー に有効。

(エネル ギーマネジメ ン ト技術)
エネルギ ー貯蔵所 問の制御,供 給 ・需要の変動 に よる影響制御,異 な るエ ネルギー問の最適利用制御

等 に有効。

**本 マ ップ の 最終 版 は,10月5日 の 産 業構造 審 議 会研 究 開 発 小 委 員 会 に報 告 され,以 下 のHPに て公 開 さ れ て お ります 。

http://www.meti.go.jp/committee/materials/951013aj.html
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[調査研究報告]

エネルギー分野の技術戦略マ ップ策定の背景

角 本 輝 充 樫論 言一船工学繍)
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1.は じ め に

今回,2100年 とい う遠い将来を見据 えてエ

ネルギー技術戦略 を策定するとい うあまり前

例のない試みを行った。本稿では,関 係者の

参考に資するため,約1年 間,委 員の方や多

くの関係者の方々と,試 行錯誤的に 「ああで

もない,こ うで もない」 と議論 しながら策定

した過程 をなるべ く時系列的に述べる。なお,

策定 した 「エネルギー分野技術戦略マ ップ」

の内容については,本 誌に掲載 されている藍

田和也氏の寄稿を参考にして頂 きたい。

2004年 夏頃か ら,経 済産業省の 「新産業創

造戦略」中のエネルギー分野の戦略策定の必

要から,資 源エネルギー庁総合政策課主導の

下,(独)産業総合研究所の赤井誠氏 らを中心に,

わが国がエネルギー技術 の先進国として世界

のエ ネルギー ・環境問題 の解決に貢献す ると

ともに,長 期的視野に立った技術の重要性 を

世界 に積極的にアピール し,次 期温暖化防止

枠組み交渉等で世界 をリー ドす るために,国

内外で共有可能な長期 のエネルギー技術 ビジ

ョンを策定する必要i生について検討が始めら

れた。その際,既 に色 々な技術分野で策定 さ

れているロー ドマ ップの ように現在の状況 に

基づ く予測ではなく,将 来のエネルギーシス

テムが全体 として達成すべ き目標 を定めた目

標設定型のビジ ョンの必要 性があるとの議論

がなされていた。

具体的な検討 に先立ち,2004年8月 に 「ミ

ニワークショップ」が開催 された。東京大学

の西尾茂文教授,加 藤信介教授,東 洋大学の

小川芳樹教授,㈱ システム技術研究所の槌屋

治紀氏,日 本原子力研究所の佐藤治氏,(助 日

本エネルギー経済研究所の伊藤浩吉氏,岐 阜

大学の小澤由行助教授,東 京大学の湯原哲夫

教授による7件 のプレゼンテーシ ョンととも

に,ど の ような目標 を設定す るか,ど のよう

なシナリオを描 くべ きか,な どの活発 な議論

がなされた。出席者は42名。

/、

資源エネ庁
総禽政策課

＼ ノ

…

〔エネ縦 副

/＼

超長期エネルギー技衛戦略検討会
秋幾委員畏

＼ ノ

1

事務局会議 、幹事会
(プロジ瓢クト管理、草案作成なε〉

〆

全体WG繭
赤弁主査

㌦

ワー クシ黛ップ

(ミ徽WS、 分野男}IWS)

藝

lll 董
〆 、

転換WG
藤村主賓

＼ ノ ＼

〆 、

産業WG
堤主登

ノ

r、

罠生WG
荻本霊査

㌧.ノ

r、

運輸WG

瀬声1コ禽資
㌦ ノ

図1エ ネルギー環境総合戦略調査検討体制
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図2エ ネルギー分野技術戦略マップの策定手順

その後,10月 か ら研究会 お よび全体 ワーキ ン

ググル ープ(WG)を 設置 し,本 格 的に検討 を

開始 した。図1に 検討体制 を,図2に 今回のエ

ネルギ ー分 野技術 戦略 マ ップの策 定手順 を示

す。

1.基 本的考え方および検討の枠組み

本 検討 にお い ては,未 来(例 えば2100年)

か ら現在 に至 る 「バ ックキ ャス ト」*(逆 算)

手法 が採 られ た。バ ックキ ャス トで は,最 初

表1将 来のあるべき社会像

「人類 の新驚移撚戦 」の達戴 に向縫驚世魏のre¢tdるJapanMedela構 築

①経 済が発展 レ 生活 の質が向上する祉 会WeWare

② 鎚要なエネルギー量 が箆納 に発疑でき、愛 定的に得られ る教会SeeMrdy

③儀 みよい地球環境を保持した教会Environinent

④國 際協 力して披術葦 薪 ・先進技 術の利驚を進 めている祉会tnnovation

⑤ 國・地域の 特姓を活か した選択 を遜 じた柔軟な社 会Flexibllity

表2マ ップ作成にあたっての基本的考え方

(1)エ ネルギーは,全 ての人類の活動の基礎 となるもの。エネルギーに対する制約は,

人類の効用(経 済活動量,生 活の質)の レベルに直結。

(2)将 来のエネルギー需給構造 を考える際 には,資 源制約,環 境制約の両方 を視野 に

入れることが必要。

(3)長 期的視野か ら真に持続可能 なエネルギー需給構造 を実現す る鍵 は,技 術。'

(技術 がない状況で実現 することは不可能。)

(4)た だし,技 術 の確立 には,研 究開発,導 入普及,関 連インフラの整備などに係 る

長期の期間 を要 し,ま た,実 際の社会では様々な選択肢 が取 られるな ど,高 い不

確実性 が存在。

(5)本 検討 では,効 用 を落 とすのでな く人類が豊 かになるとの前提で,資 源制約,環

境制約 を,技 術の開発 ・利用 によって長期的 に解決 するために、技術に求 められ

る将来の姿 を描 き出 した。

この際,上 記期間を考慮 しつつ制約条件 から逆算(バ ックキ ャス ト)す ること

により,必 要 となる技術スペック,時 期等を整理 した。

*バ ッ クキ ャス トは,ス ウ ェ ーデ ンの 環 境NGO「 ナ チ ュ ラ ル ・ス テ ップ」 の創 始 者Dr.Karl-HenrikRobertに よ っ て提 唱 さ れ

た考 え 方 。
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に ビジ ョンあるい はメ ッセー ジがあ るべ きで

あ り,表1に 示す5つ の要素 を掲 げた。 これ

らは,「 ① 経済発展 を通 じ技術 が進展 し技術 的

挑 戦 に よって各 種制 約 を克服 した,だ れ もが

生 活 の質 を向上で きる社会 。②社 会経 済活動

に必要 なエ ネル ギーが適 正価格 で安定 的 に入

手 可能 で,特 定の エ ネルギー資 源へ の依存度

が低 く,エ ネル ギーセ キ ュ リテ ィが確 保 され

た社 会。③ 誰 もが生活 の質 を向上 させ つつ も,

地 球環境 へ の負 荷 が少 な く,経 済 と環 境が 両

立 した社 会 。④ 技術 革新 を進 め,先 進技術 が

広 く利用 され る社 会。 この 中で,資 源 小 国で

あ るわが国 は,先 導的役 割 を果 た して貢献 す

る。⑤歴 史 的 ・文化 的 ・経 済 的特性 に応 じた

先 進技術 の活用 や 国際 ネ ッ トワ ークの活用 な

ど,各 国が 自由 な選 択 を行 う ことが相 互 に尊

重 される柔軟 な社 会」 をメ ッセー ジに込め た。

これ らの ビジ ョンを実 現す る ため に,表2

の基本 的考 え方,つ ま り,技 術 の 開発 ・利用

に よって資源 制約 お よび環 境制 約 を長 期 的 に

解 決す る ため に必 要 とな る技術 スペ ックお よ

び時期等 をバ ックキ ャス ト的 に整理 した。 バ

ックキ ャス トに は表3の よ うな特 徴 が あ る。

化 石資 源 の制約 や二 酸化 炭素(CO2)濃 度 変

化 は100年 の オ ー ダー で考 え る必 要 が あ る こ

と,さ らに発 電施設 や大規 模 イ ンフ ラの構築

に は数 十年 の リー ドタイム を考 える必 要が あ

る こ とか ら2100年 を見 据 えた わけ で あるが,

従 来の フォアキ ャス ト的手法 で は2100年 まで

検 討す る こ とは無理 が あ る と思 わ れ,今 回 は

バ ックキ ャス ト的な手法 を用 いた。

2.制 約条件 の想 定

今 回の検 討 の制約 条件 と して,主 に資源制

約 お よび環境制約 の2つ を考 えた。

資源制 約 として悲観 的 な ものか ら楽 観 的な

もの まで様 々な化石資 源生 産 の シナ リオが あ

るが,石 油生産 の ピー ク と して2050年,天 然

ガス生 産 の ピー ク として2100年 を仮 定 した。

なお,生 産量 は,経 済的要 因や 国際情 勢 な ど

表3フ ォアキ ャス トとバ ックキ ャス ト

F◎recas窒ing Backcastlng

目的 どのような将来にな

る?

どのような将来である
べき?

手法 過去の趨勢を基にした

現在からの延長(予測)

将来のあるべき姿から
のからの逆算。

有効性 不連続な変化が生じな
い場合に有効。短・中

期的。

将来のビジョンが明ら
かである場含。

課題 外挿 した将来と圏的と

する将来の整含性をい

かにとるか。

異体施策の「荒唐無稽2

さの見極め,い かにリア

リティを高めるか。

様 々 な要 因 によ って左 右 され る もの で あ る。

それ らの 状 況 に よっ て は,2050年 あ るい は

2100年 の 目標 を実現 す るた めの技 術 の開発 を

前倒 し,あ るい は後倒 し,時 間軸 は幅 を持 っ

て考 える必要 があ る。 よ り具体 的 には2050年

頃 に は石 油 を使 用 しな くて も よい 技 術 を,

2100年 には天然 ガス も使用 しな くて もよい技

術 を備 える と考 える ことがで きる。

環境制 約 は次 の ように考 えた。産業 革命 以

前 のCO2濃 度の2倍(550ppm)で 安定化 させ

るため には,「 気候変動 に関する政府 間パ ネル」

(IPCC)の シナ リオ を参考 に,CO2排 出量 を

2050年,2100年 ともに現状並み に抑 える必 要が

ある。 ここで,世 界全 体 で共通 の 目標 を掲 げ

るため,国 内総生産(GDP)当 た りのCO2排 出

量(CO2/GDP)を 指標 に した。世界 のGDPの

伸 びを2050年 に2000年 の3倍,2100年 に同10倍

程度 と想定 し,CO2/GDPを2050年 に2000年 の

3分 の1,2100年 に同10分 の1と する。これは,

2050年 には世界全体 の平均 が現状の 日本並 み,

2100年 には現在の途上国が現状 の 日本並み にな

ることに相 当す る。 目標 指標 をGDP当 た りとし

たため,今 後,10倍 以上 にGDPが 伸 び る国は

CO2排 出量の増大 を許容する ことになる。逆 に

日本は今後 の大 きなGDPの 伸 びが期待 で きない

が,CO2/GDPを 同 じだけ改善 す る。 日本 の

GDPの 伸 び を2050年 に1.5倍,2100年 に2.1倍 と

想定 してい るため,CO2排 出量 としてはそれぞ

れ50%削 減,80%削 減の必要があ るが,技 術革

新 に よってそ れ を達成 す る。 それ は,将 来 に

わた って世 界 を技 術 で リー ドす る こ とにつ な

が るもの と思 われ る。
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表42100年 の エネル ギー需給構造3つ のケース

ケースA=比 較的資源量の豊富 な石 炭 を用い て電力 あるいは水素 を供給す る。
(石炭)た だ し,CO2排 出 を伴 うため,発 電設備 や産業分野 の大規模設備 で

はCO2の 回収 ・隔離 を行 う。

ケ ー スB

(原 子 力)

原子 力 を最大限 に利用 して電力あ るいは水 素を供 給す る。

ケースC=再 生可能エ ネルギー を最大限 に利用 して電力あ るい は水素等 の燃 料 を

騰 離擁難 薫 飯雛里轍 生繍 竿書聾 幾 ことが困

3.3つ の極端 ケースの設定 4.分 野の設定 と分野 ごとの特徴 の整理

2100年 でのエ ネルギー需給構i造を想 定する こ

とは困難 である。 そこで,表4に 示す3つ の極

端 なケース を設定 した。つ まり,い ずれ も極端

なケースであ り,後 述する ように単独 で考 える

とかな り無理が ある。 しか しなが らあ えて極端

なケース を想定す ることにより,厳 しめの技術

スペ ック を明 らか に し,将 来 どのようなエネル

ギー供給構造 になって も備 え られ るよう技術 を

洗い出 した。 したが って幾分過剰スペ ックにな

っている。しか しなが ら,海 外 をも視野 に入 れ,

柔軟 な選択がで きる社会 を目指すため には意味

がある もの と思われる。技術以外 の要因 をも加

味 して,今 回洗い出 した技術か ら重要技術 を選

択す るの は今後 の課題である。

今 回の検討 で は,「 あ えて具体 的 な社会像,

例 えば,水 素 社会,バ イ オマス社会,あ るい

は,分 散型 か都市 集 中で集合住 宅が 増 える な

どい くつ かの社会像 を描 い て,そ こか らバ ッ

クキ ャス トすべ き」 とい う意 見 もあ ったが,

想 定す る社会 にな らなけれ ば制 約 を克服 で き

ない危 険性 があ る。 どの よ うな社会 になって

も,制 約 を克服 で きる ような技術 をで きるだ

け備 えてお こうとい う姿勢で検討 を行 った。

全体 目標 を3つ のケースで実現す るためのエ

ネルギー技術 の検討 を,産 業,民 生,運 輸,お

よび大規模 な発電や燃料 の製造 ・供給 を行 う転

換分野 の4分 野 に分 けて進 めた。既存 のロー ド

マ ップは技術分野 ごとに整理 され ることが多 い

が,必 要 な技術 群の見落 としを少 な くする こと,

分野 ご との将来イメージ を描 きやすい こと,お

よび,統 計デー タを利用 しやすい ことか ら需要

分野 ご とに検討す ることとした。

全体 目標 で あ るCO2/GDP改 善 は,下 式 の

考 え方で分野 ごとに必要 な技術 群 を整理 した。

ここで,「 効用」 とは,生 活 ・福祉 の質,物

質 ・知 識 の蓄積 な ど,人 類が経 済活動 に よっ

て享受 す る便益 の量 の概念 を表 し,本 来 は質

的 な もので あ るが,分 野 ご とに量的 な もの と

置 き換 え た。例 えば,民 生分野 で は将来 の家

電機 器 な どの増 大 に よる生活 の質の 向上 と考

えて 「エ ネルギ ー需 要」 に,運 輸分 野で は輸

送量 「人 ・km」 あ るいは 「トン ・km」 に,産

業 分 野 で は業 種 に よって異 な るため,「 製造

量 ×製 品の価値 」 と した。 よ り良い指 標 の検

討 が必 要か も知 れ ないが,こ こで は世 界全体

で共通 に考 え るこ とが で き,で きるだ け簡単

CO2

GDP

CO2

一 次 エ ネル ギ ー 需 要

一次エ ネルギー需要

× 最終
エ ネルギー需要

最終エ ネルギー需要 効用×

効用 ×GDP

非 化 石 工 ネル ギ ー化,

CO2回 壕又 ・F溺寓佳

転換効率洵.ヒ 省 エネ ・高効率利綿,

雀 マテ リアル

第28巻 第3号(2005)
一37一



①
「効用」 と 「最終 エネルギー需要」

の鎖を切る

①
『省 エ ネ ・高効 率利 用 ・

創 エ ネ,自 立 化』,

『省 マ テ リア ル』

② 「最終エネルギー需要」 と「
一次エネルギー需要」の

鎖 を切 る

転換分野

}f転 換効率酬
②

匪垂][民 生分野][i褻 ヨ

エネルギー欝蔵効率向上 縄 池,水 素欝蔵肇

③ 「一次エネルギー需要」と

「化石エネルギー需要」の
鎖を切る

『非化石エネルギー化』

④ 「化石エネルギー需要」 と

「CO2排 出■」の鎖 を切 る

発電 ・ 物質 エネ

水素製造 ルギー併産

効率向上{ロ プロ1

エクセルギー損失の最小牝

1ガス化発電,燃 灘電池】

物質 ・エネルギー再生

1廃棄物ガス化}

③r原翻 明
燃料の

非化石化

【FCV,EV】

④

再生 可能エ ネルギー利 用

【バ イ オマス,太 陽,風 力,地 熱】

図3制 約克服のための連鎖脱却 と技術の全体像

な指標 とい うこ とで選 んだ。

また,省 エ ネル ギーや高効 率化 を考 え ない

BaU(BusinessasUsual,趨 勢的)な 最終エ ネル

ギー需要はGDPが 伸 びる割合 と同 じ割合で伸 び

る(正 比例す る)と 仮定 した。つま り,エ ネル

ギー需要 のGDP弾 性 値 を1と おい た こ とに な

る。現実 には,先 進国 は1以 下であることが多

いが(最 近のわが 国の最終エネルギー弾性値 は

0.8程度),ケ ースA,Bの ように省 エネルギー

に依存 しないケースで は1に 近い と思 われ るこ

と,先 進国以外 では1以 上 の国が多い ことか ら,

世界全体 で共通 の前提 として 「1」 とおいた。

ちなみ に,1979～1986年 の 日本 のエ ネルギー弾

性値 は一〇.14で,GDPの 増 大 にもかかわ らず最

終エ ネルギー需要 は減少 した。 これは主 に産業

界 で の省 エ ネルギ ー等 の努 力 に よる もの であ

る。 この弾性値 で計算す る と,2100年 にGDPが

2.1倍 になる と最 終エ ネルギー需要 は2000年 の

0.9倍(=2.1-0・14)と な り,(最 終エネルギー/

GDP)は0.43倍(=0.9÷2.1)と な る。つ ま り,

革新的 な技術 の開発 によ り,こ の7年 間以上の

ドラス ティックなエネルギー需要削減 を図 ると

ともに,非 化石化 や転換効率向上 な ども行わ な

けれ ば,2100年 時点 のCO2/GDPを2000年 の

CO2/GDPの10分 の1に する 目標 は達成 で きな

い。 これ らの観点で分野 ごとの特徴 を整理 した

ものが図3で ある。

5.分 野 ご との検討

以 上の ような検 討 の枠 組 み を作成 し,2005

年1月 に分 野別の ワークシ ョップを開催 し,2

月か ら本格 的 に分野 別 の検討 に移 った。分 野

ご との 特 徴 を整 理 す る と と も に,全 体 目標

(化石 資源 の生 産 ピークお よびCO2/GDP)を

各分 野 にブ レー クダ ウン した。表5に3つ の

ケース の分野 ご との特徴 をまとめる。

ケー スA,Bは,主 に転 換分野 で の努力 に

よ り資源制 約 ・環境制 約 を克服 す る もので あ

る。 転 換 分 野 か ら の エ ネ ル ギ ー供 給 量 は,

GDPが 約2倍 にな り,電 化 ・水 素化率 を約4

倍(2000年 で は約20%)に す る必要が あ るた

め,2×4で 約8倍 が必 要 となる。全体 の電

気 ・水素化 率 を100%と してい ないの は,産 業

分野 で の原材料 と しての化 石資源 の使 用お よ

び航 空機燃 料 な ど電化 ・水 素化 が困難 と思 わ

れる分野 を考慮 してい る。 産業,民 生,運 輸

の需 要分 野 は,石 油 ・天然 ガスか ら電気 ある
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表53つ のケースの分野毎の特徴

ケースA ケース8 ケー スC

石炭等の化石資源と 原早力の最大利用 再生珂能エネルギー
C◎2露収・隔離の最大 ケー ス の最大利用と究極の

和用ケース 省エネルギー実癒
ケース

転 発電・水素澱 約8借 納8倍 約2倍

換 (現状総発電貴此〉

分
野

CO2回 収 ・隔離 叢

(産業分野含む)

約40億t℃02/年 一 一

産業分野 化石資源消費鋳 漂材料・還元材 エネルギー需要を

には8割 以上を炭 以外は、全て露 7096低 減

棄回収偏 離 気・水素で賄う

民生分野 電気・水秦で 電気・水素で 省エネ・創エネ等

准00%供 給 100%供 給 によりエネルギー

需蔓を80%低 減

運輸分野 電気・水素で 電気・水索で 省エネ・燃料転換
10◎%供 給 100%供 給 によ9ヱネルギー

需要を70%低 減

いは水 素 にシフ トす る技術 を備 える。 ただ し,

産 業分 野の製 鉄や 石油化 学 な ど化石 資源 を用

い る場 合 に はCO2の 回収 ・隔離技 術 が必 要 と

なる。

困難 なのはケ ースCの 場合 で ある。省 エ ネ

な どによるエ ネルギー需要 の削減 がな けれ ば,

再生可 能エ ネル ギー に よ り8倍 の供 給が必 要

となる。 しか し,太 陽光,バ イオマス な どの

賦 存量 をあ る程度 試算 して も,8倍 ものエ ネ

ル ギ ー を供 給 す る こ とは困 難 で あ り,70～

80%の エ ネル ギ ー需 要 の削 減 が必 要 とな る。

分野別 の需 要構造 が あ ま り変 わ らない との想

定 を行 い,エ ネルギ ー需要 の削減 を各分 野 で

ほぼ同程度 実施す る とした。 また分野 内で も,

例 え ば,民 生分 野 の家庭 と業務 の割合 や,運

輸分 野で モ ーダル シフ ト**に よる自動 車 の シ

ェア減少 な どは想定 せず,各 セ ク ターで ほぼ

同程度 の削減率 として検 討 を始 めた。 ただ し,

産 業分野 におい ては既 に高い効 率 で生産活 動

が行 われ てい るため,業 種 の垣 根 を越 えた技

術 が必 要であ る。

分野 間での整合性 を取 りつつ,分 野 ごとに検

討 した 目標値 が藍田氏寄稿 の表4～7で ある。

産業分野 では,製 造エ ネルギー原単位 の改善,

業種の垣根 を越 えた物質エ ネルギー再生 などに

よ り,必 要エネルギーの70%削 減 を,民 生分野

では,省 エ ネとともに太陽光発 電や身の回 りの

微 少エ ネル ギー に よる創 エ ネな どで80%削 減

を,運 輸では省 エネ と水素 または電気へ の転換

な どによ り70%削 減 となってい る。

また,再 生 可能 エ ネルギ ーは時 間的変動 が

大 きい こ と,供 給 と需要 のパ ター ンが一致 し

な い こと,お よび立地 が需要 地 と離 れ てい る

こ とな どか ら,分 野 間で 共通 な技 術 と して,

エ ネルギ ー貯 蔵 や系 統制 御等 のエ ネル ギーマ

ネー ジメ ン トな どが重要 となって くる。

以上 の 目標 は2100年 における ものであ るが,

2050年 あ るい は2030年 もマ イルス トー ン とし

て 目標 値 を設定 して,そ の 目標 を達成 す るた

め に必 要 な効率等 の技術 スペ ックの検討 を行

い,さ らに,そ の技術 スペ ック実 現 のため の

技術群,あ るいは個別技術 の検討 を行 った。

表5に 示 した3つ のケース につ いて見 る と,

ケー スAで は,発 電 お よび水 素 製造設 備 の確

保 お よびCO2隔 離 量 の確 保が 問題 とな る。 ま

た,こ の ケース では石炭 の資源 量 も無視 で き

な くな る。 ケー スBで は原子力 発電 所 の立 地

の問題 が あ る。 ケー スCは 再 生可 能エ ネルギ

ーを どこ まで導 入で きるか ,お よびエ ネル ギ

ー需 要 を どこ まで削減 で きるか な どの課 題が

**モ ーダルシフ トとは,貨 物輸送 を トラ ック輸送 か ら列 車輸 送に切 り替える(ま たはその逆)こ と。
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2000年
一 次エ ネルギ ー

M

「効用」はGDPに 比例 して増大する一方,

省エネ技術,創 エネ導入策によってエネ
ルギー需要 を抑え,エ ネルギー供給も非

化石エネルギーにシフ ト

2050年
一次 エネル ギー

2050年

最終 エ ネルギー

蒲油・ガズi/

※試算結果は暫定的なものであり,将 来の前提および結果には不確実性を伴う。
※最終需要家による創エネルギーを 「創エネ」と定義した。
※非化石エネルギーの一次エネルギー量については,化 石燃料による転換効率を用いて便宜的に換算した。

#1

#2GDP比 例での最終需要から,省 エネルギー,機 器効率向上等によって減少した需要

2100年
一次 エネル ギー

2100年

最終 エネル ギー

石油 ・ガス

レ石炭

GDP比 例での最終需要の伸びと同率で一次エネルギーが伸びたと仮定した場合の一次エネルギー供給■から,最 終需要削減,転 換効率向上等によって削減された供給量

図4エ ネルギー需給構造の一例

あ り,そ れぞ れ単独 で考 える と無 理 な部 分が

あ る。3つ のケ ースの技術 が融合 した イメー

ジ,例 えば,短 中期 的 には必要 に応 じてCO2

回収 ・隔離 によ り大気 中CO2濃 度 増大 を回避

し,長 期 的 に見 れ ば再生可 能エ ネル ギー を最

大 限活用 しつ つ,省 エ ネ を究極 的 に行 い(ケ

ースC) ,原 子力 を安定 的 に運転 してい く(ケ

ースB)こ とが持続 的 な社 会 と しては望 ま し

い組 み合 わせ と考 え られる。 ただ し,こ の よ

うな各 ケー スの評価,組 み合 わせ は今 後 の情

勢等 によって変わ り得 るものであ り,技 術 的

な備 えとしては,将 来の各時点における社会

経済情勢,技 術の進展状況等 を見つつそれぞ

れの研究を進めてい くことが重要である。

6.そ の 他

今 回検討 した各分野 の技術 スペ ック によ り

全体 目標 を達成 す る ことが で きるか は,モ デ

ル計 算 に よって ラフな検 証 を行 って いる。結

家庭部門 世帯あたり用途劉エネルギー消費 内訳試算例(戸 建て、東奈、3人/世 帯想定 民生WG試 算)

1.8

1.6

　

慧1.4

01.2

8

St1.◎

1

智0.8

ミ

誉0.6

H

孫0.4
N

O.2

0.0

螢動 力、その 他

口厨 房 ※

BaU的

増エネ

2000年

(参 照)

2050隼

(墓 準)

窒鯛・給湯器

薬 口

湯

調

明

給

空

照

画

口

目

4.5kW

太 陽電 池 導 入

※厨房はコンロの他、冷蔵庫、電争レンジ、換気礒等の厨房における機器を含む

図5目 標達成のための技術スペ ックの検証例
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果 の一例 が図4で ある。 また,分 野 内で もあ

る程 度検証 を行 い なが らロー ドマ ップめ作成

を行 った。民 生分野 での検討例 を図5に 示す 。

2050年 にBaU的 に増大 したエ ネルギー需要 を,

建物 の高 断熱化,空 調 ・給湯器 等の効率 向上,

照 明 や種 々 の 家 電機 器 の効 率 向上 に よ り約

50%削 減 し(目 標 値 は35%削 減),太 陽電池導

入 に よる創 エ ネで さ らに25%削 減 し(目 標値

は25%削 減相 当),転 換分野 に依存 す るエ ネル

ギ ー必要量の60%削 減 を達成 している。

今 回の検 討 で は 「核 融合 」 な ど,資 源 制

約 ・環 境制 約 を一挙 に解 決 しうる技術 を取 り

上 げてい ない。技 術 的な不確 実性 があ る と と

もに,今 回想 定 した制 約条件 の解消 の ため に

必 ず し も必 須 とは な らなか った ため で ある。

しか しなが ら,こ う した技術 が将 来実現 した

場合 には,将 来 のエ ネル ギー供給 源 の選 択肢

となる可能性 を有 してい る。そ の他 に も,今

回取 り上 げ るこ とが で きなか った技術 の研 究

開発 によ り,新 た な線 が ロー ドマ ップに加 わ

るこ とを期待す る。

7.お わ りに

図6に,今 回の検討 で行 った委 員会等 の会

議 の開催状 況 を示 す。 約1年 間 で,委 員 会8

回,全 体WG20回,分 野別WGが 計33回 と,週

1回 以 上 のペ ースで会議 が 開催 された。 さ ら

に,事 務 局 会議 や幹事会 な どの打 ち合 わせ を

含め る と数 え切 れ ない 。 また,現 在 パ ソ コ ン

に残 って いる 「超 長期」 とタイ トルが付 い て

い るメールだ けで も4,000通 近 い。

赤 井 誠 全 体WG主 査 を初 め と した 委 員 の

方々,関 係業界や省庁 の方 々など,連 絡用 リス

トは200名 を超 える。 また,研 究所 内で も半数

以上の研究員の協 力 を頂 いた。本来であれば全

員の名前 を列挙 して感謝すべ きであるが,紙 幅

に限 りが あるので,本 誌面での感謝の言葉 で換

えさせ て頂 きたい。今 回策定 した技術戦 略マ ッ

プが,今 後の研 究開発 マネジメン トの 「イ ンフ

ラ」 として関係 者の方 々に活用 され,さ らに将

来時宜 を得て改訂 して頂ける ことを願 う。
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[寄稿]

京都議定書目標達成計画と地球温暖化対策*

豊 島 厚 二
経済産業省 産業技術環境局
環境対策課 課長補佐

,
煽
議

F.霧
転

◎/①Q/㊦ ⑨⑤(iン㊦

は じめ に

京都 議 定書が 今年2月 に発 効 し,日 本 は第

1約 束 期 間(2008年 ～2012年)の 平均 で,温

室効果 ガスの排 出量 を1990年 比 一6%に す る義

務 が発 生 しま した。 これ を受 け,2005年 ～

2007年 の3年 間 に どの ような対 策 を講 じて第

1約 束期 間で の削減準 備 を してい くか とい う

観点 で,「 京都議 定書 目標達 成計画 」が4月28

日に閣議決定 され ました。

本 日は,こ の 「目標達成計画」 の内容 を一通

り紹介 したい と思 い ます。

稔石燃餐等
}、ら⑳排欝

6.3dre,6

・"-∴
.糠 物5◎ ◎i簸 勲繋縣 、論 藻 騰

蓄 ヤ.・ 燃 乳◎◎`・

ルらネさロセクめほびア サ　

ぐ'げ"可'海 き羊

トへも おゑむ　ユ
㍗

・＼ り ・'・＼
.繍 ◎.2

、、t,君 諮 、1・ ∫ 掌

演 つ 砕 内の 数 孚 は 轍C、 央 印 の数 寧 は《議《ン母 を表 す

注2>th⑳ 嬢 は9◎%儀 績 獲麟 を表 してい る。

磯簾:AS嚢eeiatReportefthe輩P◎C"LandU§e,漁 照一級seC骸鋤ge,and鉾orestsゾ(2{》eo>)

図1炭 素循環

地球温暖化問題の展望 と京都議定書

温暖化問題の中長期的展望

地球温 暖化 を引 き起 こす 炭素 の循 環 を図1

に示 します 。二酸 化炭 素(CO2)を 主 とす る

化 石燃料 等 か らの温 室効果 ガスの排 出量(炭

素換 算)は,6.3ギ ガ トンカー ボ ン(GtC)/

年 です。 この うち,陸 域 に吸収 される ものが

0.7GtC/年,海 洋 に吸 収 され る ものが2.3Gt-

C/年 で,こ の2つ を差 し引 い た3.3Gt・-C/年

が大気 に蓄積 されているわけです。

根 本 的 には,温 室効 果 ガス の排 出量 を半分

ぐらい減 らさない と根本的な解決にはな りま

せん。 しか し,い きな り半分にするのは難 し

いので,ま ずは試み として6つ の温室効果ガ

スを対象 に,各 国に削減義務 を課 しその達成

を図ることにな りました。それが97年12月 に

第3回 国連 気候 変 動枠 組 条約 締約 国会議

(COP3)で 採択 された京都議定書です。概要

を表1に 示 します。

表1京 都議定書の概要

●対象ガス(6種 類):
二酸化炭素(CO2),メ タン(CH4),一 酸化二窒素(N20),

代替 フロン等3ガ ス(HFC、PFC,SF6)

●基準年11990年(代 替フロン等3ガ スは1995年)

●約束期間:2008年 ～2012年 の5年 間

●主要各国の削滅率(先 進国全体の 目標 は一5%)

日本=▲6%,米 国=▲7%,EU=▲8%,ロ シア=±0%

●発効要件
・条約締約 国の55力 国以上が批准

・排出義務 を負 う国(先 進国)の うち,1990年 の排出量の55%を

占める国が批准

*本 稿 は、今年5月26日 の当所 月例研 究会(第235回)に おけ るご講演 を本誌掲載用 にテー フ.起こ しした ものです。
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地

球

温

暖

化
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策

推
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大
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○地球温暖化対策推進法案に基づく
総合的かつ計画的な対策の推進

エネルギー需給両面の対策 を中心としたCO2排 出削減対策の推進

<エ ネル ギー需要面のCO2排 出削減対策の推進>

1)改 正省エネルギー法によるエネルギー消費効率の大幅改善
2)省 エネルギー基準等の強化

3)イ ンフラ整備等によるCO2排 出抑制型社会の形成

4)産 業界等の行動計画の事後点検

5)新 たな省エネルギー型技術等の開発 ・普及

くエネル ギー供給面のCO2排 出削減対策の推進>

1)原 子力立地の推進
2)新 エネルギーの加速的導入

3)電 力負荷平準化対策の推進

〈その他のCO2排 出抑制対策の推進>

1)工 業過程からのCO2排 出抑制対策の推進

2)廃 棄物か らのCO2排 出抑制対策の推進

3)木 材資源の有効利用の推進

1)代 替 フロン等3ガ スの排出抑制対策の推進

2)メ タンの排出抑制対策の推進

3)亜 酸化窒素の排出抑制対策の推進

1)森 林整備の推進
2)都 市緑化等の推進

1)京 都議定書において提起 された諸課題の解決

2)京 都 イニシアティブの具体化

3)気 候変動イニシアテ ィブの推進
4)関 係国 との協議 による協力案件の発掘

ライフスタイルの見直し

1.夏 時間の導入についての国民的議論の展開
ll.自 転車の安全かつ適正な利用の促進に向 けた環境整備

lll.教育 ・啓発及び情報提供体制の整備

lV.政 府の率先実行

V.地 球温暖化対策を進 める緑化運動の展開
Vl.社 会システム変革に向 けたモデル事業の実施

L-⊥ ⊥一一一一 一一一 一一 一 一一

図298年 大綱に基づ く施策の体系

表2京 都議定書に関わる主な出来事

1994年

1995年

1997年

1998年

2001年

2002年2月

3月

月

月

R
u

ρ0

2004年1t月

2005年2月

4月

わが国の対応

日本 はそ の翌年(1998年6月)に 「地 球温

暖化対 策推進 大綱 一2010年 に向 けた地球 温暖

化対 策 につ いて一」(以 下,98年 大綱)を 策定

し,基 本 的な方 向性 を示 しま した。98年 大綱

に基づ く施策の体系 を図2に 示 します。

ところが,翌99年 のわが 国の温室効 果ガスの

総排出量 は13億1,400万t-CO2と な り,98年 大綱

国連気候変動枠組条約が発効

第1回 締約国会議(COP1)～ ベルリン

第3回 締約国会議(COP3)～ 京都
→i"京 都議定書」 を採択

ヂ地球温暖化対策の推選に闘する法律」制定

馳 球濡暖化対策推遷大綱」(98隼 大綱)を 決定

第6回 締約国会議(COP6再 会会合)～ ボン

第7回 締約国会議(COP7)～ マラケシュ

米 ブッシュ政権が 「地球温暖化政策」を発表
→京都議定書 から離脱

98年 大綱 を改定
→ ヂ地球温緩牝対策推進大編」(02葎 大鎭〉を決定

日本が 「京都議定書」を批准

「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部 を

改正する法律」の公布

ロシアが京都議定書 を批准

京都議定書が発効(16日)

「京都議定書糧標達成計蔑1を 閣議決定(28日)

に基づ く諸対策では,2010年 時点での総排 出量

が基準 年比 で約7%増 に なる と予想 され ま し

た。京都議定書で約束 した一6%を 達成す るに

は,約13%相 当分 の追加的排出 を削減す る必要

が出て きま した。そ こで,2002年3月,様 ・々 な

追加対策 を盛 り込 んだ 「温暖化対策推進新大糸剛

(以下,02年 大綱)が 策定 され,02年 大綱 に基

づいて色 々な対策 を進 めて きま した。02年 大綱

の対象が2004年 度 までであることと京都議定書

が発効 したこ とを受け,02年 大綱 を見直 し,よ

り具体 的になったのが今 回の 「京都議定書 目標

達成計画」 とい うわけです。

一6%達 成 の厳 しさ

日本 の世界での排 出量 の位置づ けについて見

ます。二酸化炭 素(CO2)等 については,他 の

先進 国 に比 べ て優 秀 です。 日本 の国 内総 生産

(GDP)は 世界 の16%で すが,CO2排 出量 はわ

表3CO2排 出量の国際比較

日本 EU15 米国 中国 ロシア イン ド

世界全体のGDPに

占める割合(2001年)
16% 29% 26% 4% 1% 1%

世界全体のCO2排 出量 に

占める割合(2001年)
5% 13% 24% 13% 6% 4%

同 じGDPを 生むために

排 出す るCO2

(日本 を1と した場合)

1 t6 3.2 12.2 20.1 103

(出 所GDPはOECD2003,CO2はIEA2003)
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図3生 産に関わるエネルギー効率の国際比較

ずか5%程 度 です。GDPに 対す るCO2排 出量 の

比率 は16分 の5(0.31)と な ります 。米 国 は

GDPが 世界 の約25%,CO2排 出量 も約25%で,

GDPに 対 す るCO2排 出量 の比率 は!で す。 これ

は 日本 の3.2倍 です 。他 方,中 国,ロ シ アが 日

本 と同 じだけのGDPを あげ ようとす ると,表3

に示 す ように中 国は 日本 の12.2倍,ロ シ アは

20.1倍 のCO2を 排 出す ることにな ります。

図3に 示す ように,粗 鋼生産お よびセメ ン ト

生産 に必 要な諸外国のエネルギー消費量 は,日

本 よ りもかな り多いです。

この ように省エ ネ,効 率化 が非常 に進 んだ 日

本 において これ以上の対 策推進 はかな り厳 しい

部分があ ります。 しか し,-6%と いう国際公

約 もあ るので,そ れ を達成で きる姿 を何 とか描

こ うとい うこ とで 「京都議 定書 目標達成計 画」

がで きあがってい ます。

ことです。長期 的 ・継続的な排出削減にも現

段階から取 り組んでい く必要があるという認

識で作 られています。

(2)基 本的な考え方

基本的な考え方は,環 境 と経済の両立です。

経済 を抑制 して,温 室効果ガスを減 らす とい

う極端なことはや りません。その時に一番重

要になって くるのが技術革新 です。つ ま り,

経済活動の レベルを維持 しつつ技術 で温室効

果ガスを削減 していこうということです。

進め方としては,あ らゆる削減ポテンシャル

を顕在化 させるために,す べての主体の参加連

携を促進していき,多 様な政策手段を活用 して

い きます。こういった計画を着実に進めてい く

ために,評 価見直 しプロセスの重視を初め,最

終的には,米 国や途上国が加入 していない現状

を変えるための国際的連携の継続 ということが

目標達成計画に整理されています。

目標達成計画の概要

目標達成計画のポイン ト

「目標 達成 計画」 は大 きく4つ に分 かれて

い ます 。 まず,「 国 と して 目指 す べ き方 向」,

「基本 的 な考 え方」,「対 策 と施 策」(ガ ス ごと

の個 別対策,横 断的施 策,基 盤 的施策),最 後

に,「 推 進体 制」'です。

(1)国 と して目指すべ き方向

目指すべ き方 向は,-6%を 確実 に達 成す る

(3)対 策 と施策

① ガス毎 の対策 と施策

「エ ネルギー起源 のCO"隔k'a一

技 術 革新 を活用 して,エ ネルギ ー関連 の機

器対 策,省 エネ を中心 と した対 策,そ して今

まで の温暖化 大綱 な どで もあ ま りうた われて

きて いなか った事 業所 な ど施設 主体 単位 の対

策で,よ り削 減 の可 能性 が高 まるので はない

か と思 い ます。

従来 か らの機器 単位 の対策 に加 え,も う少

し広 い 目で見 た ときの削 減 ポテ ンシ ャル とい

うこ とで,CO2排 出量 の少 ない地 域社 会経 済
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構造へ の転換 を図る ことをうたってい ます。

例 えば,六 本 木 ヒルズ な どでは天然 ガス を

使 った地域 冷暖房 を導入 す る こ とで,CO2を

通 常 よ り2割 以 上削 減 してい ます 。 これ は,

熱 と電気 と両 方,熱 の方 も階層 的 に利用 して

トー タルでの熱効 率 を上 げ るこ とで実現 で き

てい る とい うこ とです。

また,省CO2型 物流体 系へ の転換 も可 能 と考

え られてい ます。 これ までは荷主 の都合で,物

流業者 は必 ず しも荷物がい っぱいにな らな くて

も運 ばなければけない とか,色 々な場所 に別々

に運 ばなければいけないな ど様 々な障害があ り

ま した。 これ を荷主 と物流業者が連携す ること

で少 しで も効率 的な物流体系 を作 っていけるの

ではないか ということです。

新 エ ネル ギー を うま く組み合 わせ て,エ ネ

ルギー をあ る程度地域 で需給す るこ とに よ り,

エ ネル ギー の利 用効率 を高 め る地 域 的 な広 が

りを持 った対策 も進 めてい きます。

さ らに,都 市 や地 域 の構 造,公 共交 通 イ ン

フ ラを含 む社 会経 済 システ ム を省CO2型 に変

え るこ とで,新 たな削減 ポ テ ンシ ャルが 出て

くる とも思 われ ます。

「非 エ ネ ル ギ ー 起 源 のCO2"i。 百竹

例 えば,セ メ ン トの生産工程で 出て くるCO2

な どを,混 合セ メン トを利用す ることで減 らし

てい くなどの対策が盛 り込 まれてい ます。

遡

メタンについても廃棄物の最終処分量の削

減などによって減 らしてい く対策が盛 り込 ま

れています。

「一酸化二窒素(N2Ω)ユ

下水汚泥の焼却施設 における焼却の高度化

によって排出量 を減 らしてい くことが盛 り込

まれています。

「代替 フロン等3ガ ス1

温室効果の係数が非常 に大 きいので,今 産

業界 の方 で 自主 的 な計 画 を作 って削減 を進 め

てい ます が,そ うい った取 り組 み をさ らに進

め る とか,代 替 物質 の開発 な どに努 めて削減

していこう という形 になってい ます。

「森林吸収源1

これは農林水産省が中心に森林を整備 してい

くことになっています。京都議定書上,た だ単

に森があればいいというわけではなく,そ れが

管理され吸収量が把握される状況にないと,吸

収源としてカウン トされないからです。

「京都 メカニズ ム1

ガスご との対策が位置づ け られてい ます。

② 横 断的施策

「国民運動 の展 開1

京都 議定 書 の発 効,あ るい は昨年 の夏 が非

常 に暑 か った こと もあ って,温 暖化 問題 が か

な り一般 の国民 の方 々 に も浸 透 して きてい る

状況 にはあ りますが,ま だ個 々人が具体 的 に

対 策 に取 り組 む とい う状況 には至 ってい ませ

ん。産業 部 門は比較 的対 策が進 め易 い とい う

の もあっ て,エ ネル ギ ー起 源CO2が 減少 傾 向

にあ ります。 ところが,民 生 部 門は,2002年

度 で+33%と 大 幅 に増 えてい ます 。2010年 度

に向 けて何 とか減 ら してい くための重 要 な柱

が 国民運動 の展 開なのです。

国民 運動 を起 こす ため に政府 がで きる方 策

の1つ は国民行 動 のた めの 目安 を提示 す る こ

とです 。例 えば,自 分 と似 た ような生活環境

の人が 一体 どの ぐらい のエ ネルギ ー を消費 し

てい るの か,平 均 的 な数 値 との比較 を示 す こ

とをイメージ してい ます。例 えば,戸 建 てで3

人家族 の電気 代 や ガス代 は通 常何 円 なのかが

分 かれ ば,自 分 のCO2排 出量が 多 いか少 な い

か認識 で きるよ うにな るで し ょう。少 な くと

もそれが 分 かれ ば少 しはCO2排 出削 減運動 に

つ なが るのではないか と考 えています 。

広報面で も,各 省が連携 して戦略的 な広報活

動 を してい こうとい うことで,今,年 間スケジ
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ユールを検討 している ところです。 これまで も

夏 と冬 に行 って きた 「省エ ネキャンペー ン」 な

どに代 表 され る 「温暖化対 策 キ ャ ンペ ー ン」,

あ るい は,環 境省 が 中心 に年 末 にや ってい る

「地球温暖化対 策推進月 間」 とい った イベ ン ト

ともうまくリンクさせ よう としています。

さ らに,例 えば愛知万博 みたいな ところを活

用す るとか,国 全体で集中キ ャンペ ーンを張 っ

てい く形で,1年 間を通 して温暖化対策 を常 に

意識で きる ように していこう と考えてい ます。

さらには,例 えば産業界 の方 々 に協 力 いた

だい て,公 共交 通機 関 の利 用促 進 を進 め てい

った り,企 業 や学校等 にお ける環 境教 育,地

域 にお け る対 策 を進 め るため の体 制整備 な ど

の取 り組 み を通 じて,国 民 の方 々 の意 識 を高

めて,一 種 の国民運 動 につ なが ってい けばい

いのではないか と思 い ます。

こうい う国民運動 を展 開す るに当た って も,

まず は,政 府,地 方 自治体 が率 先 して模範 と

な るよう取 り組 んでい くこ とを掲 げてい ます。

公 的機 関の率 先 的取 り組 み は,目 標 達成計 画

と同 じ4月28日 に 「率先 実行計 画」 が 閣議 決

定 されてい ます。 政府 が率先 して社 会全体 の

普及 を牽引 す る ことで,平 成17年 度 には政府

の事務事 業 か ら排 出 され る温 室効果 ガス の総

量 を13年 度 比7%削 減 す る計 画 を掲 げてい ま

す。 それ を受 け、各省庁 も18年 度 の7%削 減

の達成 を 目指 して計画 を作 って いる ところで

す。 その 中で は,新 エ ネ ルギー の導入,電 力

表4

のCO2排 出量 が 少 な いエ ネル ギ ー源 の選 択,

電 力の使用 量 を減 らす ため のESCO**の 導入,

公 用車 の低公 害車比 率 の向上 とい った取 り組

み を盛 り込 む ことにな ってい ます 。「率先実行

計 画」 につ い ては進捗状 況 の確 認,評 価結 果

を公表す るこ とになってい ます。

「排出量の算定報告公表制度1

温暖化対策推進法,今 度改正する省エネ法 を

活用 してと事業所からの排出量の算定報告公表

制度を作ってい くことが掲げられています。

「ポ リシー ミックスの活用1

あらゆる政策手段 を活用 しようということ

で,環 境税についても引 き続 き検討 してい く

ことが目標達成計画に盛 り込 まれています。

③ 基盤的施策

温室効果ガスごとの横 断的施策を展開す る

に当たって,さ らに基盤 となる部分 とい うこ

とで,排 出量や吸収量を算定できる体制の整

備,あ るいは長期的な視点 を含めて技術 開発

や調査研究の推進が盛 り込 まれています。そ

れか ら,国 際的な連携を確保 していこうとい

うことが過去やられています。

(4)推 進体制

進捗状況 を毎年点検 します。目標達成計画

は3年 間の計画で,最 後の2007年 度 には定量

排出量の評価方法

2010年 度見通 しの根拠(追 加対策ケース)

エネルギー供給CO2排 出原単位 × エネルギー消費原単位 × 活動量

産業部門 × 産 業活 動(llP)当 た り7.3%改 善 鉱工業生産指数(llP)

民生部門

⊥___L

T-一 一 「「

家庭部門
」

・新エネルギー導入により

1910万k@削 減

・電力の使用端CO2排 出原単位を

90年 度比20%改 善

脚 一 一 一 「

×

一 一 噸 一

×

一世帯当たり18 .Q%改 善
」

×

×

4___レ

×

世帯数

業務部門 床面積当たり16.3%改 善 床面積

運輸部門 × 輸送量当たり16.6%改 善 × 輸送量

活
動
量
の
単
位
ご
と
に
分
類

**ESCO(EnergyServi。eCompany)と は,エ ネル ギ ー効 率 改 善の た めの ニ ュー ビジネ スで,省 エ ネル ギ ー改善 に必 要 な技 術 ・設

備 ・人材 ・資 金 な どすべ て を包括 的 に提 供 し,顧 客 の省 エ ネル ギー メ リ ッ トの 一部 を報 酬 と して 享受 す る事 業。ESCO事 業 者

は、事 業 の遂 行 にあ た り、顧 客 との 問でエ ネルギ ー サー ビス契約 を締 結 し、一 定 の省 エ ネル ギ ー効 果 を保 証 す る。
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1,2

1,壌

(追加対策の醐滅量〉

上翻
纏蒙

1
森 林殿収源3.9%

京都 メカニズム

1.6%

京 都 議 定 書 劇 滅 約 束 達 成
(20◎8年 ～2012ま β)

1,163(▲6.o%〉

∠ 、

省エネ法改荘を含め、省エネ・新
エネ対策、代賛フ日ン対策等によ

ぢ6ガスを最大限掴綱
＼ ノ

、

}
議

r

睡際釣に認められた森林吸駁源

3.9%を 確保
＼ ノ

「 、

補完牲の原即を踏まえて、京都メ

カニズムで必要なクレジットを確保Lノ

(轟 儲 隼)2。o偉 度2。02年 度 2◎鱒年(排 出畳)

図4温 室効果ガス削減へ向けて

的な評価見直 しを行い,2008年 度か らの第1

約束期間に突入 してい くことになっています。

国を挙げてということで,地 球温暖化対策推

進本部(本 部長は小泉総理)を 中心に各省が

連携 をとりなが ら,国 民,産 業界 も巻 き込ん

で進めてい くことを掲げています。

その施策の評価が行えるよう,目 標達成計画

では対策評価指標を設定 しています。必ずしも

すべてがCO2排 出量に換算できるわけではあり

ませんが,表4の ように,最 終的なCO2排 出量

というのは,供 給段階でのCO2排 出原単位,エ

ネルギーを消費する段階での原単位(エ ネルギ

一消費効率
,省 エ ネ度),そ れ に活動量 をかけ

て算出 されます。原則 としてエネルギー供給段

階 な り消費段階での原単位 の改善が対策 になっ

て きます。 ですか ら,こ のあた りを対 策の指標

と して掲 げて,し っか り削減 で きているか測 る

わけです。削減で きていて も活動量が大幅 に増

えてCO2排 出量 が増 えた場合 には,追 加対策 を

検討 してい こうということです。

そ れ らの対 策 を全 体積 み上 げ て数字 を見 て

み ます と,図4で 示 す ように,温 室効 果 ガス

全 体で2002年 度 に13億3,100万 トン(基 準年 よ

り+7.6%)と い う状況 にあ ります 。2003年 度

表5温 室効果ガスの排出抑制 ・吸収量の目標

区分 目標 追加対策の削減量

2010年 度排 出量

(百万t-CO2)

1990年 度比

(基準年総排出量比)

2010年 度現状対策ケース

(基準年比十6%)か らの

削減量

温室効果ガス 1,231 ▲0.5% ▲6.5%

① エネルギー起 源CO2 1,056 十 〇.6% ▲4.8%

② 非エネルギー起 源CO2 70 ▲0.3%

▲0.4%③ メタン 20 ▲0.4%

④ 一酸 化二窒素 34 ▲0.5%

⑤ 代替 フロン等3ガ ス 51 十 〇.1% ▲1.3%

森林吸収源 ▲48 ▲3.9% (同 左)▲3.9%

京都 メカニズム ▲20 ▲1.6% (同 左)▲1.6%※

合 計 1,163 ▲6.0% ▲12%

※削減 目標(▲6.0%)と 国内対策(排 出削減,吸 収 源対策)の 差 分
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は13億3,900万 トン(図 には未表示)で すか ら,

基準年 の90年 と比 べ8.3%と 増 加 して きてい ま

す。 た だ し,2002年 度の数字 には原 子力発 電

所 の長期停 止 の影響 分(2.3%)が あ ります。

同 じく2003年 度 はその影響が4.9%あ ります。

そ の状 況 か ら,2010年 度 を予 測 します と

「現行 対 策 の み」 の場 合,13億1,100万 トン

(基 準年 よ り+6.0%)と 見 込 まれ ますが,こ

れ に 「追 加対 策」 と してエ ネ ルギ ー起 源CO2

の対 策 とい うこ とで省 エ ネ,新 エ ネ対策 を講

じ(-4.8%),代 替 フロ ンや メ タ ン等 の排 出

抑 制(-1.7%)を 図 る。 それ か ら森 林吸 収

(-3.9%),京 都 メ カニズ ム(-1.6%)の 対策

を講 じる。 これ らによ り,2010年11億6300万

トン(基 準 年 よ り一6%)ま で もってい ける

の で はないか とい うのが 「目標達 成計 画」 で

す 。 これ らの削 減 目標 値 につい て は,基 本 的

に は従 来 の 大 綱 と変 わ って い ませ ん 。上 記

2010年 の 目標値 の うち,温 室効 果 ガスの部分

を取 り上 げ る と,12億3100万 トン(基 準 年 よ

り一〇.5%)と な ります。 この0.5%削 減 を達成

す る ため に表5に 示 す諸 々の対策(主 に国 内

対 策)が 考 え られ てい ます 。②,③,④ を足

す と一1.2%で す 。 これ らの部 分 は,元 は 一

〇.5%だ ったのですが,① を+0.6%と 見 た関係

上,-1.2%ま で必 要 とい うこ とで 若干の強化

を しています。

それか ら一番強化 したのが代替 フロ ン等3ガ

スの部分 です 。従来 の大綱 で は+2%と い う

目標 を掲 げて いた のですが,削 減 が現状 で も

予想以 上 に進 んでい る ことか ら+0.1%ぐ らい

まで抑 え られ るので は ないか とい うこ とにな

りま した。 この エ ネルギ ー起源CO2の 部 分 が

従 来の大綱 と比べ て大 きく伸 びて しま う とこ

ろ を,他 の部分 で吸 収す る とい う形で,国 内

対策 一〇.5%削 減 を何 とか維持 しようとい うこ

とで計画が積み上が っています。

源CO2や 代 替 フロ ンな ど,ガ ス ごとに個 別 具

体 的 な対 策 と,そ れ らの対 策 につ いて具体 的

に どの ような施策 を講iじてい き,そ れ に よっ

てCO2削 減が何 万 トンぐ らいで きるのか示 し

て あ ります 。 この別表 は,ほ とん どの対 策 に

つ いて個 々の対 策 ご とのCO2削 減 量 を積 み上

げてい くと,-6%に な るとい う一覧表です。

囲

大分対 策 が進 んで きてい る ものの,さ らに

減 らせ る部分 が ないか とい うこ とで,日 本 経

済 団体 連 合 会 な ど を中心 に取 り組 ん で い る

「自主行動計 画」 がCO2削 減量 で4千 数 百万 ト

ンとい うのを見込 む対 策 を掲 げてい ます。「目

標達成 計画」 では,こ れ に加 えて,省 エ ネ法

の改正 に よって省 エ ネ義 務が か かる工場 の範

囲 を広 げ る とか,工 場 で使 うさま ざまな省 エ

ネ設備 の導 入 を促 進 して い こう とい う話 が掲

げ られて い ます 。あ と,産 業 部 門で は,面 的

な取 り組み と して,複 数事業 者 の連 携 な どを

進めてい こうとい う話 を新 しく入 れています。

圃

「目標達成計画」 では,こ れ まで大 き く増 え

て きて しまってい る民生部 門について も何 とか

排出量 を減 らしてい こうということで,民 生用

の機 器の トップランナーの強化,家 庭 で消費量

の多い給湯器 について高効率給湯器 を普及 して

い こう。省エ ネ法改正 に よって家電小売業者が

その省 エネ情報 をち ゃん と提供す るように しよ

う。あるいは,エ ネルギー事業者が 情報 をちゃ

ん と提供す るようにしようとい う話 を盛 り込 ん

でい ます。現行対 策 にこういった省 エネ改正等

の新 たな対策 を加 えることによって,こ れ まで

3割 くらい増 え て い た民 生 部 門 の排 出量 が

10.8%増 まで抑 え られ る とい う絵姿 を描いてい

ます。それか ら,民 生部 門では省エネ法 の改正

で,例 えば住宅建 築物 な どについて も省 エネの

取 り組 み義務 を強化 してい こうとしてい ます。

具体策の例

「目標達 成計 画」 の別表 で,エ ネルギー起

圃

省エネ法を改正し,こ れまで対象外だった
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物流業者に省エネ義務 を課すことによってモ

ーダルシフ トの推進を進めていこう
。あるい

は,新 しく物流総合効率化法 を制定 して,物

流の効率化 を支援 していこうという取 り組み

を進めていきます。

国土交通省 中心ですが,運 輸部門の対策 と

して,自 動車単体の対策 に加え交通流対策 な

どをしっか りやってい く。物流で も,人 の運

搬 に伴 うCO2削 減 と公共交通の利用促進 とい

った取 り組みを進めてい くことが盛 り込 まれ

ています。

「代替 フロ ン1

代 替 フロ ンな どについ て も,フ ロ ンの 回収

強化 を盛 り込 んで い ます 。 自動 車 リサ イクル

法 に基づ くカーエ ア コ ン,家 電 リサ イ クル法

に基づ く家庭用 エ ア コ ン,冷 蔵庫,そ れか ら

フロ ン回収 破壊 法 に基 づ く業務用 冷凍空 調機

器 か らの 回収 を強化 しよ うとい うこ とです。

あ るい は,工 業 プロセス な どで の排 出量 を減

らしてい こ うとい う対策 を掲 げてい ます。

エ?xル ギー 己源CO血 久≧笠ユ

ゴ ミの処分量 を減 らす とか,下 水汚泥の発

生量 を減 ら してい こう とい うこ とを掲 げてい

ます。

「原子 力発 電の推 進1

2003年 度 で見 る と総排 出量 の4.9%が 原発 の

長期 停止 の影響 とい う状況 です 。 これ は安全

の確保 を大前提 に しっか りと回復 していって,

さらに稼 動率 を上 げてい こう とい う ことを盛

り込 んでい ます。

.「京都 メカニズ ム1

6%削 減 の うちの1.6%分 は京都 メカニズ ム

に よって確 保 してい こう として い ます 。 これ

は従 来 の大 綱 と変 わ りませ ん。京都 議定 書 の

第1約 束期 間が 近づ いて きま したが,実 際 に

海外 の削減 量が 日本 の削減 クレジ ッ トと して

出 る まで に3年 ～5年 程 度 はか かる ため,早

急 に事 業 を動 か し始め な くてはい け ない とい

うこ とで,既 に表6に 示す だけ の事 業 を政府

が承認 し,さ らに国連機 関 に も登録 された事

業 も出て きてい ます。

引 き続 きプロ ジェク トを発掘 してい くため,

例 えば プロ ジェク トの形 成支援 や案件 発掘 の

ため の調 査,情 報提 供 を,ま た,実 際 の ク レ

表6日 本政府が承認 した京都 メカニズムに基づ くプロジェク ト

平成17年4月21日 現在

承認年月 種別 申請者 実施国 プロジェク トの概要

(万 ト

削減予測量
ンCO2/年)

支援担当

省 庁

プロジェクトの進捗状況

1 H14年12月 JI NEDO カザフスタン 熱電併給所において高効率コージェネ設備を導入 6.2 経済産業省 受入国承認済み

2 H14年12月 CDM 豊田通商(株) ブラジル バイオマスを利用した鉄鋼生産 113 経済産業省

3 H15年5月 CDM 電源開発(株) タイ ゴム木廃材を利用したバイオマス発電 6 経済産業省
農林水産省

4 H15年7月 CDM イネオス ケミカル(株) 韓国 代替 フロン(HFC23)の 回収 ・破壊 140 経済産業省
環境省 登録済み

5 H15年7月 CDM 関西電力(株) ブータン 未電化の村に小規模水力発電所を建設 0.05 経済産業省 登録審査中

6 H15年12月 CDM 日本ベ トナム石油(株) ベ トナム 油田にお ける随伴 ガス を回収、利用 68 経済産業省 第三者機関審査中

7 H16年5月 CDM 住友商事(株) イン ド 代替 フロン(HFC23>の 回収 ・破壊 338
経済産業省
環境省 登録済み

8 H16年6月 CDM 中部電力(株) タイ もみ殻を利用したバイオマス発電 8.4 経済産業省環境省

9 H16年7月 CDM 電源開発(株) チリ 食品製造工場において燃料転換 1.4 経済産業省 登録審査中

10 H16年10月 CDM 東京電力(株) チリ 豚の し尿 から放出 されるメタンガスを回収 ・燃焼 7.9 経済産業省 第三者機関審査中

11 H16年10月 CDM 東京電力(株) チリ 豚の し尿 から放 出されるメタンガスを回収 ・燃焼 84 経済産業省 第三者機関審査中

12 H16年10月 CDM 東京電力(株) チ リ 豚の し尿 から放 出されるメタンガスを回収 ・燃焼 24.9 経済産業省 第三者機関審査中

13 H17年1月 CDM 昭和シェル石油(株) ブラジル 廃棄物処理場 から排出 されるメタンガスを回収 ・

発電
87 経済産業省 第三者機関審査中

14 H17年1月 CDM NEDO ベ トナ ム ビール工場 にお ける蒸気 システム等の省 エネ 1 経済産業省 受入国承認済み

15 H17年1月 CDM 鹿島建設(株) マレー シア 廃 棄物処理 場か ら排出 されるメタ ンガス を回収 ・

発 電

6 経済産業省
国土交通省

16 H17年2月 CDM 清水建設(株) アルメニア
廃棄物処理場 から排 出されるメタンガスを回収 ・

発電
13.5

環境省
経済産業省
国±交通省

第三者機関審査中

17 H17年4月 CDM 昭和シェル石油(株) ブラジル 製紙工場の廃材によるバイオマス発電 18 経済産業省

合計 年 間 約850万 トン
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ジ ッ トの獲 得 とい うことでは,ま ず,率 先 的

に進 め よう とす る事 業者 に対 して政府 が補助

な どを行 い,ク レジ ッ ト取 得 に移 ってい くこ

とに取 り組 む形 に してい ます。

「技術開発の促進1

政府 レベルでは日本はアメリカに次いでエ

ネルギー分野の研究開発投資が多いです。引

き続 きエネルギー関連の研究開発投資 を進め

てい くことにしています。

「法律的な手当1

法律的な手当の主なものは3つ です。1つ は

温暖化対策推進法の改正。これによって温室効

果ガスの排出量算定報告公表制度 を作ろうと。

これは平成18年 度から施行するということで,

今国会で議論 しているところです。排出者 自ら

が排出量の算定をすることによって自主的な取

り組みの基盤を確立しようということで,一 定

の裾切 りを設定する予定です。その裾切 り以上

の事業者について,事 業所単位で6つ のガスご

とに排出量を算定 し,そ れを毎年度国に報告す

る。国はそれを企業や業種,都 道府県単位で取

りまとめて公表することにしています。ただし,

企業単位の情報などのうち社外秘の可能性があ

るものについては,公 表 しないようにしていく

ことにしています。

省エネ法の改正 によって,工 場の省エネを

強化 します。対象 となる事業所 を1万 カ所か

ら1万3,000カ 所程度(割 合では7割 か ら8割

程度)に 引 き上げていこうということです。

運輸部門についても,計 画を策定するとか,

定期報告 をするような義務 を新たに設定 して

います。

住宅や建築物 についても,特 に住宅などを

中心に若干省エネ措置の義務の範囲を広げる

ようなことをしてお ります。

流通業務の総合化及び効率化の法律 というこ

とで,物 流を効率化 してCO2を 削減 しようとい

う事業者に対 して,支 援措置として事業許可の

一括取得
,あ るいは税制上の特例措置,資 金の

提供を受け易 くする措置など,支 援措置を講 じ

る法律を国会に提出しているところです。

環培 ソ

環境税 については,政 府税調や与党税調で

も引 き続 き温暖化対策全体 の中で検討 を進め

てい くとい う形で終わっています。京都議定

書 目標達成計画の中で も,地 球温暖化対策全

体の中での位置づけ,そ の効果,国 民経済や

産業の国際競争力 に与える影響,諸 外 国にお

ける取 り組みの現状 な どを踏 まえて,国 民,

事業者等の理解 と協力を得るよう努めなが ら

引 き続 き検討 を進めてい くべ き課題 というこ

とになっています。説明は以上で終わ ります。

(拍手)
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[寄稿]

バ イ オ マ ス へ の 期 待 と現 実

一森林バ イオマスのエ ネルギ ー利用 を どう進め るか*一

熊 崎 實(岐 阜県立森林文化アカデミー学長)

'
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は じめに バイオマスへの期待の変遷

技術開発 とバイオマス利用との距離 石油価格高騰と地球温暖化で脚光

私 が森林 ・林 業 に関わ り始め て半世紀 ぐら

い にな りますが,研 究 開発,技 術 開発 とい う

局面 と実際 に未利 用バ イ オマス を使 ってい く

こ と との 間 には距 離 が あ る と感 じて い ます。

研 究 開発 の方 は,バ イオマ ス を普 及 させ て い

くうえで ネ ック となってい る技 術面 で の ブ レ

ークスル ー とい う話 に なるので しょうが
,私

は,開 発済 み の技 術が なぜ 日本 に うま く適用

で きない か とい う問題意 識 が先 にあ るわけで

す。

十数 年 間,バ イ オマス研究 に携 わ って きて

いつ も痛感 す るの は,バ イオマ スのエ ネル ギ

ー変換 に関す る限 り
,研 究 開発 が す ぐに事 業

化 に結 び つ くわ けで は な い とい う こ とで す。

2年 ほ ど前 か ら 『木質 エ ネルギ ー』 とい う季

刊 誌 を作 り始 め ま した。 既存 技術 を紹 介 し,

そ れが ど うい う条 件 の も とで普及 して い るの

か。 これ か ら普 及 させ るには ど うした らいい

か。 そ うい う ところを狙 い なが ら,学 会で の

関心 とは別 の世界 が あ る とい うこ とを皆 さん

に も知 って も らお う と思 ったか らです 。今 日

はそ うい うこ とに も触 れ なが らお話 を させ て

いただ きたい と思 ってお ります。

1970年 代半 ば まで は,「 木材 をエ ネルギ ーに

使 うのは資 源の浪 費 だ」 と世界 的 に言 われ て

い ま した。木 材需 要が増 えてい く中で安 い化

石 燃料 が流通 してい たか らです。私 が森林 総

合研 究所 へ 入 った1958年 頃は,燃 料 として使

われ てい る木 材 をどうや って化 石燃料 に置 き

換 えてい くか とい う意味 で の 「木材 利用 の合

理化」 が よ く言われていたのです。

1970年 代 に石油危機が起 き,原 油価格が1バ

レル35ド ルか ら50ド ルになるとい う予測が なさ

れる事態 とな り,木 材がエ ネルギー源 として注

目されるようになったわけです。1981年 にはバ

イオエネルギー を見 直す 「新 ・再生可能エ ネル

ギー国連会議」(ナ イロビ)が 開かれ ました。

と ころが,そ の会議 が 開か れた直後 か ら石

油価 格 が どん どん下 が ってい き,1986年 には

1バ レル10ド ル以 下 に まで下 落 して しまい ま

した。 そ れでバ イオエ ネル ギーへ の関心 が急

速 に薄 らいでい ったわ けです。 ㌧

それが1990年 代 になってか ら,地 球温暖化の

観 点 か ら再 びバ イオエ ネル ギーが脚 光 を浴 び

る。私 に とって忘れ られないのは1995年 発行の

「気候 変動 に関す る政府間パ ネル(IPCC)第 二

次評価報告書」の 「第二部会報告書」 です。 こ

*本 稿は、今年7月29日 の当所月例研究会(第237回)に おけるご講演 を本誌掲載用 にテープ起 こしした ものです。
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の報告書 にはバイオエ ネルギー を非常 に重視 し

たエネルギー シナ リオが示 されてい ます。近未

来ではバ イオマスに よる高効率発電,長 期的 に

は水素,メ タノールの生産が 中心 とな り,エ ネ

ルギープランテー シ ョンが これ を支える という

シナ リオです。

小規模燃焼技術の改善 と普及

IPCC予 測 とは異なった技術の推移

表1に 示す ように,バ イオマスのエネルギ

ー変換技術は3つ に大別で きます
。不完全燃

焼 と非効率な熱利用 を特徴 とする昔 なが らの

薪や炭を燃やす在来型の変換が改良型へ向い

ました。木質でチ ップであるとか,ペ レット

の ような燃料 に形 を変え,そ こで完全燃焼 と

効率的な熱利用が実現 してきたわけです。チ

ップは,製 材端材や問伐材 を粉砕 した木片の

表1エ ネルギー変換技術の種類

在来型
木質燃料(薪 や炭)の不完全燃焼と非効率な熱利用

改良型

木質燃料(チ ップ,ペ レット)の 完全燃焼 と効率的な

熱利用により熱効率,低 エ ミッション,利 便性において

化石燃料の燃焼 に劣 らない

近代型

木材のガス化,液 化などにより,電 気,ガ ス,輸 送用

液体燃料などに変換

こ とです 。ペ レッ トは,チ ップやおが屑,プ

レー ナ屑 な どを さ らに粉 砕,乾 燥,圧 縮 し,

円柱状 に成形 した固形燃料 です 。

改 良型 は,燃 料 の直接燃 焼 とい う ことにつ

いて は在 来型 とほ とん ど変 わ りませ ん。 ただ

熱効率 と利 便性が大 幅 に改善 され ま した。今,

ヨー ロ ッパ で主流 に なってい るの は,こ の改

良型 だ と思 い ます。

近代型 は木材 のガス化や液化 な どですが,ま

だ十分 に定着 で きる状況で はあ りませ ん。私 も

十数年前,近 未来 では高効率発電 とい うことで,

木材 をガス化 し,コ ンバ イ ン ドサイクルで発電

す る方式(効 率40%以 上)に 期待 してい ました。

1990年 代 半 ばには,西 暦2000年 を超 えた ら実用

化 しているとい う予測 もあ りま した。それな ら

何 としてで も日本 に導入 しなければ とい うのが

私 の考 えだったわけです。 ところが,そ れが な

かなか実現 しませ ん。 い くつかの大 きなプロジ

ェク トでデモ ンス トレーシ ョンがな され もしま

したが,ま ともに動 いているのは1つ もない と

思 います。

これは,木 質燃料 の供給 源 と も関係 してい

ます 。図1に 示 す よ うに,昔 は,薪 炭林 か ら

燃 料用 の木材 を採 ってい ま した。 それが,現

在 で は建 築材 やパ ル プ材 な どの生産工 程 か ら

出て くる残材 や廃材 を全 部使 う とい う形 での

利用 にな って きてい ます。

「第 二部会 報告書 」 で は,エ ネルギ ー作 物

を作 る こ とが予想 され てい ま した 。 も しエ ネ

ルギ ー植 林 が本格 的 に行 わ れる とい うこ とに

(過去)

團
(現在) (将来)

おが屑

端材

樹皮

黒液

除間伐材

林地残材

巨 ネルギー植林1

図1木 質燃料の供給源
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な ります と,非 常 に均 質 なエ ネルギ ー材料 が

大量 に集 まって きて,色 々な新 しい変換技 術

が適用 され,経 済的 に も成 り立つ ように な り

ます 。 と ころ が,木 材 生 産 や木 材 加 工 な ど

色 々な ところか ら出 て くる残材,廃 材 を使 う

こ とに なる と,出 て くるバ イ オマ ス は非 常 に

多様 に な ります 。 これ をう ま く利用 で きるか

は,林 業 ・林 産業 が どうい う格好 でバ イオマ

ス を出 して くれ るか とい う ことが非 常 に大 き

な意味 を持 ち,そ れ に強 く制 約 され る とい う

のが,現 代 の状況です。

欧州における小規模燃焼技術の大幅な改善

予想外 だったのは,欧 州でチ ップやペ レッ

トなどを燃料 とす る小規模直接燃焼の効率が

大幅に改善 されたことです。大規模燃焼 なら,

色々な仕掛けで木材が完全燃焼するようにで

きます。一酸化炭素(CO)な どの排出も非常

に少なくなるようにコン トロールできますが,

小規模燃焼ではそれが難 しいと言われていた

のです。それが小規模燃焼技術が進んだおか

げで変わ りました。典型例がオース トリアの

1::
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(出所=EUBIOHEATProlect,FinalReport2003)※ 付加価値税 を含 む

図4EUに お け る 暖 房 用 燃 料 の 価 格(2001年6月)

家庭用 木質 ボ イ ラです 。チ ップやペ レッ トを

燃料 とす る このボ イラの熱効 率 は大 変 な勢 い

で改善 されて きてい ます。

図2で 示す ように,1990年 頃の熱効率は50%

ぐらいで したが,2000年 を超 えたあ た りか ら

90%を 超 え,今 や95%ぐ らいにな ってい ます。

図3はCO排 出量 です。CO排 出量が ゼロに近 い

ところ,つ ま り完全燃焼す る ところまで引 き下

げ るこ とが で きてい ます。 そ うい うこ とか ら,

チ ップやペ レッ トを使 った小規模 の直接燃焼 が

か な りの勢 いで普及 してい くこ とになるわけで

す。 ヨーロ ッパの場合,こ れ らは経済的にある

程度成立 し始めた とい うことです。

図4で 見 ます と,ど この国で も熱量 当た り

の燃 料価 格(ユ ー ロ/ギ ガ ジュ ール)で は,

ペ レッ ト,チ ップが非常 に安 くな って います。

これは2001年6月 時点で の価 格 です ので,石

油 と天然 ガスの価 格が上が ってい る現在で は,

100kWボ イ ラ

(年 間 消 費 量900GJ)

差は もっと開いてい る と思い ます。

競争力を持つ木質チップ暖房

ギ ガ ジュー ル当た りの単価 は木 質系燃料 が

安 くな ってい ます が,一 番 の問題 は,燃 焼器

具 の価格 です 。石 油 ス トーブ や重 油 ボ イ ラ,

ガス ス トーブ な どに比べ る とこのバ イオマ ス

の燃 焼器具 はか な り高 くな ります。

図5は 木 質 チ ップ暖房 と石 油暖房 との比較

です 。家庭 で使 う小 さい ボイ ラだ と石油 に対

抗 で きないのです が,100kWぐ らいの大 きめ

の ボイ ラにな って きます と,石 油 と十分 太刀

打 ちで きる レベ ル までい きます。 石油 よ りも

高 くな ってい るの はギ リシアだ けです 。 ヨー

ロ ッパの場 合 は もう石 油以下 で で きる とい う

格好 に なって いるわ けです。 図5も 少 し前 の

デ ー タです か ら,石 油価 格が 上が っ てい る今
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図5木 質チップ暖房 と石油暖房 とのコス ト比較
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図6人 口1,000人 当 りのペ レッ ト消費量(2003年)
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だ と木 質チ ップ暖房 の方 が もっ と安 くなって

いる と思 い ます 。

日本で はほとん ど普及 してい ないペ レッ トで

すが,ヨ ーロッパ では非常 に普及 して きてい ま

す。図6は 人口1,000人 当 た りのペ レッ ト消費

量 です。 ヨー ロッパ で一番早 くペ レッ トの工業

化 に成功 したのはス ウェーデ ンです。それか ら

デ ンマーク,オ ース トリアに広が りました。 オ

ース トリア も新興国です。5年 ぐらい前 は2万

トンぐらいだったペ レッ ト製造量が今 では30万

～50万 トンになる と言 われ る くらい急速 に伸 び

て きています。それ に応 じて,ペ レッ トス トー

ブ,ペ レッ トボ イラが普及 してきてい ます。 フ

ィンラン ド,イ タリア,ノ ルウェー,カ ナ ダ,

アメ リカは,こ れか ら伸びて くる と思い ます。

伐採 か らペ レッ ト製造 までの一貫体制

一 オ ース トリアの巨大製材工場の例

ペ レッ トがあ る時 間が たってか ら急速 に普

及す るの には理 由が あ ります 。 ペ レ ッ トが製

造 され て も,そ れ を燃 やす ス トーブが各 家庭

に入 らない と普 及 しませ ん。各家庭 にス トー

ブが入 る には,ス トーブ の据 え付 け,メ ンテ

ナ ンス を して くれ る業 者が 出 て こない とい け

ませ ん。 そ うい う体 制,い わ ゆる 「ペ レ ッ ト

チ ェー ン」 が完 成 してい ない とい けない ので

す 。 この完成 まで に時 間がか か ります が,ペ

レッ トチ ェー ンが完 成 した と思 わ れるの はス

ウ ェーデ ン,デ ンマ ーク,オ ース トリァであ

第28巻 第3号(2005)

り,他 の国 で もチ ェー ンがで きれ ばペ レッ ト

消費量が急速 に伸 びる と思 い ます。

実 は,今 年1月 にオース トリア に行 き,ス ト

ラエ ンソー社 の製材工場 を見学 しました。 これ

は ヨーロ ッパ最大の工場 で,年 間原木130万m3

を処理で きるとい う工場です。図7に 示す よう

に,製 材品の一部 は板 に し乾燥 させ てプ レーナ

にかけ ます。 そこでプ レーナ屑が 出て きます。

プ レーナ屑 と製材工場 か ら出て くるおが屑 はペ

レッ ト製造 に使 い ます。 この工場 だけで,年 間

7万5,000ト ンのペ レッ トを作 ってい ます 。 ま

た,こ の工場では,入 って くる丸太 の皮 だけで

一55一
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図7木 材加工とペ レッ ト生産の流れ



5,000kWの 電気 と2万7,000kWの 熱 を作 ってい

ます。電気 は外部 に売 り,熱 の一部 は製材品 と

おが屑 の乾燥 に使 い,残 りは地域熱供給の形で

販売 してい ます。ペ レッ トは含水率 を10%ぐ ら

い までに落 とさない と製品 にな りませ ん。 プレ

ーナ屑 はよ く乾いていますか ら
,そ のままペ レ

ッ トにで きます。乾燥 させたおが屑 とプ レーナ

屑 で,非 常 に上質なペ レッ トが安 い コス トで製

造 で きるわけです。

ス トラエ ンソー社 の製材 工場 で は丸太 を工

場 に入 れ てい ます が,北 欧で は工場 自体 が沢

山の 山 を持 って いて,山 で木 を切 る と きに出

て くる枝 葉 な ど も丸太 と一緒 に下 りて くる シ

ス テムが で きて い ます。 山で 木 を切 った段 階

か らカス ケー ド利用,全 部利用 す る とい うス

タイルがで き上が ってい るのです。

一旦 こ うい うシス テムがで き上が る と
,発

電す る に して も,ペ レッ トを作 るに して もみ

ん な安 くで きて,普 通 だ った ら廃 棄 物 にな る

ものが エ ネルギ ー利 用 され なが ら回 ってい き

ます 。 この循 環 が う ま くで きるか ど うかがバ

イオマス利 用 の非常 に重要 な ポイ ン トに なっ

て くるわけです。

ペ レッ ト販売か ら暖房 システム構築サー ビスまで

ス トラエ ンソー社 の 製材 工場 に隣接 して,

エ コヴェル メ社 のペ レ ッ ト製造工 場が あ りま

す 。エ コヴェル メ社 は,ペ レ ッ トの生 産,間

伐 木や製材 残材 を使 ったチ ップの生産,そ し

てエ ネ ルギ ーサ ー ビス事 業 も行 っ てい ます 。

エ ネルギーサ ー ビス事 業 で は,木 質 エ ネルギ

ー をベ ース に して
,最 適 な暖房 シス テム を提

案 した上 で,燃 焼装 置の据 え付 け,燃 料 補給

か ら燃焼 の制御,メ ンテナ ンス,修 理 な どの

一切 を請負 うわ けです
。木 質燃料 を生 産す る

だけで な く,そ れ に付 随 したエ ネ ルギーサ ー

ビス全部 をカバ ー して,今 まで使 ってい た石

油 ス トーブや石 油 ボ イラ を木質系 燃料 の シス

テム に換 え てい ってい ます 。石油 価格 の上昇

顧客が支払う

縄 隅 プラントでの

チップ価格

チツブ化基地での

燃料受入価格

畿 幽 ←」　 価格　
繍 轍(出 所:W∞dfueisbasicinfomationpack

,BENET)

図8木 質チップによる熱供給 ビジネスの流れ(フ ィンラン ドの例)
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とい うこ ともあ って,結 構 いい ビジネ ス に成

熟 していってい るわ けです。

図8は フ ィ ンラ ン ドの木質 チ ップ暖房 ビジ

ネス の例 です が,エ ネルギ ーサ ー ビス事業 の

流 れ を示 してい ます。 チ ップの生産 ・供給 か

らメ ンテ ナ ンス まで一括 契約 し,使 った熱 の

量 に応 じて料 金 をいただ く形 になってい ます。

森林所有者グループによる木質エネルギー契約

エ コヴェル メ社 のエネルギーサー ビス と同 じ

ようなもので,「 木 質エ ネル ギー契約」 と呼ば

れる ものが オース トリアにあ ります。 これは,

例 えば森林所有 者のグループが熱供給 プラ ン ト

を設置 し,そ れを運営 しなが らメ ンテナ ンス,

燃料供給 など全 てに責任 を負 うようなや り方で

す。 こうい う ビジネス は結構広が ってい ます。

この背景 には,従 来,パ ルプ用材 だった ヨーロ

ッパ高緯度地域 の小径木が,ブ ラジルのユ ーカ

リとかの安いパルプ用材 に押 されて競争力 を失

う一方 で,燃 料 チ ップの方が高 く売れる状況 に

なって きた ことが あ ります。

森林所 有者 が集 まって作 った ビオ ヴェル メ

社 は150戸 に地域熱供 給 を行 ってい ますが,私

らが行 って非 常 に感 心 した のは,ボ イラの性

能が非常 に良 くな ってい るこ とです 。1日 に

1回 見 に来 るだ けで 十分 に運 転 で きるの で,

常 駐 して いる必要 が全 くあ りませ ん。 これ も

1つ の大 きな進歩 だ と思 い ます。 ビオ ヴ ェル

メ社 の資料(2003年)に よ ります と,パ ル プ

材料 と して売 る と実材積1m3当 た り6.8ユ ーロ

の損 だ けれ ども,チ ップ にす る と11.3ユ ー ロ

の儲 けが出 る とい うこ とです。

日本のペレッ ト生産の課題

日本が木質バ イオマスの利用で非常に遅れ

をとった理由は,木 材の生産 レベルでの機械

化やシステム化が遅れたこと,木 材工業 も統

合集約化が遅れたために非常に零細な木材工

業ばか りとな り出て くる木屑 をボイラを入れ

てエ ネルギ ー変換す るだけの規模 にな ってい

ない とい うことにあ ります。

最近,日 本 で もペ レッ トの本格製造への取 り

組 みが なされてい ます。 ヨー ロッパ の場合,ペ

レッ ト製造は大量 に出て くるおが屑や プ レーナ

屑 の処理 に困った製材工場が 「苦 肉の策」 と し

て思いついた ものです。 日本の場合 には,山 か

ら切 って きた間伐材 をおが屑 製造機で細か くし

てペ レッ トを作 っているところ もあ ります。そ

れではコス トが高 くて普及は無理 になって くる

わけです。

オ ース トリアの場合,ペ レ ッ トはバ ラで16

円/kgぐ らい,袋 詰 めで も23円/kgぐ らいでで

きます。 日本 では,ど うして も40円 ～60円/kg

になって しまい,カ ナダや ロシアか ら輸入する

ほ うが安上が りとな ります。 このあた りにも大

きな問題があ ります。

欧州における直接燃焼技術の進歩

自動化が進む火格子炉

直接燃焼技術 の開発 目標 は,変 換効率の向

上 と低排出です。問題は,山 から下 りてくる

多種多様 なバ イオマスに最適な燃焼炉 を選ぶ

とい うことと,最 適 な支援技術で更なる改善

を目指すということです。表2に それを整理

しました。

図9は ヨーロッパで よく使われている最新

の火格子炉です。沢山のセ ンサーで炉の温度

やCO排 出量,酸 素量などを計測 し,最 適に燃

えるように燃料 と空気 を送 ります。バイオマ

表2バ イオマスと燃焼炉,支 援技術

燃料の種類 燃焼炉のタイプ 支援技術

丸棒チップ,全木チップ, 下込めストーカー, 燃料の予備乾燥,

樹皮,お が屑,プ レーナ屑, 火格子火炉, 燃料補給,

廃木材 バブリング流動床, 燃焼プロセスのコントロール,

循環流動床, フルーガスからの熱回収,

ダスト燃焼 エミッションの除去技術など
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温水ネットワークヘ ネットワークからの戻り
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・次空気・・ン1"t)

一次空気ファン
、

〆「

一次空気ゾーン

擁二次空気ゾーン

図9ヨ ー ロッパ で普及 している火格子炉

ス が じ りじり押 されなが ら炉 内 に入 り,最 初

の ところで乾燥 され,次 に ガス化 され,チ ャ

ーの燃焼 を行 うとい う仕組 みです 。二次 空気

の ファ ンも色 々な セ ンサ ーで得 た情報 に基づ

い て コ ン トロール します か ら,完 全燃焼 が非

常 に上手 にで きるようになってい ます 。

標準化 された小型 コージェネ(CHP)プ ラン ト

比 較的小 規模 のCHPプ ラ ン トを製造 して い

るフ ィンラ ン ドの ワル チ ラ社 が2001年 か らバ

イオマス発 電 プラ ン ト市場 に参入 して きま し

た。 その概念 が非 常 に面 白 くて,① 火格 子炉

で含水 率65%ぐ らい まで の雑 多 なバ イオマ ス

を効率 的 に燃 やす,② エ ネルギ ー変 換 プ ロセ

ス は可 能 な限 り自動化 し無人 運転 す る,③ そ

れか らプラ ン トをモ ジュ ール化 し,シ リアル

プ ロダ クシ ョンで コス トを減 らす,を 基本 コ

ンセプ トと してい ます。

ワルチ ラ社製CHPプ ラン ト(蒸 気 サイ クル)

に は,表3の ように,発 電 出力 で2,000kWク

ラス(BioPower2)と5,000kW(BioPower5)

の2つ があ ります 。 さ らに,そ れ ぞれ地域 熱

供給 と結 びつ くタイ プ(DH),高 温水 供給 と

結 びつ くタイ プ(HW),プ ロ セス蒸気(ST)

と結 びつ くタイプの3つ の タイプが あ ります。

これ らの プラン トを標準化 して コス トを下 げ,

簡単 に組 み立 て られる プ ラン トに してい こ う

というわけです。

表3ワ ルチラ社製の標準化CHPプ ラン ト

CHPプ ラン ト名 電気出力 熱出力 供給するもの

BioPower2DH

2HW

2ST

L7MWe

l.3MWe

l.OMWe

7.7MWth

8.OMWth

ll5t/h

(50/90℃ 地域 熱供給)

(90/115℃ 高温水)

(蒸気4バ ール)

BioPower5DH

5HW

5ST

3.5MWe

29MWe

2.3MWe

13.OMWth

135MWth

205t/h

(50/90℃ 地域熱供給)

(90/115℃ 高温水)

(蒸気4バ ール)

※1MW=1000kW,eは 電気,thは 熱 を表 す。

「50/90℃ 地域熱 供給」 とは,出 る時 の熱が90℃,戻 りの熱が50℃ の意 味。

また,ワ ルチ ラ社 は比較 的低 温 の熱 で発電

す るORC(オ ーガニ ック ・ランキ ンサ イクル)

による 「ミニCHPプ ラ ン ト」 も製造 す る こ と

に してい ます。 ここで使 ってい る回転火 格子

とい うの は非常 に特殊 な火格子です。

ドイツのバ イオエネルギー政策

森林バイオマス利用の促進に動いた ドイツ

2004年7月 に ドイツの 「再 生可 能エ ネルギ

ー源法」 が改 正 され
,バ イオマス電気 の買 い

取 り価格が かな り上昇 しま した。

表4に 示す ように,発 電容量が150kWの 小 規

模 なバ イオマス発電 プラン トで も,買 取 り価格

の基本 レー ト(11.5ユ ー ロセ ン ト/kW)に 材

料割増,CHP割 増,技 術割増が あ ります。 自生

原料(農 林業 で副次 的 に出て くる植物性の もの)
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表4ド イ ツのバ イオマ ス発電 による電気の 買取 り価格(ユ ー ロセ ン ト/kWh)

発 電 プ ラ ン トの

容 量(kW)

基 本

レー ト

材料割増

自生 木材

CHP割 増 技術割増

150

150～500

500～5000

5000～20000

11.50

9.90

8.90

8.40

6,006.00

6,006.00

4,002.50

-一

2.00

2.00

2.00

2.00

2.00

2.00

2.00

}

廃 木 材 ～20000 3.90 }一 一 一

注!)効 率の上昇 とコス トの低下 を見込んで、ベースの レー トは年率1.5%の 割で逓減する。

割増 はその限 りではない。
注2)廃 木材は有機ハロゲン化合物を含むもの(A皿)と 防腐剤 を含む もの(AIV)で ある。

なら6セ ン トの割増,コ ージェネプラン トな ら

2セ ン トの割増,ガ ス化,ス ターリングエ ンジ

ンな ど新技術 を使 った ら2セ ン トの割増 とな

り,電 気 の買取 り価 格 は全部で21.5セ ン ト(約

27円)/kWhに もなるわけです。

1kWh当 た りの買い取 り価 格 は,廃 材 を燃

料 とす る発 電 の場合 は,3.9ユ ー ロセ ン ト(約

5円)/kWhで す か ら,ド イ ツの新 エ ネル ギ

ー政策 の特徴 は
,山 か ら切 って きたバ イオマ

ス の利用 を大 幅 に促 進 す る点 にある と言 えま

す。 ドイツの場合,廃 材 はほぼ使 い尽 され た

と して,今 後 は山のバ イ オマス を利 用す る し

か ないので,廃 材 以外 のバ イ オマス を燃料 と

す る発 電 の買 取 り価 格 を思 い切 って高 く した

わ けです。 こうな って くる と,比 較 的発 電容

量が小 さい発 電事 業者 で も山か らのバ イオマ

ス を高 く買 うよ うにな ります 。熱 を利 用 しな

が ら電気 も売 って,・山か らのバ イオマ ス を利

用で きるシステム に してい る と言 えます。

けれ ばい けませ ん。

ペ レ ッ トは都市 向 けです 。今 これが世 界 的

に急速 に増 え てい ます 。恐 ら く,こ れか ら10

年の 間 に 日本 で も増 える と思 い ます。 そのペ

レ ッ トは本 来木材 加工場 の おが屑 や切削屑 で

作 るべ きものです。

良 質の チ ップは小 型 ボ イ ラに使 い ます 。低

質の小 丸太(枝 を落 と した小 さい丸 太)を チ

ップ に して使 うわ けです。

木 の皮 や枝葉 か ら作 られ る低 質 チ ップは,

比較 的規模 の大 きいボ イラで使 うわけです。

山から木材が下 りてこない今のシステム

日本の課題

木材のカスケー ド利用 と木質エネルギー

山か ら下 ろ して きた もの を全部使 お う と思

った ら基本 的 には,ペ レ ッ ト,良 質 チ ップ,

低 質チ ップの3つ が揃 ってい て,こ れ らの木

質燃料 の全 部 が使 える システ ム になってい な

日本では,山 から安定 して木材が下 りてこ

ないシステムになってしまいました。 日本 の

森林所有者は比較的零細で,木 材の市場価格

が低下 したために,山 の管理 を放棄 して しま

ったことが原因の1つ です。「補助金 をあげる

か ら間伐 をやれ」 と言 って も反応 しません。

地域で一括利用権みたいなものを設定 して放

棄された山の木材資源 を利用で きるようにす

る以外 に方法がなくなっているわけです。

小規模な森林所有者たちが山を管理できな

くなったことはヨーロッパ にも共通 していま

す。今 のように機械化 した時代に,小 さい山

を持 っていて,そ こから個別 に丸太を出 して

きたらコス トが高 くて割にあわないか らです。

そ こで,ヨ ーロッパの場合 は,小 規模な森林

所有者に代 わって木材資源の利用 を可能にす
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図10木 質 バイオマスのカスケー ド利用

る担い手 が い るわけです 。例 え ば,ス ウェー

デ ンで は大 きな森林 組 合 が代行 してい ます 。

それ以外 の 国で は,コ ンサル タン ト会社,林

業請負会社が やってい ます。

ところが,日 本 では まだそ の シス テムが で

きてい ませ ん。森林組 合 は,基 本 的 に小 規模

森林所有 はその ままに,「 間伐 をや りたい」 と

い う所 有者 が いた ら現 場へ行 って木 を切 って

出 して くる とい うス タイルです。 コス トも下

が らない し,量 もま とま りませ ん。量 が ま と

ま らない と,製 材 工場 の規模 を大 き く して,

山 か ら来 る もの を全部利 用す る木材 加工 もで

きな くなるわ けです。

日本でも大規模製材工場による一貫体制 を

私が いつ も言 っているのは,山 か ら下 りて く

る ものを全部使 えるシステムがで きないか とい

うことです。ス トラエ ンソー社 の製材工場 ほど

巨大で な くて も,日 本 でで きる最大規模 の工場

を作 る必 要が あ ります。図10に 示す ように,例

えば,森 林 で除伐 や間伐 をす る。幹 の部分 と枝

葉 の部分 は切 り離 して製材工 場 に持 って くる。

枝葉の部分 は製材工場で払 ってい き,払 った枝

はバ イオマス発電所へ行 くわけですが,小 さい

丸太は製材工場 でパル プ用 チ ップや燃料用 チ ッ

プ にするこ ともで きるわけです。

とにか く山で切 った ものは枝 も幹 も全部製材

工場へ持 って くる とい うことが1つ のポイン ト

です。加工工程 で出て くる木屑 やおが屑,プ レ

ーナ屑 はペ レッ ト生産 に使 うわけです
。使 い も

の にな らない部分 だけを発 電所 に持 って きて,

電気や熱エネルギーに変え ます。 そのエネルギ

ーで木材乾燥やペ レッ ト原料 の乾燥 を行 うわけ

です。熱 は周囲の施設園芸 や地域製造業 に供給

した り,地 域冷暖房 に回す こともで きます。 そ

うする と,山 か ら下 りて きた ものが全部利用で

きるシステムがで きるわ けです。

そ うい うシス テム を これ か ら 日本 で作 って

い くことが非 常 に大 事 です。 ペ レッ トだけ生

産 してい ては コス ト高 に な ります。 木屑 だ け

集 め て発 電 しよ うと して もこれ また コス ト高

で ど うに もな りませ ん。 です か ら,い い とこ

ろは用材 として利用 しなが ら,木 質 エ ネルギ

ー を利用 してい くス タイル を作 ってい くこと

が どうして も必 要だ と思 い ます。

例 えば,ペ レ ッ ト製造 は製材工 場 の片 隅で

も十分 にで きるわ けです。 そ して,木 材 団地

の ペ レ ッ トは,プ レカ ッ ト工場 か ら来 る乾 い

た木屑 で 製造す る とい う格好 で,木 材 加工 と

一体化 す る こ とが非常 に大事 にな って くるわ

けです。

私 の話 は これ で終 わ らせ て い ただ きます。

ご静聴あ りが とうござい ま した。(拍 手)
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[寄稿]

バイオマスエネルギーの技術動向と展望

横 山 伸 也(野 雛 轟 窪科学研究科)

箋

1.は じ め に

持続的な発展は21世 紀の大 きな課題であ り,

持続1生なくして社会の安定的な発展 も生物の生

存 もあり得ない。持続性を担保する要因は色々

とあるが,エ ネルギーの確保は重要な要因の1

つであろう。環境に負荷を与えないあるいは負

荷の低いエネルギーは,再 生可能エネルギーで

あることは疑いの余地はない。再生可能エネル

ギーの中で,バ イオマスは適切な管理により再

生的に利用できる唯一の有機性資源である。反

面,エ ネルギー密度が低い,食 糧 と競合する,

一般にコス トが高いなどの欠点がある
。わが国

では,紙 ・パルプ産業から排出される黒液やゴ

ミ発電を除けば,量 的には導入があまり進んで

いないのが実情である。

バイオマスを循環的に利用すれば,化 石エ

ネルギーの代替に もな り地球温暖化対策 に寄

与で き,持 続的な社会の実現の一助 になるこ

とができる。また,バ イオマスは地域的な性

格が強いことか ら,地 域社会や農山間地の活

性化,森 林環境 の保全 などに も貢献で きる。

本稿では,バ イオマス を巡る最近の話題やエ

ネルギー変換技術の課題,導 入 ・普及を進め

るための方策や海外戦略について述べる。

2.バ イオマ ス利用の現状

わが 国で は,バ イオマス をは じめ とす るい

わ ゆる新 エ ネル ギー は,一 次 エ ネルギ ー消 費

量 の約1.2%で ある。欧州連合(EU)で は風 力

やバ イオマ ス な どの再生 可能 エ ネルギ ーが一

次 エ ネルギ ー に占め る割 合が6%で,こ の内

3分 の2が バ イオマス で賄 われて い る。米 国

ではバ イ オマスエ ネル ギーだ けで一次 エ ネル

ギー の3.5%を 占め て い るが,2010年 まで に

10%ま でに増 やそ うとしてい る。

わが 国で は,新 エ ネ ルギー の内,バ イオマ

スエ ネルギ ーは70%以 上 を占めてお り,紙 ・

パ ル プ産 業で排 出 され る黒 液 と都 市 ゴ ミに よ

る発 電が主 で ある。 しか し,平 成14年12月 に

「バ イオマス ・ニ ッポ ン総合 戦略」 が 閣議決定

されて以 来,バ イオマス の利 用が徐 々にで は

あ るが拡大 しつつあ る。

経 済産業省 は平 成17年8月 に,温 室効 果 ガ

ス の増 加 を抑 えるバ イオマ ス熱利用 を促 す た

め に,平 成18年 度 に新 た な補助 事業 を創設 す

る方針 を固め た と報 じられている(1)。 す なわ

ち,京 都議 定書 の二 酸化 炭素(CO2)削 減 目

標 の達成 には,バ イオマス熱利用 を約4倍 程 度

に拡大 す る必 要が あ り,企 業 や 自治体 の取 り

組 む実 証試験 の半額 を負 担す る狙 いで,平 成

18年 度 の概算 要求 に40億 円 を盛 り込 む こ とに

な った。政府 が今年4月 に閣議 決定 した 「京

都 議定書 目標 達成計 画」 によれば,平 成22年

度 の新エ ネルギー導入 目標 は原油換 算で1,910

万 認で あ るが,こ の うちバ イオマス熱 利用 は

308万 々4と16%を 占めてい る。平成15年 度 の導

入量 は79万 認 と4%に とどまってお り,こ れ を

加 速す る ためで ある。官 民一致 したバ イオマ

スエ ネルギ ーの導 入 ・普 及へ の一層 の努力 が

求 め られている。
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3.バ イオマ スの エネル ギー変換技術

図1は バ イオマス変換技術の成熟度 を示 し

た ものである。バイオマスはその物理的な性

質や化学的な性質が多岐にわたるために,こ

れに応 じて変換技術 も多種多様である。

比較的乾燥 した木質系バ イオマスは燃焼,

ガス化,あ るいはガス化 を経由 した間接液化

が適当であろうし,家 畜排泄物や汚泥 は含水

率が高いのでメタン発酵が適 している。一方,

糖分を多 く含む ものはエ タノール発酵 してア

ル コール生 産 に使用 す るのが妥 当 であ り,廃

食用 油,パ ー ム油,菜 種油 の よ うな植物 油 は

エス テ ル化 してバ イオデ ィーゼ ル に変換 す る

のが 適当 であ る。以下,発 電,バ イオデ ィー

ゼ ル燃料,エ タノール発酵,メ タ ン発 酵 の各

技術 につ いて現状 を紹介 し課題 を示 す。

(1)発 電

利用技術 の体系 として木質バイオマスの種類

ご とに処理規模 との関連 をと りまとめる と図2

の ようになる(2)。 実線 で示 され る分布 が国内

発 電
、 も、 、コ ーン エネ

アルコール発酵

嫌気性 消化

lGCC
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図1バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー 変 換 技 術 の 熟 成 度
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事例,破 線が海外事例での事例 を示 している。

利用 されている木質バイオマスの種類として

は,大 きくわけると間伐材,工 場端材,建 設廃

材に分けられる。量的には,間 伐材 は少なく,

工場端材,建 設廃材の順 に処理規模が大きくな

っている。間伐材については,水 分量や収集費

用,処 理費用の点から,間 伐材単独での利用は

現状では難 しいようで工場端材等 とあわせて利

用されている。処理量については,小 規模な場

合はペ レット利用,チ ップボイラーでの利用,

一部ガス化発電による利用がある。中～大規模

については,直 接燃焼発電 ・熱利用が行われて

お り,国 内では最大で数百t/日の規模までが存

在する。電力 ・熱の利用方法 としては,主 に自

家消費である。 しか し,最 近の傾向としては,

小規模から大規模のものでもガス化発電が採用

されてきている。

将来的には,新 エネルギー ・産業技術総合

開発機構(NEDO)の 実証事業等において検

討行われている小規模なガス化施設や,海 外

において行 われている ような大規模(最 大

1,000t/日 規模)直 接燃焼発電 ・熱利用,ガ ス

化発電,石 炭混焼発電等が国内でも導入 され

る可能性がある。なお,海 外,特 に北欧では

熱需要が多い という背景があ り,売 電や地域

熱供給等が行 われていることか ら大規模化が

可能となっている。

現状で木質系発電が成功 しているのは,製

材工場 などで廃材 を産業廃棄物 として有償 で

引 き取っているものを利用 して発電する場合,

あるいは森林組合 などの組織が適正な価格で

間伐材や未利用材 を引き取 っている場合であ

るが,安 定的に一定量 を確保することが困難

なことも多 く,事 前の検討が大事である。

平成14年 度か らNEDOの 実証事業 として,

中外炉工業株式会社が山口県の協力 を得て,

木質系バイオマス5t旧 規模のガス化発電 シ

ステムの研究開発を行っている。 これは,木

材チ ップ等 を外熱式多塔型 キルンによりガス

化 し,酸 素付加による部分燃焼 などによりク

リー ンなガスに改質する技術 を用 いたガスエ

ンジ ン発電 機 に よる コジェネ レー シ ョンシス

テムであ る(3)。

この システ ムは,外 熱式多 塔型 キ ル ンに よ

る間接 ガス化 方式 を用 い て原 料バ イ オマス を

効率 よ く可燃 性 ガスが取 り出せ るこ と,排 熱

を利 用 して温水 あ るい は蒸気 として 回収 で き

るこ と,間 接 ガス化 の未燃分 の チ ャー を燃焼

してガス化 の燃料 と して再使 用す る こ とが で

きるな どい くつ かの特 長が ある。 純 酸素 を微

量供給す る こ とで,タ ール分 を含 んだ熱分解

ガス と反応 させ て改 質で き,下 流 のエ ンジ ン

や配 管系統 へ の悪 影響 を防止 してい る。発電

まで を含 んだ500時 間 の連続運転 に成功 してお

り今後の展 開が期待 され る(4)。

NEDOの バ イオマスエネルギー高効率転換技

術 開発 の一環 として,川 崎 重工業㈱ とエ ネル

ギー総合工学研 究所 は小規模分散型かつ高効率

の ガス化発電 システム を開発 してい る。 このシ

ステムの特徴 は,加 圧流動層 とガス ター ビンを

組み合 わせ て,ガ ス化 で発生す るタール を燃料

使用 している。原料 として用 いる木質系 バイオ

マスの含水率が生木 に近 くて も,未 乾燥 で利用

で きる可能性があ り期待が大 きい。商用規模 は

650kW以 上 を想定 しているが,発 電効率 は20%

程度 が期待 で きると している。製材 工場 や合板

工場 での稼働 を想定 し,熱 需要 とのマ ッチ ン

グがポイ ン トとなる(5)。

(2)バ イオデ ィーゼル燃料製造

バ イオデ ィーゼル燃料(BDF)は 軽油 と性状

が似 てお り,デ ィーゼル車 で利用可能 な輸送用

バ イオ燃料 であ る。図3に 示す ように,菜 種油

の ような植物油や廃食品油 に水酸化 カリウムな

どのアルカ リ触媒の存在下 で,メ タノール を加

えてエステル化 しBDFを 作 ることがで きる。 エ

ス テル化す るのは粘性 を低下 させ るためで あ

る。 わが 国で は滋賀県 や京都市 な どが 良 く知

られているが,最 近で はで菜種油や廃食用油か

ら数多 くの市町村 で作 られている。

ドイ ッで は現在,年 間で約100万leeの バ イオ

デ ィーゼ ル燃 料 を菜 種 油 か ら製造 して お り,
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図3植 物油のメチルエステル交換反応によるBDF製 造

国 内に2,000カ 所 近いス タン ドが設置 され てい

る。100%の バ イオデ ィーゼル燃料 を軽油 の代

替燃料 として使 うこ と(ニ ー ト利用)が 一般

的 で,使 用 上 特 に深 刻 な問題 は ない。 一 方,

副生 す る グリセ リ ンの有効利 用 には いた って

い な い よ うで あ る。 この副 生 グ リセ リ ンの,

エ ネル ギー変換 や グ リー ンポ リマ ー な どのマ

テ リア ル製 造 を含 め た環境負荷 の低 い利 用技

術 が求め られ てい る。

わが 国で は,菜 種油 か ら製 造す る場合 はコ

ス ト高 にな るこ とは避 け られ ないが,地 域起

こ し,環 境 教育,化 石燃 料 の削減,菜 の花 を

観光 資源 とす る各種 の イベ ン トな どを行 うこ

とに よ り地 域住民 の意 識 を高 め循環 型社 会の

形成 に大 き く貢献 してい る。

(3)エ タノール発酵

エ タノール はガ ソ リン代 替 と して利 用 され

る。 ブラジルでは100%エ タノール を使 うエ タ

ノール車 も走 っているが,ガ ソ リンに10%エ タ

ノール を混ぜ た 「E10」 は,ブ ラジルや米国で

通常の ガソ リン車(E10対 応 車)で 利 用 されて

いる。 日本国内で走っている通常のガ ソリン車

の場合 は,3%混 合 までは利用可能 となった。

従来 か ら糖 や デ ンプ ンか らエ タノー ル発 酵

す る ことは,良 く知 られ商業化 してい る こと

はい うまで もない。 ブラ ジルや イ ン ドで はサ

トウキ ビか ら,米 国で は トウモ ロコ シか ら発

酵 に よ りエ タノール を生 産 してい る。 これは

農 業支援 の側 面 もあ り,バ イオ燃料 を利用 す

る ことで,雇 用 の確保 が図 られてい る。

最近 は,木 質系,草 本系 バ イオ マス な どの

リグノセル ロース系 バ イオマ スか らのエ タノ

一 ル生 産が 開発 目標 とな ってい る
。米 国で は

エ ネルギ ー省 傘下 のベ ンチ ャー企業 が,リ グ

ノセ ル ロース を硫 酸で糖 化 して,エ タノール

発 酵 を行 う技 術 を開発 した。 また,ヘ ミセル

ロースか らの五単糖(キ シロース な ど)か ら

の発酵技 術 も開発 されてい る。米 国 は 「バ イ

オマ ス リフ ァイナ リー」 構想 の 中心 課題 と し

て,酵 素 に よるセル ロース糖化 技術 を中心 に

エ ネルギ ー省 が研 究 開発 に取 り組 んで いる最

中で ある。わが 国で もNEDOの 支援 を受 けて,

月 島機械 株式 会社 や 日揮株 式 会社 が開発 に取

り組んでお り,そ の成果が期待 され てい る。

最近,京 都大学の坂教授 はリグノセルロース

の糖化 を超臨界条件 で行 う技術 を開発 中で,そ

の成 果が注 目され ている(6)。 また,わ が国で

は地球環境 産業技術研 究機構(RITE)が 米 国

とは違 ったコンセプ トでエ タノール生産 の研 究

に着手 し始めてい る(7)。 いず れ にせ よ,食 糧

と競合 しないセルロース系資源 を原料 としたエ

タノール製造 は極めて重要な技術 である。

(4)メ タ ン発酵

メ タン発酵は生 ゴミなどの含水率 の高いバ イ

オマス を,嫌 気条件 で発酵す ることに よりバ イ

オガス に変換 する もので ある。図4は メタン発

酵 のプロセスの概要 である。わが国ではバ イオ

ガスを発電 に利用す ることが主流 であるが,生

成す るバ イオガスの約60%が メ タンで,残 りが

CO2で 微 量 の硫 化水 素 とア ンモ ニ アが 含 まれ

る。従 って,ス クラバ ーで水洗 するだけで98%

程度 の純 度の メ タ ンガスが得 られ る。 これ を

200気 圧 に圧縮すれ ば輸送用燃料 に使用で きる。

ス ウェーデ ンの都市で は市 バスの半数 をバ イオ
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図4メ タン発酵プロセスの概要

ガスか らの メタンガスで運転 している。国内で

は天然 ガス 自動車 はそれ ほど普及 していない も

のの,発 電以外 のバ イオガスの利用 も視野 にい

れ るべ きと考 える。

メタ ン発酵 は発酵温度 に よ り,中 温(35℃),

高温(55℃)と 分類 され る他,発 酵形式 に よ

り二槽式やUASBな ど と分 け られる。エ タノー

ル発酵 と並 び長 い歴 史が あ り,実 用 化技術 で

あ る。課題 と して は,全 量 を変換 で きず,発

酵廃 液 や ス ラ ッジが 出 て しま うこ とであ り,

収率 を上 げる ための高温 処理,粉 砕 前処 理 な

どが検 討 され る一 方,発 酵廃 液や ス ラ ッジの

コ ンポス ト利用 の検討 な どが行 わ れ てい る。

廃 液 を処理 しなけれ ばな らない場合 は,そ の

処 理費 がか さみ経 済的 な負 担 に なる こ とが多

い。 わが国 での メ タン発酵 の成功 事例 を見 る

と,発 酵 廃 液 を農場 に液肥 と して還 元 で き,

発 電で 生 じた電気 や排 熱 が工場 内で利 用 で き

れば優位 性が で る。最近 の新 しい技術 として

は,「 水 素 一メ タンニ段発酵 」や 「乾式 メ タン

発酵」が ある。

4.バ イオマスエネルギーの導入 ・普及策

経 済 同友会環 境 グル ープが わが国 の林 業 に

つ いて調べ た研 究会 の資料 によれ ば,林 家 の

所有 規模 が小 さい こ と,こ れ らの小規模 所有

林 をま とめ て伐 採 し大 規模 需要 に結 びつ ける

メカニ ズムが不 在 であ る ことの他 に,流 通経

路 が複雑 で ある こ とな ど理 由 に よ り,立 木価

格 が異常 に高 くなっている。立木価格3,600円

が工務店 では64,000円 にまで上昇 してい る(8)。

間伐 材 につ いて は,経 済産 業省資 源 エネ ルギ

一庁 の調査 に よれ ば
,立 木価 格が5,900円 が伐

採 ・集材 コス ト,運 搬 コス トを含 め る と,エ

ネルギ ー供 給 施設 まで に18,300円 かか る。 こ

の値 は 間伐材4)補 助が あ る場 合 であ り,補 助

が な けれ ば更 にコス トは高 くな る。従 って,

小 規模 経営 の所有 林 を有 機 的 に結 びつ ける メ

カニズムや,流 通 経路 を簡素化 に して 中間経

費 を省 く仕 組み を作 らなけれ ばならない。

小規模所有 をまとめるにはい くつかの条件が

あ るが,所 有者,伐 採対 象地域 の樹種,樹 齢,

蓄積量,森 林 蓄積量,伐 期 などの調査 を行い情

報 をデータベ ース化す る必要がある。 これ に基

づ き,所 有者 ごとの長期計画 を立 て ,需 要 に応

じた伐採 を可能にす る条件 を明 らかに しなけれ

ばな らない。 しか し,収 益 があが らない と事業

意欲が高 まらないので,収 益 を確保す るには伐

採 コス トを如何 に圧縮す るかが問題 になる。伐

採 コス トの削減 にはあ る程度 の規模が まとまっ

た上で まず路網整備 を行 い,さ らに機械化 して

高稼働 率にす るこ とが前提 である。林野庁 の資

料 によれば,路 網整備 につれてコス トが下がる

こ とがわか る(8)。 伐採 コス トは,日 本が4,000

円か ら15,000円 に対 して,オ ース トリアの山間

地では2,000円 か ら3,500円 である。

最 近で は全 国各地 で,森 林 が荒 廃す るの を

防 ぐために森林 税 を課す 自治体 が増 えている。

山口県で は 「や ま ぐち森林 づ く り県民税 」 と

して,3億8,000万 円 の税 を徴 収 し,そ の内2

億5,000万 円 を年 間500haの 間伐 費用 にあて て

い る。平成17年 度段 階で 同様 の制 度 を立 ち上

げてい るの は,高 知県,岡 山県,島 根県,鳥

取県,愛 媛 県,熊 本県,鹿 児 島県 で ある。 こ

の ような森 林保 護や利 活用 に熱心 な 自治体 と
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林家や製材業者な どの連携 によ り,林 業が経

営 として成立することを期待するものである。

バイオマスエネルギーの有効利用 は,結 局の

ところ健全な林業経営が基本であると考える

からである。

廃棄物系 については,あ る程度 まとまった

量を集める必要がある。このためには地域コ

ミュニテ ィのネッ トワークを活用するなどの

仕組み作 りが必要である。

また,多 種多様 な廃棄物系バイオマス資源

を同一の処理システムで処理することで,過

剰投資の回避,エ ネルギー生産性の向上を図

ることがで きる。従 って,廃 棄物の複合化処

理 を推進することがバイオマス資源の有効利

用に繋がって くる。

廃棄物系バ イオマスの利活用で問題 になる

のは,廃 棄物の処理及び清掃 に関する法律,

いわゆる廃掃法 との関係である。民 間企業が

生 ゴミを原料 としてメタン発酵を行い,生 成

したメタンで発電を行 う事業 などの場合,ゴ

ミ収集にかかるコス トが,自 治体の処分手数

料 を超えてはならないなどの制限があるため

に,事 業化が進 まないことなどが生 じる。法

律の改正や弾力的な運用 が図 られなければ,

バ イオマスの利活用が進 まない ことがある。

これは一例 ではあるが,関 係者の一考 をお願

いする次第である。

5.バ イオマス ・アジア海外戦略

わが 国で のバ イオエ ネルギ ー導 入 は,ま ず

廃棄 物処 理 とい う観 点か らの ア プローチが ま

ず 最初,次 いで未利 用バ イ オマス の導入 であ

ろ う と思 われ,エ ネ ルギー作物 の利 用 は相 当

将来 の こ とと予想 される。 しか し,資 源 量 の

確 保 とい う点で,わ が 国 と地 理 的 に近 い東南

アジアのバ イオマス資 源 を視 野 に入れ る と ど

うなので あ ろ うか。資 源エ ネルギー庁 の調査

に よれ ば,ア ジ ア地域 におけ るバ イオマス資

源量 は,林 業系,農 業系,畜 産 系の廃 棄物 バ

イオマ スが49万EJ(エ クサ ジュ ール:1018ジ

ュール),エ ネルギー作物 で38EJ,総 量 で87EJ

と推定 され てい る。 これは現在 の世界 の一 次

エ ネルギー消 費量 の約20%に 相 当す る。 この

量 がすべ てエ ネルギ ーに利 用 で きる とい うの

は,い ささか楽観 的 に過 ぎ ようが,や は り相

当量 の未利用 バ イ オマ スの ポテ ンシャルがあ

ることに注 目すべ きであ る。

1990年 か ら2000年 の約10年 間の,世 界のバ

イオエ ネルギ ー関連特 許 出願 数 を調べ た特許

庁 の調査 に よる と,わ が 国は52%を 占め てお

り,米 国の16%,EUの30%を 凌駕 してい る。

もとよ り技 術 の優劣 は特許 出願 数 だけで はな

いが,こ の分野 は,わ が 国が競 争力 を持 った

分 野 とい えるので は ないか。 図5は,バ イ オ

南 ア ジア諸 国の

.術 ・ポテ ン シャワ
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図5バ イオマス ・アジア戦略構想の イメージ
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図6廃 棄物系バイオマスからの輸送用燃料の製造

マス ・アジア戦略構 想の イメー ジであ る。 わが

国 とアジア諸 国が協力 しあ ってバ イオマス ・

アジア戦略 を構築 す る こ とは,双 方 に とって

便益 のあ る仕組みで ある。

わが国 の技 術 によ り東南 ア ジア諸 国 の技 術

と資源 が生 かせ るの であれ ば,非 石油産 出 国

が多 く人件 費 の安 い東 南 アジ ア諸 国 は,わ が

国 の最 適 のパ ー トナー と考 え られ る。 この地

域 でわが 国が,バ イオマ ス を利用 してエ ネル

ギ ー生産 やマ テ リアル生産 に戦略 的 に取 り組

め ば,双 方 に とって便益 が得 られ るこ とにな

る。 わが 国 に とって,化 石燃 料 の節約,セ キ

ュ リテ ィの確 保,温 暖化 ガスの削 減,排 出権

の確保 な どが あ り,ま た国際貢献 とリー ダー

シ ップが確 立 で きる。 一方,ア ジ ア諸 国 も,

先端技 術 の導入,一 次 産業 の育成,新 規 産業

の創 生,温 暖化 ガス排 出権 の確保,人 材 の育

成 な どが期待 で きる。

フ ィ リ ピ ン 政 府 は 昨 年4月 に,MC

(MemorandumCircular)-55と い う大統領令 で

デ ィーゼル燃料 を使 う官用 車 に1%のCME(コ

コヤ シオ イル の メチルエ ステ ル)の 導 入 を義

務付 けてい る。 フ ィリピ ン全 体 で は年 間で7

万 ψ)CME燃 料 の生産が見込 まれが,現 在新

規 プ ラ ン トを増 設 して この 目標 達成 に向 けて

進行 中であ る。 タイ政府 も試行 的に 「E10」 を

使 っ てエ タノ ー ル車 を走 らせ た り,韓 国 も

BDF燃 料(B20)の 導入 を決め,2002年 に年

産10万 トンの プラ ン トを建設 した。 アジア諸

国で もバ イオマ ス由来 の輸送用 燃料 の導入 に

踏 み きっ てい る中,一 刻 も早 くわが国がバ イ

オマ ス ・ア ジア戦 略 を具 現化 す る ことが 重要

であ る。

また,注 目すべ きはアジアで石油の輸 入が輸

入量 が大幅 に増加 している ことであ る。石油 の

消費量が2003年 に10億410万 トンであ るの に対

して,純 輸 入量 は6億5,500万 トンであ る。 ア

ジアの石油 需給 の推移 を見 る と,石 油需 要が

1990年 では6億1,800万 トンか ら年平均3.8%で

増加 し,2003年 には10億410万 トンに達 してい

る。アジアでは中国,イ ン ドネシア,マ レーシ

ア,イ ン ドな どが産油国であるが,基 本 的は生

産量 が横 ばいで あ り,石 油消費の伸 び に追いつ

か ない状況 にある(9)。 このため に石油需給 の

逼迫や コス ト高が予想 され,CO2の 増大 も懸念

されている。 このような状況 の下,再 生可能エ

ネルギーであるバ イオマスか ら石油代 替燃料 の

製造が強 く期待 されている。

1つ の提 言 として,図6に 示 す よう に廃棄

物系 の固形 バ イオマ ス をガス化 して合成 ガス

を製造 し,こ れか らメ タノール,DME,デ イ

ーゼル代替 燃料 な ど輸 送用 の液体燃 料 を製造

す る技 術 の確立 を急 ぐべ きと考 え る。 アジア

地域 の石油 依存度 を低 下 させ,石 油価格 の高

騰 をヘ ッジす る意味 で も,ま た地球温 暖化現

象 を抑制 す る意 味で も,わ が 国が リー ダーシ

ップ を とって戦略 的プ ロジ ェク トを構 築すべ

きであろ う。

6.お わ りに

以上,思 うところを述べたが,バ イオマス と
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一口で言っても
,国 内の廃棄物系バイオマス と

アジア諸国を視野に入れたエネルギー作物の利

用 とは自ずと戦略が異なって くるのはいうまで

もない。また,バ イオマスの種類 によってもそ

の利用技術が大きく違っている。まず,国 内に

おいては廃棄物系バイオマスの処理 という観点

からのアプローチがある。廃棄物は環境保全か

ら規制が強化 され る方向 にある。す なわち,

「家畜排泄物の管理の適正化及び利用の促進に

関する法律」や 「食品循環資源の再生利用等の

促進 に関する法律」が施行 されている。一方,

電力については,徐 々に規制が緩和されている。

すなわち,電 気事業法が改正され大口需要家に

対 して電力小売が自由化され,電 力会社以外の

供給者が電気の小売 りをできるようになった。

このような規制強化 と規制緩和の接点にビジネ

スチャンスが生まれる。森林系バイオマスにつ

いては,前 述 したように,林 業関係者の一層の

自助努力がまず求められる。林業 をビジネスと

して再生することが肝要であ り,そ のために間

伐材,林 地残材を色々な形で利用 し,そ の利用

のオプションとしてエネルギー利用があると考

える。

アジア諸 国 との連携が前提 の 「バ イオマ

ス ・アジア戦略」は国内バイオマスの利用 と

は全 く異 なった視点が必要である。将来のア

ジア地域の環境 とエネルギー問題 はわが国と

も密接な関係がある中で,双 方 にとって便益

の期待できる枠組みの設定が重要である。ア

ジア諸国といっても国毎 に多様であ り,き め

細かい対応が求められる。
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1.は じ め に

バ イオマス の利 活用 は ,資 源循 環 や環 境保

全 に貢献 し,農 業 と工 業分野 の協働 を含 む産

学官 ・市民 の連携 に よる持続 可能 な地域 社会

の構築 に大 きな役 割 を果 たす。2000年5月 の

「循 環型社会形成促 進基本法」 の制定 や2002年

12月 の 「バ イオマス ・ニ ッポ ン総合 戦略」(1)

の策定 等が その取組 み を後押 ししてい る。同

戦 略で は,2010年 まで に500以 上 の市 町村 がバ

イ オマ スの利 活用 を推進 す る ことを 目標 と し

てい る。バ イオマ スのエ ネル ギー変換 は地 球

温 暖化 防止 対策 にな る場合 が あ り,京 都 議定

書が2005年2月16日 に発効 したの を受 け て進

む と思 われ る。 開発 した技術 を外 国へ 導入 し

て施 策 を講 じる と,京 都 メカニズ ム(2)に 基

づ き,共 同実施(JI:JointImprementation),

ク リ ー ン 開発 メ カ ニ ズ ム(CDM:Clean

DevelopmentMechanism)の 対象 とな り,温 室

効 果 ガス削減 量 と してカ ウ ン トされ る。 しか

し,変 換 方法 そ の もの とと もに,原 料 バ イ オ

マス の収 集方 法や副 産物 の処分 が適切 で ない

と,か え って地球温 暖化 を促 進 して しま うと

い う危 険性 をは らんでい る。

バ イオマス の利活用 は,現 在 の経済 的価値

基準 で必 ず しも採算 が とれ な くと も,外 部不

経 済 の解 消が必 要 な時代 にあ って環境 保全 に

資 す る方 法で進 め る必 要が あ る。 これ まで の

バ イ オマス に係 る事 業制度 は,ソ フ ト,ハ ー

ド事 業 とも多 岐 にわた ってい たが,例 えば農

林水 産省 関連分 は平成17年 度か ら 「バ イ オマ

ス の環づ くり交付 金」 に一本 化 され た。 これ

に よ り,地 域 に柔軟 な裁量 が委 ね られる とと

もに,よ り確実 な成果が求 め られ る。

本稿 で は,わ が国 で発 生 ・生産 され るバ イ

オマ スの 中で圧倒 的 に量 が多 い農畜 産業系 の

バ イオマス に焦点 をあてて,筆 者 が関係 して

い る研 究の 内容 を中心 に紹介 す る。 なお ,本

稿 では,「 バ イオマス」 をバ イオマス ・ニ ッポ

ン総合戦 略 に よ り 「再生 可能 な,生 物 由来 の

有機 性資 源 で化 石資 源 を除い た もの」 と定義

す る。 この定義 は,人 間に よる利 用 に力点 を

お いた もの と言 える。具体 的 には,家 畜糞尿,

食 品廃 棄物,生 活系廃水 汚泥,農 作 物非 食用

部,林 地残材,資 源作 物等 をバ イオマ ス と呼

ぶ。 これ らは,ポ テ ンシャル と してのバ イオ

マス資 源 と理 解すべ きであ る。人 間が介在 し

たバ イオマ スは,収 集,変 換 して価値 が生 じ,

実用 上の資源 と呼べ る状態 になる。

2.バ イオマス利活用 と農村振興

バイオマス利活用の推進(3)に あたっては,

持続的な地域資源の管理,信 頼で きる運営組

織,確 実 な再生資源の需要及び輸送が重要で

ある。構想や計画づ くりの主体(推 進役,担

当者)は 多様であ り,多 くの機関 ・組織が関

わることになる。バイオマスの利活用は地域

特性 に大 きく委ね られ,地 域独 自の創意工夫

や合意形成 を図ってい くプロセスが大切であ

る。行政が主体の場合 もある し,企 業やNPO

が主体の場合 もある。対象 とするバ イオマス
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の種類,変 換 の方 法 も千差万 別 であ る。先行

事 例 に学 び,情 報 を うま く活 用 しつつ,オ ン

リー ワ ンの構 想 を立 て る とい う気概 が必 要 で

あ る。構想 ・計画 づ くり,バ イオマス変換 プ

ラ ン トの建 設,運 営 の各段 階 におい て中心 と

なる主体 は異 な り,先 の長 い活動 となる。 こ

の た め,構 想 づ くりの段 階 か ら,目 標 年次,

ス ケ ジュール,後 継者,達 成 感 を味 わえ るイ

ンセ ンテ ィブ の維 持 を意識す るこ とが望 まれ

る。 この ように,バ イ オマ ス利活用 は,農 村

振興(地 域 づ く り)の 中に しっか りと位 置づ

けて進め る必要が ある。

バイオマスの利活用 は,地 域 の自然条件,社

会基盤,産 業社会構造 を色濃 く反映 した ものに

なる。利活用法 によるが,輸 送や地縁 ・生活 圏

の問題 か ら,概 ね30km以 内の空 間規模 で議論

が進 む ことが多い。 どの ような構想や計画 の提

案 について も,提 案 ・企画者 自ら,ま たは地方

自治体等 の担当部署は,現 状 を正 しく認識 した

上で,構 想や計画の効果や正負の影響 を早 い段

階で分析す る必要がある。筆者 は,こ の作業 を

「地域診断」(4)と 呼んでいる。地域診断の目的

は,バ イオマスの利活用が持続的で健全 である

ことを見極め,何 か問題があれば別の方法の検

討 につ なげることにある。 このため,複 数案の

比較,対 象地域の範 囲の検討,変 換方法や組合

せ の検討,変 換施設 の規模 ・配置及び機能分担

の検討,需 要 と供給 の量及 び時空間バ ラ ンスの

確認 などを行 う。

表1農 畜産分野における技術開発例

3.適 用性 の 高 いバ イ オマ ス変換技 術 と

その評価

バ イオマス利 活用 には,い わゆ る廃 棄物処

分 の側面 が強 い もの と新 たなマ テ リアル ・エ

ネルギ ー生 産 の側 面 が強 い ものがあ る。個別

変換 技 術 につ い て は,堆 肥化,メ タ ン発 酵,

炭化 な どの従来技 術 が需要者 ニ ーズ に合 う よ

うに改 良 され て くる と ともに,各 種 の新 しい

技 術 が 開発 され実証試 験が始 まって いる。農

畜産 業 系バ イオ マス は,飼 料,堆 肥,液 肥,

① 臭気対策のための吸引通気方式堆肥化技術

② 成分調整型成型肥料(堆 肥ペ レッ ト)化 技術

③ 豚舎汚水か らの リン酸アンモニ ウムマグネシウム(MAP)

方式による リン回収技術

④ エネルギー自立型乾式 メタン発酵技術

⑤ 家畜糞の過熱水蒸気式炭化 と食品廃棄物 の乾燥 ・飼料化 を

組み合せた多段階利用エネルギー化 システム

⑥ 廃糖蜜 やビール廃液から水素発酵バイオ リア フターにより

燃料電池原料物質を製造する技術

⑦ 微粉砕 したバイオマスからの メタノール生成技術

⑧ナタネやひまわりか らのBDF製 造技術

⑨ さとうきび,小 麦,牧 草か らのバイオエタノール製造技術

炭化 物 な どのマ テ リアル利用 を主 とす るが,

地域 にこれ らの需 要が ない場 合 にエ ネルギ ー

化 を考 えるとい うス タンスが一般 的で ある。

農畜産 業分 野が,こ こ数年 にわ た ってバ イオ

マス利 活用 の ため に開発 して きた技術 には表

1の ようなものがあ る(5)。

こ こで は,各 種 のバ イ オマス変換技 術 につ

い て,性 能 とコス トの試算 を行 った研 究結 果

の一部 を紹介 す る。 この研 究 で は,ま ず,原

料 となるバ イ オマ スの性状 を と りまとめ てい

る。性状 設定 の項 目は,熱 的 変換技術 の熱 量

計算 に含 水率 が,生 物 的変換技術 の性 能計算

に分解率 が必 要で あ るこ とか ら,大 き く 「水

分」 と 「固形物 」 に,固 形 物 は 「有機 物」 と

「無機物」に,さ らに有機物 は 「微 生物分 解性 」

と 「難分 解性」 に分 類 してい る。 これ に よ り

各種 のバ イオマス原料 を混 合 して変換 しよう

とす る場 合 に も必要 な性状 の情報が得 られ る。

また,エ ネ ルギー収 支や再 生資源 を農 地施用

した場合 の肥効 を検討 で きる よう,C(炭 素),

N(窒 素),P(リ ン),K(カ リウム)の 含

有率 について も設定 している。家畜排せ つ物,

食 品加工残 さ,生 ごみ,汚 泥類及 び農林 業残

さに対 して,適 用 性 の高 いバ イオマ ス変換 技

術 は表2に 示す よ うに整理 された。

バ イ オマス の変換技術 は ,再 生 資源 をマ テ

リアル利用 す る もの とエ ネルギ ー利 用す る も

の に大 別 で きる。表3は,バ イオマス のエ ネ

ル ギ ー化 技 術 の うち,実 用段 階 にあ る もの,
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表2適 用性の高いバイオマス変換技術

対象バイオマス 変換技徳

堆肥化 湿式

メタン発酵

乾式

メタン発酵

炭化 飼料化 BDF化 直撲燃焼 溶融ガス化 固形燃料化

家畜排せつ物

肉隼糞尿 混合 ○ ○ ○ ○

乳牛糞尿 分離 ○ ○ ○

混合 ○ ○ ○

豚糞尿 分離 ○ ○ ○

混合 0 ○ ○

鶏糞 ブ ロイ ラー O ○ 0

食品加工残 さ

おから(豆 乳粕〉 ○ ○ o ○

焼猷粕(芋) ○ ○ ○ O

精糖残さ(バ ガス〉 ○ ○ ○ ○

ゴ ミ

廃食用油 ○ 0 ○ ○

生ごみ ○ ○ ○ o ○ ○

可燃ゴミ o ○ ○ ○ ○

汚泥類

下水汚泥 0 ○ ○

し尿 0 ○ ○

浄化槽汚泥 ○ ○ ○

農林業残さ 林産残さ(木 くず) ○ ○

農産残さ(も み殻) ○ ○

表3バ イ オマ スの エネル ギー化技術

種類
変換によって得 られるエネルギー

または生成物
対象バイオマス 段隠

…

i炭 化,固 形燃料 化熱i 炭,木 質ペ レ ッ ト,RDF
木質系

食品廃棄物
実用

劉

的iエ ステル化 によ る

変}バ イオデ ィーゼ ル油合成
メチル エステル(デ ィーゼル機 関用燃料) 廃食用油 実用

碧
換i

技 陣 接燃焼
睾

晒

熱(ス トーブ,ボ イ ラー),

電気 ・熱(蒸 気 ター ビン発電)
木質系 実用

稲 ガス化(部 分酸化)
聾

"噌

電気 ・熱(蒸 気 ター ビン ・ガス ター ビン発電),

合成 メタ ノール(膚 動車用燃 料)

閃

木質系 実証

…鱗

メタン発酵
物;

電気 ・熱(ガ スエ ンジン発 電)
家畜俳せっ物

食品廃棄物
実用

岬

運

的iエ タノール発酵

…

扇

エ タノール(葭 動 車用燃料)
糖 ・でんぷ ん系 実用

木質系 実読変 き

換i嫌 気性発酵による水素生産

技 葦

"

電気 ・熱(水 素 ガス縛燃料電池 〉
糖 ・でんぷん系

家畜排せつ物
研究

認 光鍼 による水素生産
…

9

(出所 日本農業土木総合研究所,2003(6)を 基 に作成)

実証 や研 究 の段 階で あっ て もそ の導 入 の必 要

性 が高 い と思 われ る もの につい て整 理 した も

のであ る。

バ イオ マス の変 換 に関す る情 報 と しては,

何 を原料 に,ど の くらい の量 か ら,何 が どの

くらい生成 で きるか,そ のため に必要 なエ ネ

ルギ ーはいか ほ どか,環 境へ の負 荷 はいか ほ

どか な どが重 要で あ る。 この研 究で は表2に

示 した各種 変換 技術 につ いて,技 術 の特徴 と

物 質 ・エ ネルギ ー収 支 に関 わる情報 を と りま

とめ てい る。熱収 支の試 算 は,主 と して施 設

規模25t/dに つ いて検討 し,1t/d当 りに換算 し

てい る。 この場合,施 設 規模 が小 さ くなれ ば

体 積 当 りの表面積 が大 き くな り放熱 量が増 大

し,そ の対 策 として保温 の ため の建 設費 がか

か った り,加 温 のエ ネル ギーが必 要 とな った

り,適 当な大 きさの発電機 が無 か った りす る。

このた め,試 算 結果 は,任 意の施 設規模 に対

す る1t/d当 りの熱収支 を表現 す る もので はな

い 。図1は メ タン発酵 技術 につ いて,乳 牛糞
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乳牛糞尿性状 物質名
L

㎏ノd

τS10%

T-C35.196/TS

↑-N2、5%/τS

T-P1ρ96/τS

T-K霊.5%/TS

呵
一 ガス 37

T-C 10

aεCO2 10

T-N αo

asN20 α0

物質名 kg/d 物質名 kg/d圃
メタン
発酵

十

ガス

琵鷺

763 捌水 237

固形霧水↑s 5ゆ TS 7璽物質名 ㎏ノd LO
.7%r 7-C 1.3

固形物
30% 丁一C 24

1000縫尿 レ
7-N αア T-N 1β固藷

10%

TS 100
T-P α3 T-P 0.7

T-C 35.1
T-K t葉 ↑-K α4

T-N 25
水分
993% H20 758

水分
70% H20 166

τ一P 10

T-K 1.5

水分
90% H20 goo ヱネルギー名 欄/d

i肋172レ
エネルギー名MJ/d

ヴ1 電力1301 トiエネ'矯判Wd58;
▲

秦 匡ネルギー矧撫/d エネルギー名 MJ/d

1》 脚 熱12矧

2

塁

P余 繍

:

541

図1乳 牛糞尿 を原料 とするメタン発酵(25t/d規 模)の 特性評価

尿!ト ンを原料 とした場合の物質 ・エネルギ

ー収支 を求めた例である。メタン生成効率や

必要エ ネルギー等は,原 料の種類や温度によ

って変化する。

コス トの試算 は,乳 牛糞尿 と食品廃棄物

(生ごみ等)を 対象に行っている。乳牛糞尿 に

ついては,メ タン発酵(消 化液を液肥利用す

る場合 と固液分離後 に堆肥化及び水処理す る

場合の2通 り),炭 化及び堆肥化 について試算

された。食品廃棄物については,メ タン発酵

(同 上),炭 化,溶 融 ガス化,固 形 燃料化 及 び

堆 肥化 につい て試算 され た。検討 した施 設規

模 は基本 的 にバ イ オマス原料 量25,50お よび

100t/dの3ケ ースであ った。総 コス トは,変 換

施設 の建 設費,維 持 管理費 及 び処 理受 託費 や

製 品販売利 益等 の収 入 を考慮 し,20年 間 での

必 要経費 と して算 出 してい る。例 として,メ

タン発酵 に関す る コス ト試 算結 果 を表4に 示

す。

表4メ タン発酵に関するコス ト試算結果

原料

(タイ プ)

規模

(t/d)

支 出 牧 入 総 ロス ト

建設 費

(百万円)

維持 管理 費

(百万円/y)

販売利 益

(百万円1y)

処理受 託費

(百万円1y)

合計

(菖万円1y)

計

(百万円)

乳牛糞尿

(液肥利用)

25 540 2425 9.43 4.56 13.99 1,015

50 940 33.47 1922 9ユ3 28.34 1,512

100 1β37 46.37 39.02 1825 57.27 2,238

生ごみ

(液肥利用)

25 1,09◎ 33.33 18.51 136β8 155.38 ・8◎6

50 1,898 49.93 38.62 273.75 312.37 一2
,402

10◎ 3β04 76.21 8◎ユ1 547.50 627.61 一6
,◎72

乳牛糞尿

(堆肥利用+
水処理)

25 90◎ 51.77 12.46 4.56 17.02 2,045

50 1,567 86.13 252◎ 9.13 34.33 3,387

100 2,728 143.46 50.49 18.25 68.74 5,586

生ごみ

(堆肥利用+

水処理)

25 1,350 53.71 11.43 136.88 148.31 133

50 2,350 89.62 a6.48 273.75 300.23 ・687

100 4,092 146.39 58.80 547.50 606.30 ・3
,060

※総 コス ト=建 設費 ×15+(維 持管理費 一収入)×20年
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5.o

■■必要経 費(鹿12補 助)

4.o[=コ 収 入
卵 収支

・。

・。

憩

・。

鋪

如

(
℃
為
)
螂
酬
＼
揖
＼
α
険
阻

一3 .0

輔4
.0

臥
伊

ヌタン発酵

(堆肥利用)

メタン発酵

(堆肥化牽水処理)

/
/

技術及び変換規模

図2乳 牛糞尿の変換技術 とコス ト(建 設費2分 の1補 助の場合)

乳 牛糞 尿 を原 料 と して,湿 式 メ タ ン発 酵

(「液肥利用 」 と 「堆肥 化+水 処理」 の2ケ ー

ス),炭 化及 び堆 肥化 を適用 した場 合の コス ト

の試算 結果 を図2に 示 す。必 要経 費 は,建 設

費 の負 担分(補 助 を受 け ない金額)を 耐用 年

数 と考 え られ る20年 で割 った額 と年維持 管理

費の和で ある。100t/d規 模 の堆肥化 を除 き,い

ず れ の場合 も収支 はマ イナ ス となっ てい る。

ス ケー ルメ リ ッ トについ ては,施 設規模 の拡

大 に よって採算性 の改 善傾 向が あ ると判 断 で

きる。 なお,こ こで は各種変 換施設 単独 の試

算 を行 ってお り,収 集 ・運搬 費 を考 慮 して い

ない こと,製 品 は100%販 売で きる と してい る

こ と,売 電価 格 は買電 電力 の削減 とみ な し買

電価格 と等価 と設定 している ことな どに より,

これで も現 実 よ り採算 性が見 込 め る設定 とな

っているこ とに注意す る必 要が ある。

4、 バイオマス多段階利用の地域実証研究

地域 にお いてバ イ オマ ス を持 続 的に利 活用

して い くため には,そ の生産 ・収集 ・変換 ・

利 用 を有 機 的 につ な ぎ,地 域 の実情 に即 した

システ ムを構築す る ことが必要で ある。 また,

収集 ・変換効 率 の高い技術 の開発,バ イオマ

スか ら得 られる製品としての物質や燃料 の多

様化や付加価値 を高める技術の開発,製 品価

値 の高い順 にで きるだけ長 く繰返 し利用 し,

最終的にはエネルギー利用するといった多段

階的な利用技術 の開発 などにより,全 体 とし

て効率の高いシステムを開発 ・実用化 してい

くことが重要 となっている。「バイオマス ・ニ

ッポン総合戦略」において も,地 域の中で発

生するバイオマスを原料 として多種多様な有

用物質や燃料 を体系的に生産 ・利用するバ イ

オマス多段階利用 システムの構築 を技術 開発

の1つ の方向性 としている。

農林水産省農林水産技術会議事務局のプロ

ジェク ト研究 「農林水産バイオリサ イクル」

において,筆 者がユニ ッ トリーダーを務める

「システム実用化千葉ユニッ ト」(7)は,平 成

16～18年 度の3力 年計画で,「 千葉県北東部に

おけるバイオマス多段階利用 システムの構築

及び実証」を進めている(8)。 本実証研究は,

「農林水産バイオリサイクル研究」 において,

全国5カ 所で実施されているバイオマス多段

階利用システムの実証のうち,「都市近郊農畜

産業型」 として,千 葉県香取郡山田町 を中心

とする地域を対象に,「地域モデル」の作成 と,

実際に試作 ・設置 したバイオマス変換プラン
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表5「 農林水産バイオリサイクル」の参画機関

① 独立行政法人農業工学研究所

地域資源部資源循環研究室 ・農地整備部畑整備研究室

② 国立大学法人東京大学生産技術研究所(迫 田研 究室)

③バイオマス研究開発組合(代 表=荏 原製作所)

(荏原製作所,大 阪ガス,中 国メンテナンス,日 東高圧,

農事組合法人和郷園)

④ 千葉県農業総合研究センター ・畜産総合研究センター ・

森林研究センター

⑤ 千葉県環境生活部資源循環推進課バイオマス ・プロジェ

ク トチーム

⑥ 千葉県香取郡 山田町

ト群 を用 いた実証 を行 うものであ る。

具体 的 には,産 官学 ・地元 の協 働 に よ り,

多段 階利 用 システ ムの構想作 成,推 進 ・運営

体 制の整備,諸 手続 の実施,プ ラ ン ト群 の設

計 ・試作 ・設置 ・運 転 ・性 能試験,物 質 ・エ

ネルギ ー収 支 の解析,経 済性 の検 討,環 境へ

の影響 評価 な どを行 い,シ ス テ ムの有 効 性,

課題 及 びその解 決方 向 を明 らか に してい くこ

とに してい る。 要素技術 として は,メ タン発

酵,メ タ ン吸蔵,炭 化,水 蒸 気爆砕,堆 肥化
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を用 い る。 これ らの プロセ ス間 におけ る中 間

生成 物や駆動エ ネルギーのや りとりに よって,

化 石資 源 を極 力使 わず原料 バ イ オマス を使 い

つ くす こ とを基本 コ ンセ プ トと してい る。 た

とえば,製 造 したメ タ ンは,炭 化 及 びバ イ オ

マス輸 送用 の軽 トラ ックの燃料 と して使 用 す

る。参 画機 関は表5の とお りであ る。

現時点でのプ ラン ト群の構成 を図3に,プ ラ

ン ト群の全景 を図4に 示す。 プラン ト群の規模

は,試 験研 究のための予算額 と協力が得 られ る

範囲 を考慮 し,山 田町全体の最大 ポテ ンシャル

と比較 す ると約100分 の1で あ る。 メタ ン発酵

プラン トへ 牛糞尿や食品加工残渣 な どの原料バ

イオマス を生重量ベースで1日 当 り約5ト ン投

入す る規模 であ る。 この量 は,約100頭 の牛 の

糞尿量 に相 当す る。 メタン発酵消化液 を常識 的

なコス ト,エ ネルギー投入 で有用 な農業生 産資

材 に変換す る技術開発 は,重 点事項の1つ であ

る。平成17年 度 は プラ ン ト群 の設 置 を終 えて,

性 能試験,環 境への影響調査,再 生資源 の活用

試 験 を実施する予定であ る。
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図3山 田バ イオマスプラ ン トの概要
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図4山 田バイオマスプラン トの全景

業

肥 ・液肥による化学肥料代替度,土 壌の適正

肥沃度,有 機性廃棄物の最終処分量の減少度

及び再資源化率の増加度,農 地 ・畜産施設か

ら水域への流出負荷量の減少度及び温室効果

ガス発生量の減少度,耕 種農業への投入化石

資源の減少度,地 域内食料 ・飼料 自給率の上

昇度などが考 えられる。効率的な投資を考 え

るならば,前 記項 目を経費で割ればよい。評

価 に際 しては,バ イオマス利活用システムの

境界設定の妥当性が常に問題 となる。

5.バ イオマス利活用 の評価手法

公的資金 を用いてバイオマスの利活用 を推

進する場合 には,説 明責任を果たして社会的

合意を得 ること,施 策の達成度 を定量的に評

価することが求められる。施策の実施は,物

質収支,エ ネルギー収支,環 境への影響,安

全性,経 済性,運 営組織か らみた妥当性,地

域の社会 ・経済への波及効果 などから総合的

に判断する必要がある。評価 に際 しては,評

価 目的,比 較対象及び手順 を明確に してお く

必要がある。

バイオマス利活用 に関わる評価指標群には,

表6の 条件が含まれていることが望ましい。

持続性は根本的な評価指標 といえる。経済

性 は,建 設費,減 価償却費,維 持管理費 を全

て含むライフサイクルコス トで評価すべ きで

ある。近年では,さ らに環境負荷回収コス ト

を加えたフルコス トで評価すべ きという考 え

方 も出て きている。地域での負担 とい う観点

か らは,国 や県からの補助金 を差 し引いて計

算する場合がある。農業を軸 として考えた場

合の評価指標 としては,単 位面積 当 りの堆

表6評 価指標群に求められる条件

①評価 目的に適合 し,わ かりやすい。

②持続性(時 間的,空 間的)が 検討できる。

③ ライフサイクルコス トが比較できる。

④ 常識的な信頼度 をもつ データが入手 できる。

⑤外部経済促進や外部不経済解消への貢献

(環境改善,健 康予防)が 評価 できる

6.バ イ オマ ス利 活用 推 進 に向 けての課

題 と方策

バ イオマ スの利 活用 を推進 す るため の課 題

とそ の解 決方 策(3)は,以 下 の よ うに整理 さ

れる。

(1)政 策による誘導方向と制度設計

採算が とれるバイオマスには市場が競合 し,

その先行取得 により結果 として変換 しづ らい

バ イオマスは放置 または廃棄せ ざるを得 な く

な り,地 域全体で考 えると循環型社会の形成

に資さない事象が起 こり得 る。政策 による適

正 な誘導により産学官の連携がとれてはじめ

て健全なバイオマスの利活用が実現する。利

活用 システムの構築 に当 っては,発 生(生

産)・ 収集 ・変換 ・配送 ・利用の全プロセス

を通 して化石資源使用 と環境負荷が小 さいシ

ステムが選択 される必要がある。長距離輸送

のために膨大 な化石資源が消費された り,再

生資源(変 換 によって得 られる製品やエネル

ギー)の 保存のためによりや っかいな廃棄物

となる添加物が用い られた りするようでは仮

に循環が進んだ としても持続性 という観点か

らはマイナスの活動 となる。バイオマス利活

用の方法が不適であると,せ っか くバイオマ

スが吸収 したCO2やN2をCH4やN20の 形態で大

気へ放出 し,地 球温暖化 を促進 して しまう。

バイオマスの生産(発 生),輸 送,変 換,サ ー

ビスにもエネルギーが使用 される。今後は,

第28巻 第3号(2005)
一75一



LCA(ラ イフサ イクルアセスメ ン ト)や 経

済 ・環境統合勘定 による解析が進み,環 境へ

の負荷の小 さい利活用システムが指向される。

有機性廃棄物の減量化 を軽ん じた循環量の増

大は本末転倒である。

施策の推進に当っては,運 営組織づ くりな

どを支援するソフ ト事業の先行,再 生資源の

需要 と流通ルー トの確保,公 共性の高いシス

テムのランニ ングコス トの一部公的負担,バ

イオマス発電普及のためのさらなる売電価格

の上昇,堆 肥等の農地還元利用 に係わる環境

保全のためのルールづ くりなどが不可欠であ

る。また,実 績の少 ない変換技術 を適用する

場合 には,性 能設計 の導入が効果的である。

変換施設の耐用年数が技術の完成度や施設の

使用予定期間に応 じて設定で きると経費を削

減で きる可能性がある。地域特性 を考慮 した

システムを構築 するためには,交 付金(補 助

金)要 件や設計基準が柔軟 に設定されている

必要がある。

(2)変 換方法の選択と施設規模 ・配置

地域 レベルでバイオマスの利活用 を検討す

るに当っては,ま ず対象地域においてバイオ

マス資源 とな り得る原料の発生場所及び質 ・

量,移 動量,既 存変換施設の位置及び性能,

再生資源の需要場所及び量を把握するなどの

地域診断が必要である。変換の方法は,再 生

資源の需要が確実なものでなければいけない。

公的資金を用いたバイオマス資源利活用シス

テムは,行 政区域が単位対象範囲となることが

多いが,変 換の方法 と地域特性によって適正空

間規模は異なる。大規模集中と小規模分散のど

ちらが優位かを見極める必要がある。1カ 所で

原料から再生資源の完成品を製造する場合,複

数箇所で中間生成物 を製造 し1箇 所で仕上げる

場合,1カ 所で中間生成物を製造 し数多 くの末

端利用場所で仕上げる場合のいずれが適切かに

ついても検討する必要がある。施設は固定式で

あることが一般的であるが,移 動式についても

比較検討する価値がある。

1種 類の変換技術施設で効果的なバ イオマ

スの利活用 を見込めない場合には,数 種類の

施設を組み合わせて中間生成物やエネルギー

をや りとりし,よ り価値の高い再生資源 を製

造 した り,環 境負荷や化石資源の消費を少 な

くした り,バ イオマス資源を利用 し尽 くすこ

とにより最終廃棄物量 を少な くするという方

法がある。ただし,複 雑す ぎるシステムはリ

ス クを高めるので注意が必要である。 また,

地域に存在するバ イオマスの全 てを利活用す

ることは不可能なので,埋 め立て処分 を資源

管理の中で適切に位置づける必要がある。

原料 としてのバイオマスから資源の回収を

進めた としても,河 川への直接放流には適 さ

ない濃度の排水が発生する場合には,農 業集

落排水処理施設な どの汚水処理システムとの

連携が効果的である。

事業の採算性 については,厳 密 な計算が必

要である。メタン発酵 によるエネルギー回収

を例にとると,用 地費,施 設建設費,補 助率,

事業規模,処 理単価,売 電単価,発 電効率,

堆肥単価,人 件費,廃 棄物の引受 け単価,環

境への負荷 の許容度,液 肥の農 ・牧草地利用

の有無が支配的な要因となる(9)。

(3)ガ イ ドラインの整備 と情報の体系化

バイオマスの利活用を推進するためには,地

域診断の結果を受けて,資 源循環施策シナリオ

を作成 してい くことになる。このために,地 域

内での合意形成 を図りながらあるべ き循環を実

現 してい く手順を示す参考手引書のようなガイ

ドラインの整備が望まれている。また,情 報が

あふれる時代にあって,ス クリーニングされた

良質の情報の体系化 と公開が求められている。

土壌診断に基づ く堆肥 ・液肥施用マニュア

ルの整備 について考 えてみよう。堆肥の品質

は多様であ り,そ の種類別,気 象別,土 壌別,

作物別,連 用の程度別に施用基準 を作成する

ことは容易なことではない。堆肥 は化学肥料

に比べると,肥 効時期 に関する安定性が小 さ

いが,様 々な条件変化 に対する緩衝性は大 き
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い。域内で生産 される堆肥が化学肥料にとっ

てかわる分 は,確 実に化学肥料施用量が減少

する。堆肥の生産量が時期的にほぼ一定であ

るのに対 して,堆 肥利用 は時期が限られてい

る。堆肥や液肥をいつ,ど の くらい農地へ施

用すべ きか,あ るいは農地は受入可能かを十

分 に検討 しておかなければならない。堆肥 を

連続 して施用すると作物への肥効率が上昇す

るため,継 続的なモニ タリングに基づ く土壌

診断により化学肥料 とのバランスを含 む施肥

設計が修正 されてい くことが良質の土づ くり

や地下水の硝酸汚染防止の前提 となる。

(4)輸 送 の担 い手 と手段

バ イオマス利活用上の ネ ックの1つ は輸送で

ある。輸送 には,輸 送手段の確保 が必要であ る

とともに,エ ネルギー,コ ス ト,時 問がかか る。

例 えば,畜 産糞尿 由来 の堆肥や液肥 の利用 を考

え る と,畜 産 農家,耕 種 農家 と も,糞 尿 や堆

肥 ・液肥の輸送 に時 間をさけなかった り,重 労

働 に耐 え られなか った りす る状 況 にあ る。 堆

肥 ・液肥の需要 を推進す るため には農地への散

布サ ービスの付加が不可欠 にな りつつ ある。輸

送 のためのエ ネルギーに化石資源が大量 に使わ

れるのは望 ま しくないので,で きるだけバ イオ

マスの変換で得 られるエ ネルギー を燃料 として

使 うことを考 える必要がある。

車 での輸送 と ともに,肥 培 灌概,生 ごみデ

ィス ポーザ ー,集 落 排水 のパ イ プライ ン真 空

圧 送技術 の応 用,既 存 の用排水 システ ムの活

用 な ども検討 の余 地があ る。

(5)生 物機能の維持増進と営農方法の選択

バイオマスの利活用を進める上では,生 物

機能の維持増進,太 陽の恵みを活かせる生態

系の保全が前提 となる。営農 に関 しては,窒

素固定菌,ラ ン藻の生息場所拡大による空中

窒素固定量の増大,休 耕 田を活用 した飼料稲

の栽培,生 産速度の大 きい トウモ ロコシ,サ

トウキビ,ソ ルガム,熱 帯牧草,ケ ナフなど

の資源作物の生産,農 地を裸地にしないため

の カバ ー ク ロ ップの作付 け,2毛 作 や地域 輪

作 の実施,有 機農 業へ の転換,有 害物 質 除去

のた めの ク リー ニ ングク ロ ップの作付 け,な

どが望 ましい方向である。

(6)技 術水準の向上 と新ビジネス

個別変換技術 においては,さ らなる変換効

率の向上,廃 棄物発生量の最小化,減 量化の

ための脱水技術や再生資源の取扱い性向上に

資する前後処理技術の充実,移 動式変換施設

の開発等が求められている。希少資源である

リンの効率的回収,液 肥(メ タン発酵消化液)

の活用,日 本 の道路,農 地の基盤整備状況,

営農体系 にあった輸送 ・散布用の機械,資 源

循環を前提 とした基盤整備 などは特に待 ち望

まれている技術である。

地方公共団体,水 土里ネッ ト,農 業改良セ

ンター,廃 棄物処理業者,JAな どには,資 源

循環を新たな重要任務 と位置づけることが期

待 される。再生資源の新用途開発 は,新 たな

需要を創出する上で重要である。例えば,事

故や自然災害に備 えた燃料電池の配備は社会

資本の整備にも貢献する。

資源管理や信頼関係のネットワーク構築支援

は,新 ビジネスとなり得る。 トレーサビリティ

ー機能付 きリアルタイム資源管理システム
,環

境 ・資源循環健全度評価システム,バ イオマ

ス ・リファイナリーの企画 ・運営支援,再 生資

源の需要予測,廃 棄物 ・再生資源マ ッチング用

顧客仲介などは,貢献度が大 きいと考えられる。

(7)リ ス クコ ミュニケー ション

有機性廃 棄物 を変換 し,飼 料 や堆肥 と して

利 用す る には リス ク を伴 う。重 金属,環 境 ホ

ルモ ン,ダ イ オキ シ ン,BSEな ど生 き物 の安

全 を脅 かす物 質の生 成が危惧 され る現在,資

源 の利 活用 は安全 と安心 を支 え る信頼 関係 の

構 築無 しには成立 しない。運命 共 同体 と して

の信頼性 とコス ト高 を覚悟 した トレーサ ビリ

テ ィー による安全性検 証 の実施 のバ ランス を

検 討すべ き時 期 に きて いる。作 業者 の安全 ・
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衛 生 の確 保 も重 要 で あ る 。ISO14001*や

HACCP**な ど品質管理や リス ク管理 の考 え方

が 参考 になる。 また,バ イオマス変換 施設 に

も トラブル は起 こ り,近 隣iの者 に とっては迷

惑 施設 とい う現実 を直視 す る必要があ る。

(8)市 民の自覚と役割

市民が世の中を動かす時代である。農業を

軸にバイオマスの利活用 を考 えると,消 費者

の行動により大幅な食料 ・飼料 自給率の上昇,

有機農 業の飛躍的推進,「 地産地消」,「旬産旬

消」運動の展開が図 られることが不可欠であ

る。また,ご みの発生量を抑制するとともに,

利活用システムが確立 された後 には生 ごみ を

分別 して一定の鮮度 を保持 した状態で収集場

所 に持 ち寄 るなど,ボ ランテ ィア を含 めて

元々は税金である行政コス トを小 さ くしてい

くことが大切である。

7.お わ りに

バ イオマ スの利活用 は,気 運 が高 ま り,産

学 官 の連 携が 強化 されつ つあ る今,一 気 に制

度 設計 を行 い,研 究資源 や資金 を投 入 して道

筋 をつ け たい。様 々 な機 関が掲 げ てい る上位

目標 は,バ イ オマ ス ・ニ ッポ ン総合 戦略 で示

され てい る 目標 と共通点 が多 いが,各 々の機

関の思 惑 は多様 で あ り,競 争 も激化 して きて

い る。 バ イオマ スの利活 用 に係 わる施策 や活

動 が,心 の豊 か さ,時 間の ゆ と りの確 保,健

康 増進 につ なが り,循 環 型社 会の形 成 に真 に

貢献 す ることを祈 りたい。

本稿 作成 に当 って は,筆 者 が 関わ ってい る

プロジ ェク ト研 究 で得 られつ つ ある経 験の ほ

か,バ イオマ スに関 わる数多 くの シンポジ ウ

ム,会 合,委 員会 等 で収 集 した情報 や討議 を

参考 にした。実証研究 は,農 林水産バ イオリ

サイクル研究 「施設 ・システム化チーム」 リ

ーダーである農業工学研究所の高橋順二部長

のもとで実施 している。チームリーダーと委

託元の農林水産技術会議事務局の御指導に感

謝 申し上 げる。バ イオマス研究開発組合に参

加頂いているメーカー等の方々には,本 研究

の推進のために大 きな役割を担 って頂いてい

る。 また,地 元の方々の御理解 と御協力,千

葉県バ イオマス ・プロジェク トチームおよび

山田町の主体的な参画 なしに,実 証を目的 と

し,通 常の事業 とほぼ同様の法規制を受 ける

本研究は成立 しない。関係者全員の惜 しみな

い努力の積み重ねに敬意を表する。
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[調査研究報告]

「バ イ オ マ ス エ ネル ギ ー テ ク ノ ロ ジ ー ・

ロー ドマ ップ策 定 に関 す る調査 」 につ い て

田 村 隆 之 噛 鑛 一総合工学隔)

1.は じ め に

バイオマスは様々に表現されるが,「 再生可

能な生物由来の有機性資源で化石資源を除い

た もの」 と定義 され,原 理的には太陽エネル

ギーの恵みであることか ら薄 く広 く分布する

特性 を有 している。このため,エ ネルギー利

用 を考 えると収集 ・運搬 ・処理の経済性か ら

地産地消が有効であり,分 散型エ ネルギー源

としての宿命を背負うことになる。

バイオマス普及の鍵 を握ると見 られるのが

「バイオマスエネルギー変換技術」の開発 ・実

用化であ り,そ れには更なる技術の改良 ・開

発が必要 と考えられる。その状況 を把握 し今

後 の戦 略的展 開 を図 るため ロー ドマ ップ策 定

の必 要性 が資源 エネルギー庁 よ り発案 された。

当所 で は,(独)新 エ ネルギー ・産業技術 総合開

発 機構i(NEDO)の 指 導の下 に,「 バ イオマス

エ ネルギ ーテ クノ ロジー ・ロー ドマ ップ策 定

に関す る調査」(平 成16年1月 ～6月)を 実施

し報告書*を 取 りまとめた。

2.日 本 の バ イ オマ スエ ネル ギー利用 の

可能性 と現状

賦存量 とは,利 用の可否に関係な く理論的

に算出 しうる年間あた りの生産可能なバ イオ

マスの量である。エネルギー利用可能量 とは

PJ/年

6愈0

50◎ 471

4◎◎

300

2e◎

憩o

o

m叩

81

593

523
[嚢 賦存量

[]エ ネルギー利用可能量

■ 現状のエネルギー利用量

木質系 製紙系

主

農業
残i渣

169169

14{

84 7878

1 壕 2

285281

噸

畜産 下水 食晶
廃棄物 汚泥 廃棄物

図1バ イオマスのエネルギー利用可能 量 と現状(2002年)

*内 容 は 「平成15年 度成果報告書 バ イオマスエネルギーテ クノロジー ・ロー ドマ ップ策定に関する調査」(平 成16年6月)

としてNEDOか ら公 開 されている。
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賦存 量 の うち技 術 的 ・経 済的 に収 集可 能 な全

ての量 で あ り,現 在 行 われ てい る堆肥 化,飼

料利 用 等の資 源利用 量 も含 まれ る。現 状 のエ

ネル ギー利用 量 とは,実 際 にエ ネルギ ー源 と

して使 用 してい る量 を指す。

日本 のバ イオマス賦 存量 は,1,667PJ**/年

(原油換算 量4,300万d,エ ネルギ ー利用 可能

量 はその76%の1,261PJ/年(原 油換算量3,300

万d)で あ る。 一次 エ ネルギー供給 量 に 占め

る割合 はそれぞ れ7%と5%で あるが,現 状

の エ ネルギ ー利用 量 は,黒 液利用 を含 め て も

利用 可能 量の13%,含 まない と4%と きわめ

て低調 と言 える。

図1に 賦 存量,エ ネルギー利用 可能 量,現

状 のエ ネル ギー利 用 量 を示 す。農 業残 渣,畜

産廃 棄物,下 水 汚泥,食 品廃棄物 で はほ とん

どエネルギー利用 がな されていない。

3.バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー テ ク ノ ロ ジ ー ・ロ

ー ドマ ツ プ

(1)整 理 ・評価方法

バ イオマスエネルギーテクノロジー ・ロー ド

マ ップ(以 下,本 ロー ドマ ップ)は,経 済性の

表1エ ネルギー転換技術の検討条件

● バ イオマス=「 木 質」 「食 品」 「蓄ふ ん」

「下水 汚泥」 の4種 類

制約か ら普及 してい ない新エ ネルギーの導入 を

目標 と して,エ ネルギー変換技術 を整理 ・評価

しているが,そ の際,「 バ イオマス種」,「関連

技術(エ ネルギー転換技術,前 処理,後 処理)」,

さらに時間軸(現 状,2010年 頃,2020年 以降)

を加味 した。表1に 主 な検討 条件 を,図2に 検

討 の概念図 を示す。

(2)技 術 ロー ドマ ップと特性 ロー ドマ ップ

本 ロー ドマ ップは,技 術 ロー ドマ ップ と特

性 ロー ドマ ップの2つ で構成 され る。 さらに

技 術 ロー ドマ ップは,要 素技術 ロー ドマ ップ

とシステム技 術 ロー ドマ ップか ら成 る。

① 技術 ロー ドマ ツプ

「要素技術 ロー ドマ ップ1

バイオマスエ ネルギー変換 システムの開発 を

実施 してい るメー カを対 象 に ヒア リ ング を行

い,図3に 示す 「バ イ オマ ス種 一変換 プ ロセ

ス ー最終エネルギー形態」 に適合 した,前 処理

技術,変 換技術,後 処理技術,周 辺技術 までを

網羅 的 に調査 して,「 要素技術 ロー ドマ ップ」

を作成 し,要 素技術で整理 したシス テム フロー

図 も整理 した。表2に 要素技術 ロー ドマ ップの

例 を示す。

●変換技術1 「熱化 学」 「生 物化学」

「その他」 の3種 類

● エ ネルギー形態=「 電気 ・熱」 「気体燃料」

「液体 燃料」 「固体燃料」

の4形 態

●時間軸=「2010年 」 「2020年」 の2つ

各種 ⇒
バ イオマ ス種

「システム技術 ロー ドマ ップ1

システム技術 ロー ドマ ップは,要 素技術 ロー

ドマ ップが各要素技術 に焦 点 を当ててい るの に

対 して,バ イオマスエ ネルギー変換 の前処理か

らエ ネルギー形態 まで を通 したエネルギー変換

シス テムその もの に関す る ロー ドマ ップで あ

る。木質バ イオマスか ら電力 を得 るシステム技

術 ロー ドマ ップの例 を表3お よび図4に 示す。

前処理
技術

欄
エ ネルギー

転換技 術
欄 後処理

技術

1κ … κ一 一 一

1

周 辺 技 術

最 終 エネルギ ー形 態

⇒ ①箭 熱②気㈱ 斗

③液体燃料 ④固体燃料

図2検 討 ・評価の概念図

**1PJ(ペ タ ジ ュー ル)=2.58258×104原 油 換ljhe
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6.1下 水汚泥Hメ ダン発酵H電 力 ・メ タン含有 ガス
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7.食 品廃棄物Hメ タン発酵H電 力 ・メ タ ン ・水 素1

8.食 品廃棄物H熱 分解ガズ化改質H電 力 ・メタノール(蒸 気)

9.1生 ゴ ミH:メ 汐 ン発 酵H電 力 ・メ タ ン ・水素

1・.畜 産廃棄物H射 タン発酵H電 力 ・メ タ ン

その他

図3 検討 したエネルギー変換システム

表2 要素技術ロー ドマップの例(木 質一直接燃焼一電力)
噛

主対象:製 材廃材,確 築廃材

処理規模=電 カー100t/日 以上,蒸 気一10t/日 以上

「

技術内容 現状 開発要素等 2010年 開発要素等 2020年 特徴

前処理 ・破砕 ■瞬魏顎説儒

数十mm以 下に破砕
(チップで受入の場合は
不要)。

・高効率破砕技術
・破砕動力の低減と

低 コスト化

・廃熱 ・熱風乾燥 監鐙逓窺鯉
発碓歴熱(GE排 気等),
熱風発生炉を用いて,含

・乾燥効率の向上 廃熱 を利用するなど,全 体システムの最遮化を図るこ
とで,高 効率な乾燥が可能となる。

水率20%程 度まで乾燥。

真空乾燥:真 空炉で乾燥。

・水熱改質
■瞬 測蹴鰹 '

,.・珊1

加水分解により,脱 水 ・
脱酸索を行う。約70%の ・改質燃料のエネル バイオマス発熱量を石炭並に高めることが可能とな

熱分解で脱水可能。 ギー変換実証試験 る。また,バ イオマススラリー化が容易であること
・所要動力の低減と から、液体燃料としても提供可能となる。

低コス ト化

・微粉砕(混 焼)

微粉砕機を用いて,微 粉
炭火力での混焼用に粉砕
する。

■臨謬消縄竃案
・粉砕動力の低減
・繊雑質なバイオマ

スの徽粉砕方法の

芸 顧罵 一一 既存の微粉炭火力で混焼 した場合,イ ンフラの有効
利用が可能で,電 気事業での利用促進が図られる。

確立

・油中改質 ■臣説璽垂葺錨 ,.謡 一r

加水分解及び油中乾燥技術により,脱 水 ・脱酸素が
約9096の 熱効率で改質でき ・改質特性の把握と 可能であり,バ イオマス発熱量を石炭並に高めるこ
る見込み。褐炭の脱水事業 最適条件の検討 とが可能となる。また,バ イオマススラリー化が容
を実証中/食 品加工残渣で 易であることから,液 体燃料としても提供可能とな
基礎研究中。 る 。

エネルギー変換 ・ス トーカ燃焼 ■醗難晒霧
直径250mmの 木片も燃焼
可能。

・塩素腐食への対応。

SH材 料や配置の最
適化が必要。

・気泡流動層燃焼 ■瞬三謀踊 ・摺 部分燃焼部 と熱分解ガス化を分離するため,精 製
木屑専焼=440℃ ×6MPa ガスの後発熱■(3000-400kcallm3N)化 が可能
木屑化石燃料混焼:
540℃ ×13MPa

・外部循環流動層燃焼
■剛 、膝鍾麗蕊

一幽… 闘

塩素腐食対策のため,最 終
段のSHは,循 環砂の中に設
置する。
蒸気:525℃ ×12MPa

・混焼(微 粉炭ボイラ等〉■齢璽辮厳鑑{ o一 轟 【一

微粉炭ミルへの投入,ま た ・粉砕動力の低減 ・前処理技術との組
は専用粉砕機による混焼。 ・混焼率・粒度 ・未 合せにより,一 層 高効率な既存火力設備 を利用可能であるが,立 地点が

燃分とミル動力の の高効率化と混焼
嘔

限られるため.バ イオマスの収集に課題が残る。

最適化 比率の拡大

後処理 ・バグフィルタ 願 ま…隔 刎
排ガスの浄化で広く普及しており,技 術の成熟度は

ろ布を用いて脱じんを行 ・塩素分やCCA分
廟い。

う。薬剤の散布により脱 を含んだ建廃等
塩も可能。 への適応技術

・電気集 じん器 圏璽誠擁燗 清浄なバイオマスの場合に適応可能。
静電気力により,脱 塵の バグフィルタよりもコストが安い。
みを行う。

・脱硝設備 聡崩絡栩廃鯉 排ガスの浄化で広く瞥及 しており,技 術の成熟度は
触媒脱硝(SCR)の 採用 高い。

・焼却灰漕融

別置き灰溶融炉
■霞確騒覇 鯉

・自己燃焼熱による

重金属類を多く含んだ建設廃材 を処理する場合に,
必要となる場合あり。

灰溶融技術(廃 棄物
のガス化溶融技術の
応用)

周辺 臨糀剖竃占翻

燃料利用
・蒸気タービン発電

大規摸で効果大。小規模で
は,タ ービン効率が著 しく
低下する傾向あり。

喩堰蹴綴鍔
・小規模施設を想定

した、小規模蒸気

大規模施設は、効率 ・コスト・信頼性面で有利。
成熟 した技術である。

タービンの開発

・蒸気供給 ■醗 謬韮編慰 小規模施設でも採用可能であるが,蒸 気の供給先の
熱需用のみならば,且Ot/d 存在が必須である。
規模からでも適用可能。

評価項目 現状 2010年 2020年 特徴

システム エネルギー効率 発電端:15% 発電端=20-25% 発電端=20-25%
送電端:12% 送電端=17% 、 送電端:17%
5MWク ラス 5MWク ラス 5MWク ラス

但し塩素濃度1ppm 但 し塩素濃度3ppm

経済性 1500万 円 1200万 円 1200万 円

1(Vd) ノ(Vd)
〆(t/d)

第28巻 第3号(2005) 一81一



表3 システム技術 ロー ドマ ップ(木 質一 電力)

ー

◎◎
P
ー

鑑

B
勢
ぞ
鵠
ー
お
φ

H

バイオマス種 主エネルギー エネルギー形態 前処理 エネルギー変換 後処理 周辺 燃料利用 現在 2010年 2020年 ～ 技術開発要素 ・課題等

長所 ・短所等

木質 電力 蒸気・電力
(蒸気 ・改質ガス)300tld規 模

・破砕 ・流動層ボイラー燃焼による蒸気

発生
⇒木屑専焼=440℃ ×6MPa

木屑化石燃料混焼=540℃ ×13MPa

巳バグフィルタ ・製紙工場等
・外部循環型流動層の採尾によるSH

塩素腐食防止で、蒸気条件向上

電力・蒸気
100t/d以 上

・不要

(チップにて受入れ)

電力(改 質ガス)木 屑の破砕
lOOVdLti下

・外部流動層ボイラー燃焼による蒸

気発生
⇒最終段のSHは 、循環砂の中に設

置する。
蒸気1525℃ ×12MPa

熱分解ガス化
竪型移動床炉
1000℃
改質
900-1000℃

酸素富化ガスの利用

(担当外)

触媒フィルタ
煤じん、有害物質
除去

(担当外) (担当外)

ガスエンジンノ2010
水素生成ノ2020
燃料電池12020

排ガス
NOxl100ppm
SO2:100ppm

NOxl100ppm
建設費:2千 万円(Vd)
発雷コスト=40円/kWh

発電端効率:25%
燃料中塩素許容=1%
排ガスNOx:30ppm

SO2=30ppm

NOx=100ppm
建設費=1.5千 万円(tld)
発電コスト:20円1kWh
発/送電立岩=25〆20%

冷ガス効率:70%

発電端効率:25%
燃料中塩素許容=3%
排ガスNOx:10ppm

SO2:10ppm

NOx:10ppm
建設費:1千 万円(tld)
発電コスト:15円!kWh
発/送徽端:35t25%

・外部循琉型流動屠の採屠によるSH

塩素腐食防止で、蒸気条件向上

下水汚泥処理場隣接地域

電力(燃 焼>
50t/d以 上

奄力(熱)
30-50tld累 呈度

・破砕(50・250rnm)

ストーカの場合や台
形物がない場合には、
破砕不要

破砕(16-100mm}

改質ガス(還 力等)'破 砕(50-100mm)
20tld以 上'乾 燥

40-60%→10-30%

GE廃 熱(400℃)利用

電力(改 質ガス)・ 破砕
10-300t/d程 度(50-100mm)

・ストーカ燃焼

または
・流動層燃焼

・固定床ガス化

⇒含水率30-55%程 度の木質バイオマ
スが対象。1000℃ 程度で空気供給に
より、ガス化。アップ ドラフ トタイプ

で、高含水率バイオマスを供給するた
め、生成ガスのガス化炉出口温度は、
75℃ 程度である。発熱tは 、1300・
1400kcal!m3N。 冷ガス効率70-80%程
度。

・流動層熱分解

⇒ガス化流動層。流動

化剤:02+H20
・改質(約1000℃)

・内部循環流動層による熱分解ガス化

⇒700℃程度による熱分解ガス化 高

発熱量ガスの生成が可能。
3000-4000kcaVm3

・触媒脱硝 ・耐食SH〆20io
・バグフィルタまた ⇒塩素による腐食

はEP防 止
・灰溶融(重金属対策)

・タール除去

⇒タールは、璽質と軽
質を分けて除去する。

重質分については、ガ
ス化炉へ再度供給。

軽質分は、燃焼させ、
燃焼熱で水分を蒸発さ
せて、無排水とする。
・ばいじん除去

⇒湿式電気集塵機

・生成ガスの利用形態

により、選定
⇒改質炉、スクラバ、

精製等を組み合わせ

'バ グフィルタ

・スクラバーノ2004
・乾式精製12010

・蒸気タービン発電

ガスエンジン

ボイラ効率180%

発電端:15%(1MW級)
建設費=3千 万円1(t/d)
発電設備=10-20万 円/kW
バグ=ば いじん除去=

99%、SOx=80%
脱硝180%

発電端:30%
送電端=27%
NOx:250ppm(GE排 ガス)
建設費=2500万 円1(Vd)

発耀コスト:11円/kWh
(建設捕助60%を 考慮)

ボイラ効率180%
発電端=20%(1MW級)
建設費11、5千万円1(Ud>

発電端:33%
送電端:30%
タール処理の窩度化によ
る効率向上

・SH開 発等による蒸気条件の向上

⇒HCI濃 度50ppm以 下なら、腐食なし

・排ガス処理の簡素化のため、不純物を含

まない木質を想定。将来は、建廃等にも対
応する技術を考えるが、今は未定である。
・熱分解ガスの熱量を直接乾燥に利用する

ため、乾燥機が不要。また、ガス冷却器も
不要である。ただし、低含水率の場合には、
水分謂整が必要。

:鰯 磁 鯉 一 ■ ■'乾 燥効率向上のため'ガスエンジ繍 の
NOx:50ppm

・発電利用

・燃料利用
・合成ガス製造
・液体燃料製造

GE発 電
NOx:50ppm

発/送電端:25/14%
H2S:100ppm

NOx:10ppm
発ノ送電端:35!24%
H2S:燃 料電池による

⇒バルブ材質、冷却機構の開発により400→7
00℃程度まで高湯化、乾燥効率:80→90%へ
・廃棄物ガス変換発電の応用
・直接燃焼より小規模でも発電可能

電力(熱)
20t〆d以 上

電力(水 素)
10t/d以 上

電 力

0,5-10t/d以 上

電力

・破砕(12mm)
・乾燥(30%以 下)

・乾燥

(60%→30%)

・破砕
・乾燥

・破砕

・固定床ガス化

⇒1000℃ 程度で空気供給により、ガ
ス化。生成ガス発熱量は、千数百kcal/
m3N。 冷ガス効率60-70%程 度。
・生成ガスをで多段完全燃焼。
⇒サーマルNOxの 生成防止
・排ガスボイラーで蒸気を発生させ、

タービン発電

・キルンガス化
・ガス改質

・流動層熱分解

・微粉炭ボイラーへ投入

⇒ システム11石 炭ミルへの投入。
3%上 限?シ ステム2=専 用粉砕機 ・
バーナーの設置。20%上 限?

'バ グフィルター

⇒排ガスボイラー出口に

設置

・ス ク ラ バ ー

陰バ グ フ ィル タ ー

・石炭火力設備使用

・ サ イ ク ロ ン

・ フ ィ ル タ

・蒸気タービン

発篭靖:28%
送電端:24%
NOx:50ppm(脱 硝なし〉
建設費=d2百 万円fCWd>

発囎コスト:4,5円/kWh
↑以上の値は、200Vdク ラス
の場合。

発電端=29%
送電端=25.5%
NOxl40ppm(脱 硝なし)
建設費=11百 万円1(Vd)
発篭コスト=4.1円!kWh

発電端:30%

送電端:26、5%
NOx=30ppm(脱 硝なし〉

建設費;{1百 万円((tld>
発電コスト:3,9円ノkWh

:翫錨ll-F■ ■
発電端
送電端
NOX

建設費

20%
15%
30ppm
100百万円1(tld)

発徽⊇スト:50円!kWh

発躍端
送竃蟷
NOx
建設費

発鷺コス ト

30%
25%
30ppm
50百万円/(Vd)

115円〆kWh

発電端
送電端
NOx
建設費

40%
35%
30ppm
30百万円/(tld)

発電コスト:9円!kWh

・排ガス処理の簡素化のため、不純物を含ま

ない木質を想定。将来は、建廃等にも対応す
る技術を考えるが、今は未定である。
・小規模では、完全燃焼させず、GE等 も必
要である

・改質炉の小型化による熱損失の低減

⇒改質ガス十酸素供給バーナによる高効率

改質

・ガスタービ・鶏 一 ■■ ■■圏■■ ■■■■■ ■■■■ ・冷ガス効率向上のため、ガ・イヒ炉の中にフ

建設費:100万 円1kW 建設費=50万 円!kW
発電端効率=20%

建設費:25万 円1kW
イルターを組み込む技術が必要
・所内率低減 ・簡素化のため、常圧タービン

が必要
・小型化=不 特定多数のユーザーが想定され

る
⇒安全性の確保が重要視される。

(ガスシール技術等)



齢
・破砕

・廃熱 、熱風乾燥
・水熱改質

・微粉砕(混 焼)

・油 中改質

気泡流動層ボイラー燃焼による蒸気発生

外部流動層ボイラー燃焼による蒸気発生

ス トーカ燃焼による蒸気発生

混焼(微 粉炭ボイラー等)

バグフィルタ

電気集塵器

脱硝設備

焼却灰溶融

十 蒸気タービン発電

蒸気供給

＼
7

電力

蒸気

↓
粉塵除去

NOx除 去

図4エ ネルギー転換技術 システムフロー図の例(木 質一直接燃焼一電力)
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② 特性 ロー ドマ ツプ

特性 ロー ドマ ップは,バ イオマ スエ ネルギ

一変換技術の特性 を示す ものである
。作成法

であ るが,ま ず,現 在,2010年,2020年 以 降

の時 間軸 で,木 質 系,下 水 汚泥 系,食 品 ・畜

産系 のバ イオマ ス毎 に整 理 した。次 に,前 処

理 か らエ ネルギ ー変換,後 処 理 に至 るまでの

41種 類の シス テム技術 ロー ドマ ップについて,

猟 く,

技術開発への期待度

図52010年 断面
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図62020年 以降

5

システム例1

システム例2

2010年 時点 での評価 軸 と して,

率」,「環境特性 」,「経済性 」,

「エ ネルギー効

「実現性 」,「新

規性 」 の5つ につ いて評価 した。他方,2020

年時点での評価軸ではシステムの将来性 につ

いて,◎,○,△ の3段 階評価 を実施 した。

実施結 果 を も とに,2010年 断面 での 「エ ネ

ルギ ー変 換効 率」,「環境特 性」,「新 規性」 に

優れた ものを 「開発 を推進すべ き技術」 とし,

「実現性」,「経済性」に優れたものを 「技術導

入 ・普 及 に注力す べ き技術 」 と して図5の よ
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技街関発への期縛度
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カへの麹持感が樹える。
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技術鷺免への期舞度

メタン発酵では、現状の食贔、農産パイ才
マス蹴存犠溌を反映し、小競横・纂効峯

化への期徳が感ごられる。
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下水汚浜…は他に比べ比較的駁集が確立
していることから、大鑓摸化が臨較的容易

なガス化技繕への期待が大きい。

2◎20ge以 降
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顎轍剛■一 寵
技繕露艶への期舞崖

膏ふんに簸用珂能なシステムとしてはメタ
ン発酵が主な技術であり、結果は食品バ

イオマスとぼ傑観様の結果となった◎メタ
ン発酵では藩処理技術として簸溶化技術
への評価が高く、可濤化技術千メタン発

酵システムへの期待惑が穴きい。

2◎20年 以降
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図7特 性 ロー ドマ ップ
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図8バ イオマス技術集約図(木 質)

うに整理 した。 また,2020年 以 降 について は,

図6の よ うに将来 性 の検 討 か ら 「広 く普 及す

る可能 性 のあ る技術 」,「適用箇 所 は限 られ る

もの の普及 の可能性 のあ る技術 」 の2つ に整

理 した。 それ らの結 果 であ る 「特性 ロー ドマ

ップ」 の例 を図7に 示 す。

(3)ロ ー ドマップ技術集約図

前処理か ら周辺技術 に至るまでの要素技術

及びシステムの調査技術 を基にバイオマス種

毎 にエネルギー変換 システムの各要素 を加味

し整理 したロー ドマップ技術集約図を技術ロ

ー ドマ ップの一環 として作成 した
。木質の例

を図8に 示す。

4.分 析結果

エネルギー変換効率,諸 特性の分析 を踏ま

え検討 した結果,全 体 としては,木 質,下 水

汚泥バ イオマスを適用対象 とした変換 システ

ムに高い評価が得 られる傾 向があった。 これ

は評価基準 にバイオマス種賦存量を勘案 して

いない ものの,評 価 を行 った有識者 に木質,

下水汚泥バイオマス種への期待感が現れてい

ると見受けられる。

また,2020年 へ の期待 感 と して,「 バ イオ ガ

ス→ 燃料 電池原 料 ガス」 の構 図が色 濃い。 し

か し,水 素 リッチ ガス製造 の ため には メ タン

改 質が必 要 な こ ともあ り,そ の場 合 で も 「ガ

ス化→ メ タン発酵」 の傾 向が伺 える。

液体燃料 製造 は どち らか と言 うと2010年 よ

り2020年 へ の期待 が大 きい。 これ は変 換エ ネ

ルギー の多様 化 の観 点か ら重要 な技術 とす る

認識 に よる ものであろ う。

下 記 にバ イオマ ス種 一変換 システ ム毎 の考

察 を述べ る。

① 木質から電力への変換

適用規模 をみれば,ガ ス化 システムはガス

化炉の特性から中規模処理に適するのに対 し,

石炭混焼システムは大規模への適用 に期待が

寄せられる。特にガス化 システムについては,

将来燃料電池への適用可能性 を見出せる点か

らも重要なシステムであると見受け られる。

これに対 し数t/d規模の小規模 システムについ

ては,「 燃焼+熱 利用」 もしくは固形燃料生成

が有利であ り,設 備費用,効 率の点から,技

術開発要素はほとんど無いと見 られるものの,

経済性向上面の更なる検討が必要であると考

えられる。

一84一
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② 木質 からエタノール,メ タノール他 への変換

2020年 におい ては,エ タノール製造 シス テ

ムは混 焼 シス テム と同程 度 の評 価 とな った。

これ は,木 質利 用 の主流 とな るガス化 か ら電

力へ の変換 システ ムに加 え,エ タノール製造

は液体燃 料 として の有 意 な特徴(生 成 エ ネル

ギーの貯 蔵が 可能,及 び発 電 は もちろん の こ

と車両燃料 へ の適用 が可 能)に 期 待が 大 きい

こ とが反映 されている と見受 け られる。

③ 下水汚泥 か ら電 力への変換

下水汚泥バイオマスへの期待 は木 質か ら電力

へ の変換 ほどは高 くない。 これは,賦 存量,利

用可能エ ネルギーの差 によるものと考 えられる。

2010年 にお いて は,熱 化学 変化 に よるガス

化 システ ムが メタ ン発酵 シス テム よ り期待 が

高い。 これ は,下 水 汚泥 は他 バ イオマス と比

べ収集 システ ムが確 立 してい るこ とか ら,大

量処理 が可 能 なガス化 シス テムへ期待 が 寄せ

られてい るため と見受 け られ る。

2020年 にお いて は,下 水 汚泥 の流動層 ガス

化 か ら燃料 電池,ガ スエ ンジンでの発電 に関

して期待 され るシス テム とされている。

④食品廃棄物 食品残渣から電力,熱 への変換

2010年 においてはメタンガス化 システムが

高い期待 となった。 これはバイオマスか ら直

接水素生成が可能な点が高 く期待 された もの

と見受けられる。

2020年 においては,ユ ーザーからの期待 とし

ては小規模処理への要求は大 きいものがあるこ

とから,比 較的小規模システムの構築 が容易な

メタン醗酵システムはその適用に期待がかかる。

総体的に見 て水素ガス→燃料電池 は期待 さ

れている結果 となった。これは燃料電池普及

への期待の現れと考え られ るが,ガ ス化 に比

べメタン発酵ではガス改質工程が追加 になる

など,生 成ガスに見合 った最適 システム構築

が必要であると考えられる。

以上 より,図9に バイオマス利用技術ロー

ドマップ検討結果を取 り纏めた概念図を示す。

5.今 後の課題

(1)バ イ オマス利用 に関 す るモ デル事業 の必

要性

今 回の検討 で は,エ ネル ギー変換技 術 を中

心 と した技術 の分 類 ・整理 を行 ったが,今 後

はエ ネル ギー変換 技術 の上流 にあた る収 集 ・

運搬 お よび,下 流 にあた るエ ネルギ ー利用 ま

で を含 め た トー タル シス テム にお け る検討 が

求 め られ てい る。 この こ とは 自治体 ア ンケ ー

ト調査 か ら も事業 として成 り立つ モデ ルの構

築 と国 の施策 に よる 「目に見 える形 でのバ イ

オマス事 業例」 へ の期 待が 非常 に大 きい こ と

を示 している。

(2)2030年 を見据 えたバ イオ マス エネル ギ

ー先導研究 の必要性

今 回の調査 は2010年 ～2020年 の実用 化 を目

指 した技 術 につ いて実施 した。 しか し大学 ・

研 究機 関 のア ンケー ト結 果 よ りさ らに長期 的

視 野(例 えば,2030年)に 立 った先 進的 かつ

革 新 的 な技術 の 「シーズ」 の探 索,育 成 に資

す るバ イオマス エ ネルギ ー利用 技術 の先 導研

究 を推進す るこ とが指摘 され てい る。

(3)総 合 システム解析 ・検討

現実的な自治体のバイオマス利用に関わる事

例を調査 し,バ イオマス種 と規模を定め,上 流

から下流までの流れの中で,技術面 を中心 とし,

それに流通,社 会体制面等も考慮 したシステム

検討(ケ ーススタディ)を 行う必要がある。

また,そ れにより全体の熱 ・物質収支,構

成技術,環 境特性について検討するとともに,

導入 のキー となる経済性の感度解析 を行 い,

事業性の見通 しをあ きらかにする。バイオマ

スの供給,利 用,そ の最終出口である廃棄物

処理迄の流れが長期に安定 して行 なえるか ど

うかの見通 しを明 らかにす ることが事業化に

は肝要である。
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これ らを踏 まえ,NEDOの 委 託 を受 け,冒

頭調査研究 の次段 階研 究 として,「 バ イオマ ス

エ ネルギ ー導入 シス テムお よびロー ドマ ップ

等 に関す る調査」(平 成16年ll月1日 ～平成17

年8月29日)を 実 施 した。 同調査 で は,収

集 ・運搬 か らエ ネルギ ー利 用 まで を含 め たバ

イオマ ス種 毎 の トー タル シス テムモ デルの作

成 を行 った。 成果 につ いて は,現 在取 りまと

め中である。

謝辞

本 プ ロジ ェク トで行 っ た技術 ロー ドマ ップ

の作成 に関 し,資 源エ ネル ギー庁(新 エ ネ ル

ギ ー対 策 課)お よびNEDOを 初 め,委 員 会 の

委員 の方 々,ワ ー キ ンググルー プの委員 の皆

様 の ご指導 とご協 力 に感謝 を申 し上 げ,こ こ

に謝意 を表 します。
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[調査研究報告]

次世代原子力技術開発 とわが国の取組の概況

一
小 泉 真 範 樫講 責一船 工学繍

× ×

ひ
× ×

1.は じ め に

将来,ア ジアの発展途上 国を中心 とした経済

成長 と人口増加 に伴 うエネルギー需要の大 幅な

増加が見込 まれると共 に,わ が国や欧米主要各

国の原子力 プラ ン トが2030年 頃 に大量 リプ レー

スの時代 を迎 える といわれている。 これ らに対

応す るため,第4世 代 国際 フォー ラム(GIF:

GenerationIVlnternationalForum)と い う国際的

な枠組みの下 に,高 い経 済性 と安全性,放 射性

廃棄物発生量 の抑制,核 拡散抵抗性等 を備 えた

第4世 代原 子力エ ネルギ ー シス テムの研 究 開

発が進め られてい る。2005年2月 には,米 国ワ

シン トンの フラ ンス大使館 にて 「第4世 代原子

力エ ネルギ ー シス テム技術 開発」 に関す る包

括的 な協定がGIFメ ンバー国の 日米英仏加 の政

府代表者 に よって調 印 された。

一方
,こ れ とは別 にわが 国 におい ては,中

長期 的 な原子力発 電 の技術 開発 につい て,本

年6月 に資源 エ ネルギ ーの 「原子 力発 電の技

術開発のあ り方」研究会において,「今後の原

子力の技術 開発の対応 について」が まとめら

れている。

以下では,原 子力開発 に関 して,第4世 代

原子力エネルギー システムとこれに関連する

米国の研究開発お よびわが国における原子力

技術 開発 に関する動 きについて,そ の概要 を

述べる。

2.第4世 代 原子 力 エ ネル ギー シ ステ ム

の開発

第4世 代原子 力エ ネルギー シス テムの開発

は,現 在6つ の シス テムが研究 開発候 補 に挙

げ られてい る。今後,2030年 迄 の導 入 を 目標

に,実 現可 能性評価 お よび性 能評価 が実施 さ

れ る。

現在,検 討 が進 め られて いる6つ の原子 力

エ ネルギー システ ムの概 念 を表1に 示 す(1)。

4つ の概 念 が高速 炉 システ ムであ り,残 りの

表1第4世 代原子力エネルギーシステムの候補

中性子 ス
ペ ク トル

燃料サ
イクル

容量 利用目的 主要な研究開発項目

ナ トリ ウム冷 却 高

速 炉(SFR)

F C 中 型 ～

大型

発電、AM 先進的燃料リサイクル

鉛合金冷却高速炉
(LFR)

F C 小 型 ～

大i型

発 電、水 素製造 燃料 、材 料 両立性

ガ ス 冷 却 高 速 炉

(GFR)

F C 中型 発 電 、水素 製造 、

醐

燃料 、材 料 、安全性

超 高 温 ガ ス 炉

(VHTR)

T C 中型 発 電 、 水 素 製 造 、

プ ロセ ス ヒー}・

燃料 、材 料 、水 素製造

超 臨 界 水 炉

(SCWR)

T、F 0、C 大型 発電 材料 、安全性

溶融塩炉(MSR> T C 大型 発電 、水素 製造 、

蝋

燃料 、燃 料 取扱 、 材料 、

安全性及 び信 頼性

F:高 速 炉 、T:熱 中性子 炉、C:ク ロ・一・・ズ ド燃料 サイ クル 、0:オ ー一プ ン燃 料サ イ クル 、AM:ア クチニ ド管理

一88一
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2つ の概念 が熱 中性子 炉 システ ムであ る。 た

だ し,超 臨界 水 炉(SCWR)は,将 来 的 に,

高速炉 システ ム,ク ローズ ド燃 料 サ イクル の

開発 も行 うこ とを考 えてい る。 また,同 じ概

念 で も,ナ トリウム冷却 高速 炉(SFR)は タ

ンク型 とルー プ型,SCWRは 圧力 管型 と圧 力

容器型 の2種 類 が検討 に挙 が っている。

高速炉 システ ムは,第4世 代 原子力 エ ネル

ギー システ ムの 目標 の1つ であ るプル トニ ウ

ム(Pu)の 燃焼 による資 源 の有 効利用 や ア ク

チニ ド リサ イクルに よる廃棄物 の削減 を満 た

す た め に不 可 欠 な シス テ ムで あ る。 しか し,

熱 中性子炉 システ ムにお いて も,将 来 導入 さ

れ る原子 炉エ ネルギー シス テムが1種 類 とは

限 らない ため,他 の高速 炉 シス テム と組 み合

わせ る こ とに よる相 乗 的 な効 果 をあげ る燃料

サ イクル シス テムの開発 を 目指 している。

6つ の概念 の特徴,利 点,課 題 につい て表

2に 比較 してある。

第4世 代 原子力 エ ネルギー システ ムの設計

寿命 は60年 である。多 くの システムが高速炉 シ

ステムを採用 し,熱 を水 素製造等 に利用する こ

とを目指 しているので,原 子炉 出口温度が高 く

なっている。 この ため,燃 料 および炉材料 につ

いて表3の ような課題 を有 している。

また,第4世 代原子 力エ ネルギー シス テム

の 開発 はまず,今 後数年 か ら10年 間程度 か け

て,シ ス テムの実 現可 能性評価 が行 なわれ る

表2第4世 代原子力システムの比較

特 徴 利 点 課 題
SFR ・Na冷 輝材

・出 口温 度 騒0℃

・出 力15～150万kWe

・金 嘱合 金/U・TRU酸 化物燃 料

・プ ール 型/ル ープ型

・軽水 炉綾 用済燃料 のア

クチエ ド燃焼
・廃棄物最小化

・燃料サイ クルの持続 可

能性
・婁績のある原子鋳技徳

・竸発中断を招 くよ うな技徳的

課題はない
・多 くのシステムに共遇な課

題
一経灘 生

一燃料 リサイクルの核拡散抵

抗性

LFR ・PがBi/蹄 冷却材

・出 口温度550～800℃

・金罵合金/U・・7RU窒 化物燃料

・出力5万 ～40万k輪

・カー トリッジ方式 の炉心燃料

交換(婚 ～30年 毎)

・分散型エネルギー

・・単純化設 討(炉 容器 内

にuチ 瓢一ブ型熱交換

器組込み)

・鉛冷蜘材中の材料、燃料の腐

食管理(15～30年)
・崖q温 度を高 くす る場倉の材

料
・地震時挙動

GFR ・ヘ リウム冷 萄

・薩接iサイ クル ガ ス ター ビン

・出 欝混 凌85◎ ℃

・嵐力60万kWt(28 .8万k鴨 〉

・U・TRUセ ラ ミック燃料

・複数 の燃 料 形態 及 び煩 心形 状

・全 ア クチ 嵩 ド リサ イ クル

・高発電効率

・廃棄物最小化

・高温、高フル エ ンス用の燃

料、材料闘発
・安全系

・燃料 リサイクル技術

VHTR ・ヘ ジウム冷却

・出口濃度約1 ,000℃
・永素製遊プ ラン トとの結倉

・出力60万kWt(!照TRべ 一ス)

・被覆粒 子燃料 、固体黒鉛 プロ

ツク炉心

・高効率水 素製遣/発 電

・静的安全機能

・高温燃料(?RISO) 、材料(黒

鉛、複合材、超合金)
・原子炉 と水素製造 プラン ト

の安全結合
・廃棄物発生

SCWR ・出口温度5沁 ℃

・圧力%MPa

・熱中性子炉/高 速炉

・軽水炉 に対 し.、高熱効

率
・低ポンプ容量

・単純 ・小型BOP

・放翁線分解 と水化学

・腐食 、応力腐食 翻れ、煩心

構造材料及 び被覆材 の微細

構造安定性

厳SR ・U/Puの フッ化物燃料

・鐵 灘温壌700～850℃

・黒鉛減速熱中性子矩

・軽水炉使 用済燃料 か ら

のアクチ識 ドの燃 焼
・オン ライ ン燃 料交換 ・

姻理
・従来型 の燃 料撫工 が不

要
・低蒸気圧 の燃料冷鋼材

システム

・溶融嵐 ケ ミス トリ

・構造材や黒鉛 と照鮒溶 融塩

との爾立性
・熱交換器 への金繍FPの 沈

着
・新規鰯 レジムが必要

・複雑なプラン ト システム

MHTR:Modu玉arHigh"IEhmpe「atuve(}as-CooledReaet◎ 「(モ ジ ュラー高 温 ガス炉)

1!RISO:'1ltfilsotrepic(三 重被 覆)
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表3燃 料および炉材料に関する課題

① 放射線損傷

設計寿命が60年 の長期であることに加 えて,特 に高速炉 システムにおける

高い中性子 フルエ ンスの影響

② 高温

水素製造等の高温の熱利用 を考慮 しているため,BOPを 含めた耐高温材料

の問題。因みにVHTRが 目標 としている原子炉 出口温度 は1000℃ 以上で,異

常 時の許容制限温度を1600℃ 以上 に設定する計画。今後,新 材料の照射デー

タの取得やASMEへ の規格化等が必要

③ 腐食(工 ロージョン,コ ロージョン)

VHTRやGFRで 冷却材 として用 いられる高流量 のヘ リウムの不純物対策,

LFRの 鉛合金ベースの冷却材やMSRの 溶融塩 システムお よびSCWRの 超臨界

水 冷却材の燃料や構造材料に対する腐食対策

④ 照射,高 温,環 境の複合的影響

上記の要因による複合的影響 についての検討 と対策

が,6つ の原 子炉 概念 の うち,LFR(鉛 合金

冷却 高速炉),GFR(ガ ス冷却高 速炉),MSR

(溶 融塩 炉),SCWRの4つ につ いて は運転 デ

ー タが ほ とん ど
,あ るい は まった くない。 ま

た,VHTR(超 高 温 ガス炉)も これ までの高

温 ガス炉 よ りもよ り高 温 を目指 して い る。従

って,研 究 開発 は燃料 や材料 等 の コ ンポ ーネ

ン トの 問題 に加 え て,シ ステ ム全 体 と しての

課題 もあ り,今 後 長期 にわた り,順 次 これ ら

課題 に挑戦 してい くこ とになる。

3.米 国の 第4世 代 原子 力エ ネル ギ ー シ

ステムの関連開発研究

第4世 代原 子力 エネルギ ー システムの 開発

と関連 の深 い研究 開発 と して,米 国で は原子

力水 素 イニ シ アテ ィブ(NHI)や 先 進 的燃 料

サ イクル イニ シアテ ィブ(AFCI)等 の研究 開

発 が進 め られてい る。以下 ではNHIとAFCIに

ついて概 要 を述べ る。

(1)原 子 力水 素イニ シアテ ィブ(NHI)(2)

原子 力水 素 イニ シ アテ ィブ(NHI)は,米

国の エ ネルギー保 障,エ ネルギー多様 性 お よ

び環境 要求等 に対応 す る水 素経 済 の構 築 を目

指 し,2002年 に公 表 され た米 国エ ネル ギー省

(DOE)のNationalHydrogenRoadmapに 従 った

研 究 開発 の1つ で あ る。 開発 の 目標 は原子 力

エ ネル ギー を使 って2015年 まで に経 済的 な実

用規模 の水 素製 造 を実証 し,や が て到 来す る

水素 経済 に燃料 を供給 す る大規模 で エ ミッシ

ョンフ リー な国産 の水 素製 造能力 が得 られ る

ようにす るこ とである。

NHIの 研 究 開発 の重点 は,大 き く分 け て次

の3つ で ある。

●原子力水 素製造 プロセスの研 究 開発

一先 進 的高温原 子炉 に最 も効 率 的 に結 合 で

きる水 素製造 プロセス の開発

一候 補 プ ロセ ス は
,熱 化 学 的 サ イ ク ル と

温水 蒸電解(HighTemperatureElectrolysis)

●原子炉 と水 素製造 システム等の インター フ

ェース に関す る研 究

●高温原子炉 とプ ロセス プラ ン トを結合す る

ための高温熱輸 送,熱 交換器お よび材料 の

検討

米 国 で は,次 世代 原 子 力 プ ラ ン ト(Next

GenerationNuclearPlant:NGNP)プ ロジェク ト

と呼 ばれる先進的原子炉 を用いた電力水素併産

のプロジェク トを計画 してお り,第4世 代原子

力エ ネルギー システムのVHTRの 開発 に先 ん じ

て,高 温 ガス炉 を用 いた水 素製造 システムの運

転実証試験 を2015年 以 降に行 う計画であ る。

一90一
季報エ ネルギー総合工学



(2)先 進 的 燃 料 サ イ ク ル イ ニ シア テ ィ ブ

(AFCI)(3)

先進的燃料サ イクル イニ シアテ ィブ(AFCI)

の 目的 は核 拡散抵 抗性 の ある使 用 済燃料 取扱

技 術 と核変換 技術 を開発 し,核 燃料 サ イ クル

を現在 の ワ ンス スルー(オ ー プ ン サ イ クル)

型か ら持続 可能 な クローズ ドサ イ クル型へ 移

行 させ ることにあ る。

AFCIの 主 な最終 目標 は次 の2つ であ る。

●使用済燃料か らの高 レベル廃棄物の地層処

分 コス トを低減する技術 を開発 し,処 分場

のパ フォーマンスを強化する

●第4世代原子力エネルギー システムを支援す

るため,原 子燃料 と燃料サイクル技術を開

発する

この 目標 を達 成す るこ とに よって,使 用 済

燃料 の有用 なエ ネルギ ー を回収 し,放 射性廃

棄物 の 第2処 分 場が必 要 に なる時期 を大幅 に

延期(あ るい は不要 と)さ せ,米 国 の民生用

プル トニ ウムの イ ンベ ン トリを急 激 に減少 さ

せ るこ とが可能 になる。

AFCIは2007年 ～2009年 の 問に,第2処 分場

に対 す るDOE長 官勧 告 のため の技 術情 報 を取

りま とめ る予定 である。

AFCIの 研 究 開発 フ.ログ ラムは次 の 中期 と長

期 の両方 の課題 に総合 的 に取 り組 む こ とを計

画 してい る。

① 中期的課題

主に先進的分離技術の開発や既存炉,改 良型

炉およびおそらく近い将来に導入される見込み

のガス冷却炉に核拡散抵抗性のあるリサイクル

燃料 を使 うことにより,処 分場に貯蔵される使

用済燃料の減容と発熱量の低減を図る。

破壊する燃料サ イクル技術 を開発 し,地 層処

分場へ送 られる高 レベル廃棄物の長期的な放

射性毒性と熱負荷の大幅な低減を図る。

AFCIの 主なスケジュールは次の とお りである。

●2008年 のDOE長 官勧 告 まで に第2廃 棄 物処

分場 を必 要 と しない オプシ ョンを準備す る。

●2012年 まで にNGNP用 の燃料(粒 子燃 料)

の認定 プログラム を完成す る。

●2015年 まで に第4世 代 原子力 エ ネルギ ー シ

ステムの高速炉用燃料 サ イクルの詳細 を明

らかにす る。

4.わ が国の原子力技術開発の状況

わが国では,本 年4月 に新計画策定会議 にお

いて,表4の ような原子力発 電にかかわる今後

の中長期 の基本的方向が示 されている(4)。

わが 国で は,1898年 まで,毎 年連続 して原

了力 発電 の着工 が行 われ,最 盛期 には14基 を

超 えたが,90年 代以 降 は電 源設備 投資 の減少

に合 わせ て,原 子力発 電 プ ラ ン トの新規 着工

も激 減 し,現 在 建設 中の プ ラ ン トは4基 で あ

る。 この間,原 子力産 業界 で は新 規 プ ラン ト

建設 の減少 に伴 い,メ ー カー の設 計 ・建 設部

門の技術者 の減少が顕著 になって きている。

わが国 では2030年 頃 か ら既設 の原子力発 電

所が順 次代 替(リ プ レース)さ れてい くこ と

が想 定 され るが,そ れ まで の 間,必 要 な技 術

や人材 を これ まで通 り維 持 ・確 保 してい ける

か どうか,深 刻 な課題 となっている。

この よ うな状 況 にあ って,資 源 エ ネルギ ー

庁 に電力事 業者,メ ー カー,学 識経 験者 等 で

② 長期 的課題

高 速炉 でマ イナ ーア クチニ ド(超 ウ ラン元

素 の うちの プル トニ ウム を除 いた もの、す な

わちネプ ッニ ウム(Np)、 ア メリシウム(A

m)、 キュ リウム(Cm)等 の総称)を 燃焼 ・

表4わ が国の原子力発電に関わる基本的方向

●2030年 前後 か らは既設 プ ラン トを順 次代替 す るこ とを

基 本 と し,炉 型 と しては現行 の軽水炉 を改 良 した もので

大 型炉 を中心 に位置付 け る。

●標準 化 された中型軽水炉 も選択肢 と して位 置付 け得 る。

●高速 増殖炉 につい ては経 済性 な どの諸条件 が整 うこ と

を前提 に,2050年 頃か ら商業 ベースで の導入 を目指 す。

●高 速増殖炉 の導入条件 が遅れ る場 合 には,改 良 した軽

水 炉の導 入 を継続す る。
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構成されたメンバーにより,「原子力発電の技

術 開発のあ り方」検討会が2005年 初めに設置

され,今 後の原子力の技術開発 の対応につい

て中長期的な原子力の開発戦略等 について議

論が行われた(5)。

この検討会で まとめられた原子力技術開発

対応の基本的方向は国,電 力会社,原 子力メ

ーカーが将来 ビジョンを共有 し
,焦 点 を絞っ

た中長期的な技術 開発戦略 をたて,日 本型次

世代軽水炉開発のためのフィージビリティ ス

タディ(FS)に 着手すべ きというものであ り,

この際の重要事項 として,次 を挙げている。

●総花 的 な もので な く,焦 点 が 明確 で電力会

社 の炉型戦略 と整合 的である こと。

●世界 で通用 す る性能,経 済性等 を有 す る こ

と(世 界 にア ピールで きるブ レークスルー

が明確で あるこ と)。

●ユ ーザー ニーズ を踏 まえた上 で,メ ーカー

が一体 となって取 り組 める,標 準炉 を目指

した ものであるこ と。

●2030年 前後 以降 の リプ レース 時代 に保 持す

べ き技術や人材 の開発 ・能力育成 に資す る

こ と。

また,日 本型次世代軽水炉開発 に向けた炉の

コンセプ トとして 「世界最高水準の安全性 と経

済性を有 し,立 地条件に柔軟で現場にやさしい

プラント」を掲げ,今 後の検討をすすめるにあ

たっての例 として表5が 示 されている。

5.お わ りに

最近,米 国 では新規 プラ ン ト建設 の動 きが

活発 になって きてい るが,わ が 国や欧州 の原

子力先 進 国は、共 通 して電力 需要 の伸 び悩 み

や政策 的 な問題等 に よ り,新 規原子 力発 電 プ

ラ ン ト建設 の動 きが低 迷 してい る。 また,こ

れ らの各 国で現在 運転 されてい る原 子力発 電

プラ ン トの多 くが,2030年 頃 にプ ラ ン トの寿

命等 によって,廃 炉 の時期 を迎 え るこ とにな

る。今 後 とも原子 力発 電 の維 持 を考 えてい る

国 に とっては,2030年 頃 の リプ レー スの時期

まで、い か に原子 力 プ ラ ン トの設計 や建 設等

の技術 力 を維持 して行 くか が大 きな課題 とな

って きてい る。

米 国で の新 規 プラ ン ト建設 の動 きは,官 民

協 力 によって2010年 まで に1基 以 上 の新 規原

子力 プラ ン トを建 設 し運 転す るこ とを 目指 す

表5日 本型次世代軽水炉開発に向けた検討項目の例

項 蔭 目標値 達成手段/要 素技術

建設費

APWRIABWR成 熟機(リ ピー ト効

果 限界)比 で大幅減

○シス テム簡素化 、スケ ール 効果

○物量低減 、建屋 コンパ ク ト化

○機 器 ・システム 高性 能化

建設工期
30ヶ 月 台前半(現 状40ヶ 月 台後半)

(1就 コンク リー ト～運 閑)

○新建設 工法(SC構 造,鋼 構造等)

○大モ ジ ュール化 工法

発電 コス ト

世 界 に通 用す る水 準(20%以 上 低

減)

(APWRIABWR成 熟機 比)

Oシ ステム簡素化

○稼働率向上
○炉心運用高度化

稼働率

94%(現 状60%～80%)

長 期サイ クル運転:～24ヶ 月

定 期検査:20臼 以下

○状態監視、オンラインメンテナンス
○定検期間中の機器交換対応
○設讃段階から系統的なメンテナンス

手法を作りこんだ新たな発想の導入

被ばく線量及
び廃棄物量

20%低 減

(APWRZABWR成 熟機比)

○物量低減
○リスク情報を活用した保全

安全性

炉 心損 傷確 率 、早期 大規 模放 出確 率

を海 外最薪 炉※以 下

※EPR炉 心損傷 確 率:10-6ノ 炉年 以

下

○パッシブ技術の有効活用

(注)本 表 の 嗣標 は,今 後FSで 検 討す るための例示 であ り,個 々の項 貿問 での整 合性 は取 れていな い。FSに

おけ る検討 後 も,他 電源 の発電 コス トや原子 炉技術開発 の状況変化 に よって変 わ りうるが,よ り挑戦 的な 碧標

を検討 する予定
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「原子力2010(NuclearPower2010)」 プログラ

ムが す で にス ター トした こ とに よる もので あ

る。 また米 国で は,さ らに将来 を に らんで,

第4世 代原 子力 エネルギ ー シス テムの 開発 を

含 め,AFCIやNHIの プ ロジェク トが進 め られ

てお り,短 期 ・長期 にか けて,か な り政 府主

導的 に政策が展 開されている ようである。

一 方
,わ が 国で は,原 子力 委員 会 の原 子力

政策 大綱 で述べ られ てい る ように,2030年 以

後 も現在 の水 準程 度 か,そ れ以上 の供給 割合

を原了 力発 電が担 う ようにす るには,そ れ ま

で の間,着 実 に原 子力技 術 や人材 の維持 等が

行 なわ れてい くこ とが 必要 であ る。上述 の と

お り,こ れ に向け た取 組 み と して,日 本 型次

世代 型軽水 炉 の開発 に向 けた議論 が始 まった

ばか りであ るが,今 後,官 民 協力 して,具 体

策 につい て一層積極 的な議論が必 要である。
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[調査研究報告]

デ ィーゼ ルエ ンジ ンの排 出 ガス規制 と対応 技術 につ い て

一ディーゼル車の復権 なるか一
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1.は じ め に

デ ィーゼ ル エ ン ジ ンはそ の熱効 率 の 高 さ,

優 れた耐 久 性 お よび信 頼 性 の点 か ら,船 舶,

乗 用車 な どの輸送機 関 の動 力源 と して,ま た

建 築土木 用機械 や発 電用 のパ ワーユ ニ ッ トと

して幅広 く活 用 され,社 会 ・経 済 的 に重 要 な

役 割 を担 ってい る。 わが国 におい ては これ ま

で,デ ィー ゼル車 には 「汚い,う る さい,臭

い」 の レ ッテルが貼 られ,ま た大気 汚染 の元

凶で あ る と見 な され,デ ィーゼル排 出 ガス に

対 す る規 制が行 われて きた。本年10月 には世

界 で最 も厳 しい 「新 長期 規制」 が ス ター トす

る。 しか し,こ れ まで の規 制 をバ ネ に様 々 な

環 境対応 技術 が 開発 されてお り,今 後 の厳 し

い規制 に も充 分対応 可能 な,ク リー ンなデ ィ

ーゼル車 が台頭 しつつあ る。

今 回オフロー ドディーゼルエンジンに関す

る調査(平 成16年 度経済産業省委託調査 「オ

フロー ドエ ンジンから排出される未規制物質

測定法の標準化に関する調査研究」)の 一環で

ディーゼル車の排出ガス規制動向 とその対応

技術 に関 して調査 したので,デ ィーゼル車の

現状 と将来について考えてみたい。

2.デ ィーゼル車 の普及状 況

(1)EUの 普及状況 とその背景

欧州連合(EU)で は,デ イーゼル車が ガ ソ

リン車 を超 え る威勢 で増加 してい る。図1は

新 車販売 に占め るデ ィーゼル車 比率 を示 した

もので あるが,1997年 を境 に急拡 大 し,2004

年 には5割 近 くを占め る に至 ってい る。 これ

は勿 論,欧 州 自動 車 工 業 会(ACEA,the
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図2最 新 のデ ィーゼル車 に導入 され ている技術(1)

EuropeanAutomobileManufacturersAssociation)

が コ ミッ トしてい る 自主規 制(参 加企 業 の販

売乗 用車 につい て,2008年 時 点 で,平 均CO2

排出量 を140g/km以 下 に抑 える)を 達成す るた

め に,エ ネルギ ー効率 が高 く,CO2削 減効 果

の大 きい デ ィーゼ ル車 の導入 に積極 的 に な ら

ざる を得 ない とい う事情 もあるが,1997年 の

コモ ン レール式燃 料噴射 シス テム等の導 入 に

よ りデ ィーゼ ルエ ンジ ンが技術 革新 された と

い うことが背景 になってい る。

図2は 最新のデ ィーゼル車 に導入 されている

主な技術群であるが,高 性能 ターボチ ャージャ

との組合せ による高 出力化や,コ モ ンレール式

燃料噴射 システム との組合せ による低騒音化が

図 られた。その結果,低 出力 と騒音 の問題 はほ

ぼ解決 されつつあ り,デ ィーゼル車 の性能がガ

ソ リン車並 みに向上 してい る。加 えて,デ ィー

ゼル車 は低 速 トルクが大 きいためエ ンス トはほ

とん ど起 こらず,走 り出 しは極 めてスムーズで

加速性 に優れ,ま た人が歩 くス ピー ドに減速 し

て もシフ トダウンせず に再加速が可能 であるな

ど,ド ライバーに とってデ ィーゼル車の乗 り心

地が魅力的な もの になっている。

(2)日 本 の普及 阻害要 因

わが国 にお いて も1980年 代 後半か らのRV車

のブ ーム と ともに燃 費 の良い デ ィーゼル車 に

対 す る需 要 は旺盛で あ ったが,新 車販 売 にお

けるデ ィーゼル車比率 は ピー ク時の5%強 を境

に減少 に転 じ,2002年 には0.1%ま で に低下 し

て いる。 これ は,こ の間 にデ ィーゼル車 に と

られた種 々の ア クシ ョン,① わが 国 のNOx重

視 の規 制体系 と燃 費悪化,② 自動車 税改 正 に

よる購 入 メ リ ッ トの減少,③ 特石法 廃止等 に

よるガ ソ リン と軽 油 の価 格差縮 小,④ 平均 走

行 距離の短 さ(EUの 平均 約14,000㎞/年 に対 し,

日本 は平均 約10,000km/年)に よる低経 済性,

⑤ 排 出ガス規 制 の段 階 的な強化,⑥ 東 京都 に

よるデ ィーゼ ル車NO作 戦,な どに起 因す る と

想定 されている。

3.デ ィーゼル車 に対 す る排出ガス規 制

(1)デ ィーゼル エンジンの燃焼 と排 出ガス

デ ィーゼル エ ンジ ンは圧 縮 した空気 中へ燃

料 を噴射 して燃 焼 させ る方式(拡 散燃焼 と呼

ばれ る)で,一 般 的 に空気 過剰状 態 での燃焼

反応 とな るため,ガ ソ リンエ ンジンに比 べ て

排 出ガス中の炭化水 素(HC)お よび一酸化炭

素(CO)の 濃度 は低 くなる。 しか し一方 では,

局所 的 に空気不足 の燃 焼域 も存在 し,不 均一

燃焼 が生 じるため,窒 素酸化 物(NOx)と 煤

な どの粒子状 物質(PM,PaticulateMatter)の

濃度 はある程度高 くなる。
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図3は デ ィーゼルエ ンジ ンの燃焼 特性 を模

式 的 に示 した もので あるが,図 に見 られ るよ

うに,デ イーゼ ルエ ンジ ンの燃 焼域 はNOx生

成域 とPM生 成域 とに またが っている。 この よ

うに,NOxとPMは トレー ドオフの関係 にあ り,

一方 を下 げ ると他 方が増 えるな ど
,同 時 に低

減す ることは極めて難 しい とされ てい る。

(2)排 出ガス規制の動向

現在 デ イーゼ ル排 出ガス 中の規制対 象物 質

はCO,HC,NOx,PMの4種 で あるが,COと

HCは 既 に低 い レベ ルにあ りそれ ほ ど問題 で は

ない。残 された問題 はNOxとPMで あ り,世 界

董.5

NOx

(9㎞)

韮,◎

0.5

0.0

的 にNOxとPMの 低 減 を目的 と した排 出ガス規

制 が強化 されてい る。図4,図5は 日本 とEU

にお ける デ ィーゼ ル車 の排 出 ガス規制 の推移

をNOxとPMの 場合 につ き示 した ものである。

日本 のデ イーゼ ル排 出 ガス規制 は1974年 に

ス ター トしてい るが,当 初 は光化 学 スモ ッグ

発 生 の抑 制 に重点 が置 かれ たため,NOxの み

が規 制対 象 とされ,PMは1994年 までの20年 間

規 制 され るこ とは なか った。 しか し,2005年

10月 よ り実施 される 「新長期規制」 で は,PM

は0.013g/kmレ ベ ル に低 減 され,現 時点 では世

界 で最 も厳 しい ものに なる。 さ らに,2009年

に は 「ポス ト新 長期 規制」 が導 入 され る予定
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図4デ ィーゼル車排 出ガス規制 の推移(NOx)
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図6EUの デ ィ ー ゼ ル 車 排 出 ガ ス 規 制 へ の 対 応 技 術

で,NOxお よびPMの 双方が よ り厳 しい レベル

に低減 される。

一方
,EU委 員会 はEuro4と 呼ばれ る現行 の

自動車排 出 ガス規 制 を強化 したEuro5を 年 内

に ま とめ,2008年 半 ば まで に実施 す る方針 を

発 表(3)し てい る。 これ に よる と,デ ィーゼ

ル車のPM排 出量 は現行 よ り80%,NOxは20%

削減 され るこ とにな る。Euro5に は業界 な ど利

害 関係 者 の意見 を反 映 させ る と して い るが,

素案 通 り施 行 されれ ば,図6に 示 す よ うに,

デ ィーゼ ル車 にはデ ィーゼ ル微 粒子 除去装 置

(DPF,DieselParticulateFilter)等 の後処 理装

置の装着が必須 になる。

4.デ ィーゼルエ ンジンの環境対応技術

デ ィーゼ ルエ ンジ ンの環境 対応 技術 を大別

す る と,図7に 示す ように,「 燃 焼技術」,「後

処 理技 術」,「制 御技 術 」 お よび 「燃料 品質」

の4分 野 にま とめ るこ とがで きる。 目的に応 じ

てそれ らが単独 あるいは複 数で関与 してお り,

また,そ の 関与 の程 度 はエ ンジ ンの種 類 ある

いは用途等 に よって異 なる。

特 に制御 技術 は,今 後,燃 料 噴射,排 出 ガ

ス後処理,エ ンジ ン と他 シス テム との融合 を

更 に進化 させ るため に重 要 な役 割 を担 ってお

り,そ の高度 な発展 が期待 されてい る。
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図7デ ィーゼルエンジンの環境対応技術

(1)燃 焼 技術

燃焼 技術 は デ ィーゼルエ ンジ ンの基本 要素

で あ り,燃 料 噴射 も含 め て燃 料 と空気 との不

均 一混合気 形成 を適切 に制御 す る こ とが重要

課題 で ある。 この技術 と して,長 年 に亘 り多

様 な対 応技 術が 開発 ・集積 され て きたが,昨

今 では特 にNOx,PMの 低減 のために高圧噴射,

電子 制御 による燃 料 の多段 噴射,排 出ガス再

循環(EGR,ExhaustGasRecirculation)等 の技

術 は必須 になっている。

一方 では
,前 掲 した図3に 見 られ る ように,

将 来 に向 けて新燃 焼方 式 の開発 も積極 的 に取

り組 まれ てい る。 中で も予 混合圧 縮着 火方式

(HCCI,HomogeneousChargeCompression

Ignition)は 非常 に期待 されている燃焼方式 で,

比 較的低 い温度 でか つ燃料 の希 薄 なク リー ン

な燃焼 域 にあるため,NOxとPMの 生成 を同時

に回避す る ことが可能 である とされてい る。

[コ モン レール式燃料噴射 システム]

コモ ンレー ル とは,高 圧化 した燃料 を蓄え,

各 インジ ェク ターへ均 一 に供給 す るシス テム

であ る。 図7に 示 す よ うに,全 気 筒分 の燃料

を高圧 ポ ンプで噴射 圧力 まで加圧 し,コ モ ン

レールへ 圧送 す る。 コモ ン レー ルに は燃料 を

噴射 す る イ ン ジェ ク ターが接 続 され てお り,

電子制御 シス テムか ら開閉信号 が発信 され る

と,イ ンジェ ク ターが作 動 し,決 め られた時

間 に,決 め られた量の燃料 を噴射す る。

コモ ン レール式 燃料 噴射 シス テム はエ ンジ

ン回転 数 に依存せ ず,噴 射 の重要 な特性 で あ

る噴射 圧力,噴 射 量,噴 射 タイ ミング,噴 射

率 をそれ ぞれ独立 に制御 す る こ とが可能 で あ

る。 その ため従来 は不 可能 であ った1燃 焼サ

イクル にお け る複 数 回噴射が 可能 とな り,現

在 では図9に 示 す よ うに,5回 の多段 噴射 が

実用化 され ている。

パ イロッ ト噴射,プ レ噴射 はメイン噴射 に先

駆 けて少量 の燃料 を噴射 する もので,PMの 低

減 と騒音 の抑制 に効果がある。 これ はパ イロ ッ

ト,プ レ燃焼 によ りシリンダー内 ガス温 度 を上

昇 させてメイ ン噴射燃料 の着火遅れ を短縮する

ことで,メ イ ン燃焼初期 の急激 な予混合燃焼 を

回避で きるためで ある。ア フター噴射 は,メ イ

ン単独噴射 と比較 してPMの 抑制 に効果があ る。

これ はメ イン噴射 に よ りPMが 発 生 した ところ

◎P3高圧ポンプ

↓_

図8
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図9多 段噴射による燃焼の制御(5)

へ微量 の燃料 を噴射 し,再 び拡散燃焼 を発生 さ

せ,残 ったPMを 完全 に燃 焼 させ る。 さらにメ

イン噴射 か ら大 きく離 れたポス ト噴射 は,排 気

ガス の温度 上昇や排気 中のHCを 増加 させ る効

果があ るため,脱NOx触 媒やDPFな どの後処理

装置 の制御 に利用 される。

噴射圧が高圧 になればなるほど燃料 は微粒化

し,PM等 の排 出ガスのエ ミッシ ョンは減少す

る。そのため,さ らなる高圧化 と高度制御技術

の開発が行 われてお り,現 在,第4世 代 コモ ン

レール システ ムが開発 され てい る。噴射圧 は

2500気 圧 に高め られ,ま た,イ ンジェク ターの
　

アクチ ュエ ー ター にピエ ゾ素子 を用 いて 開閉

速度 の高速化(従 来 タイプに比べ約2倍)が 図

られ,9回 の多段噴射 も実現 されてい る。

(2)後 処 理技術

前述 した ようにNOxとPMに は トレー ドオフ

の関係が あ り,燃 焼改善 のみでNOxとPMを 同

時 に低 減す るには限界 があ る こ とか ら,今 後

の厳 しい排 出 ガス規制 をク リアーす るため に

は後処理装置の導入が必要で ある。

表1に 示 す ように,NOxの 後処 理技術 と し

て はNOx吸 蔵還 元触 媒(NSR,NOxStorage

Reduction),尿 素 選 択 還 元 触 媒(SCR,

SelectiveCatalyticReduction)等 があ り,PMの 後

処 理技 術 と して は酸 化 触 媒(DOC:Diesel

OxidationCatalyst),DPF等 が あ る。 また,

NOxとPMを 同時 に連 続 浄 化 可 能 なDPNR

(Diese1ParticulateNOxReductionsystem)も 実

用化 されてい る。

しか し,後 処理 で は加 熱 のため に燃 料 の一

部 を用 い る場 合 や還 元剤 等が必 要 にな る場 合

も多 く,燃 費 悪化 あ るいは運転 コス トの増 大

な どの課題が 残 され てい る。 デ ィーゼ ルエ ン

ジンに とって最 も大 切 な燃費 を犠牲 に しない

後 処理技 術 が望 まれ る。 また,特 に触 媒 を用

い る場 合 は,燃 料 中の硫 黄分 によって被毒 さ

れ る ことか ら,そ の本来 の機 能 を発揮 させ る

ためには燃料 の低硫 黄化 が欠かせ ない。

[SCRに ついて]

SCRは 尿 素 を加水分 解 して得 られ る ア ンモ

ニ アに よって,酸 素過剰 雰 囲気 中で も選択 的

にNOxだ け を還元 す る。 この方 法 は既 に工 業

プラ ン ト等 で行 われ てい る方法 で技術 的 には

確 立 され てい る もので あ る。 また,後 述 の燃

料 を還元剤 と して用 い るDPNR法 等 に比べ る

と,尿 素噴射 量 の制御 は比較 的容易 で,燃 費

の悪 化 も抑 え られ る とい うメ リ ッ トが あ る。

しか し,尿 素 の供 給 イ ンフラ を どの よ うに構

築す るの か,毒 性 が強 い ア ンモ ニアの大気 中

へ の漏 洩 を どの ように防 ぐか とい う課題 が残

されてい る。 この よ うな課題 を抱 えてはい る

*ピ エ ゾアクチ ュエ ータとはピエ ゾ圧電効果 を応用 したセラ ミック素子 で,従 来の ソレノイ ド型ア クチ ュエー ターに比べて

開 閉動作速度が速 く,よ りきめ細 かな燃料 噴射 と制御 が可 能になる。
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表1後 処理装置 と特徴

後処理装置
劇減効果 硫黄による

被毒
備考

翼◎x P瓢

脱NOx
NOx吸 蔵還元触媒

(NSR)
約80%以 上 約30% 大

ガソリン車の三元触媒を応用

周期的な制御運転による燃費悪化

尿素選択還元触媒

(SCR)
約80%以 上 約30% 軽微

尿素の供給インフラが課題
アンモニアスリップが課題

脱NOx&PM DPNR 約90%以 上 約90%以 上 大
NOx吸 蔵触媒とDPFを一体化

還元剤として燃料を使用、燃費が悪化

脱PM
酸化触媒

(DOC)
無し 約20～30% 大 PM中 の可溶性有機成分(SOF)を酸化除虫

DPF 無し 約80～90% 大 交互再生方式/連続再生方式(CR-DPF)

CR-DPF:Co鍛tinuouslyRegenera伽gDPF

が,特 にEUは 大型 トラ ックへ の導入 を進 めて

お り,わ が 国で も一 部 の トラ ックメー カーが

導入 を準備 している。

[DPNRに ついて]

DPNRはNOx吸 蔵触媒 とDPFを 一体化 した,

す なわち,DPFの 表面 に三元触 媒 と してのPtと

NOx吸 蔵材 の2種 類 を担持 させ た もので ある。

通常 の デ ィーゼルエ ンジ ンで は排 ガス 中 には

酸素 が多 く,こ の状 態 では排 ガス 中のNOはPt

に よって酸化 されてNO2と な り,吸 蔵材 に吸

蔵 され る。NO2が 吸蔵 材 にある程 度 吸蔵 され

る と,エ ンジ ン側 で燃料 の 噴射量 をわ ざ と過

剰 にす るこ とに よ り排 ガス 中の酸素 を低 減 さ

せ,CO,HCが 存 在す る ようにす る。 このCO

やHCを 還元剤 と して三元触 媒が吸蔵材 に吸蔵

したNO2を 還元 し,N2に 変 える。 同時 にCOと

HCも 酸化 され,H20とCO2に 変 わ る。 また,

排 ガス 中のNOがPtで 酸化 される過程 で発 生す

る活性 酸素 に よってPMの 酸化 を促 進 し,比 較

的低 い温度域 で もPM中 の煤が酸化 され る。

この ように,DPNRは これ までデ ィーゼルで

は難 しい と されて きた後処 理装 置で のNOxと

PMの 同時 低 減 を達成 す る こ とが 可能 で あ る

が,燃 料 を還元剤 として使用 す るた め燃 費が

若干悪化す る とい うデメ リッ トが ある。

る。 フィル ターは これ まで,捕 集 したPMを 電

気 ヒー ターやバ ー ナー を用 い た強制着 火 に よ

り間欠 的 に再 生 され てい たが,最 近 はNO2の

強 い酸 化 力 を利 用 してPMを 酸 化 す る触 媒付

DPF(CDPF,catalyzedDPF)が 注 目され てい

る。 このCDPFで は酸化触媒 をDPFの 前段 に配

置 す るかDPF内 に担持 して,排 気 中 のNOを

NO2と し,こ れ によって捕 集 したPMを 連続 的

に酸化 除去 す る こ とが で きる。 しか し,こ の

シス テム では燃料 中 の硫 黄分 によ り触媒 が劣

化 す るた め,定 期 的 な燃 料噴射 に よって触 媒

温度 を一時 的に上昇 させ る(300℃ 以上)こ と

が必要 で,燃 費悪化 につ なが る。 これ を回避

す るため,燃 料 中の硫黄分 を限 りな くゼ ロ レ

ベルに下 げる ことが求め られてい る。

以上 の後 処理装 置 を例 えば図10の よ うに シ

リーズ に組み合 わせ るこ とに よって,デ ィー

ゼル排 出 ガス は規制 レベ ル まで浄 化 され る。

す なわ ち,エ ンジ ン出 口でのエ ミ ッシ ョン量

を可 能 な限 り低 減 した後,先 ず酸 化触媒 に よ

りPMに 含 ま れ る 可 溶 性 有 機 成 分(SOF,

SolubleOrganicFraction)が 酸化 除去 され,次

いでCDPFに よ りPMの 煤成分(図11参 照)が

除去 される。最 後 に,SCR装 置 に よ りNOxが

還 元 除去 され,排 出 ガス はク リー ンに浄化 さ

れて大気 中 に放 出 され る。

[DPFに つ いて]

DPFはPMの80%以 上 を補足 す るこ とがで き
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エンジン

排 出ガス

◎◎C
Doc

謹穣繁水 からアンモ・講アを生成

(NH2)2C◎+}{20→C◎2+2N}{3

放繊

鋤 ア ンモ エ ア でNOxを 還 光

4NO+4N}蓑3弓 ・◎2→4N2→-6}{2◎

6N()2+8Nl{3→7N2÷ ・12HzO

図10排 気管に装着 した後処理装置

サルフェー ト

半揮発性の炭化水素

図11PMの 形状 と構造(6)

5.燃 料品質 について

エ ンジン燃焼技術や排 出ガス後処理技術 は

燃料品質 と密接な関係があ り,こ れ らの技術

を最適にす るためには,燃 料品質 を適切 なも

の にす る必 要が あ る。軽 油 につ いて は これ ま

で燃焼 改善 の ため にセ タ ン価,沸 点等 の適正

化が行 われて きたが,後 処理 装置等 の性 能 を

長期 間 にわた り保 証す る ため に,軽 油 中の硫

黄分 の大幅 な低減 が 図 られて きた。特 に,石

油業界 は大気 環境 の改 善 を 目指 した 自動 車業

界 との 共 同 研 究(JCAP,JapanCleanAir

Program)の 成果 に基づ き,図12に 示す ように

規 制 を前倒 し して,世 界 に先駆 け て2005年1

月か らサ ル フ ァー フ リー軽油 の全 国供 給 を開

始 してい る。 したが って,こ れ まで後処 理技

術 の 開発 に際 して大 きな障害 となってい た燃

料 品質 面 の制約が解 消 され,今 後 はサ ル ファ

ー フ リー軽 油 を前提 に した高性 能排 出 ガス浄

化 システムの開発 が促 進 され る見込みであ る。
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図12低 硫黄軽油への取組(7)
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6.さ い ご に

ロー カル な環境 問題(大 気 環境 改善)の た

め にデ ィーゼ ル車 へ の排 出ガス規制 が一段 と

厳 しさを増 してい るが,そ れ を上 回 る威 勢 で

デ ィーゼ ル関連技術 の革新が 起 きてい る。 い

ずれ,デ ィーゼ ル車の排 出 ガス レベ ル はガ ソ

リ ン車 と同等 レベ ル に低 減 され る,あ るい は

環 境上 の懸念事 項 が解消 され る時が くる と想

定 され る。 その時 は,デ ィーゼル車 の グロー

バ ル な環 境問題(地 球温 暖化対 策)に 対 す る

メ リ ッ トが改 めて見 直 され るこ とにな る と思

われ る。

また,将 来 は化石資 源制 約が ク ローズ ア ッ

プ され新 た な代 替資源へ の取 組 みが求 め られ

るが,軽 油 代 替 燃 料 と して はGTL(Gasto

Liquid),BTL(BiotoLiquid),DME(デ イメ

チルエーテ ル),バ イオデ ィーゼルな どの多様

な燃料 が期 待 で きる こ とか ら,デ ィーゼ ル車

は資源制 約面 で も大 きな フ レキ シ ビリテ ィー

を保有 している。

以 上 の ように,デ ィー ゼル車 は今後 と も持

続 的 な技術 革新 によ りさ らな るク リー ン化が

期待で き,ま た超長期的な燃料供給面で比較

的制約の少ない輸送機関であると考えられる。

このような意味で,わ が国 において も今後,

ディーゼル車が普及することを期待 したい。
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研究所のうごき
(平成17年7月2日 ～9月30日)

◇ 第22回 評議員会(臨 時)

日 時:7月22日(金)11:00～12:00

場 所:経 団連会館(9階)901号 室

議 題:

第一号議案 理事の一部改選について

第二号議案 評議員の委嘱について

第三号議案 平成16年 度事業報告書および決算報

告書について

第四号議案 その他

◇ 第11回 賛助会員会議

日 時:9月15日(木)16:00～19:30

場 所:経 団連会館(9階)

クリスタルルーム ・906号室

議事次第:

1.働 エネルギー総合工学研究所の調査研究活

動の状況について

2.研 究報告 「超長期エネルギー技術戦略研究

会の成果について」

3.「 新エネルギー政策の現状と課題について」

(経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギ
ー ・新エネルギー部 新エネルギー対策課長

荒木由季子 氏)

◇ 月例研究会

第237回 月例 研 究 会

日 時:7月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.バ イオマスへの期待 と現実一森林バイオマ

スのエネルギー利用をどう進めるか一

(岐阜県立森林文化アカデミー学長

熊崎 實 氏)

2.バ イオマスエネルギー変換技術の最新動向

(東 京大学 大学 院 農学 生命科 学研 究科

生物 ・環境工学専攻 生物機械工学研究室

教授 横山 伸也 氏)

第238回 月例 研 究 会

日 時:8月26日(木)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階701・702会 議 室

ア ー マ.

1.エ ネルギー分野の技術戦略マップの検討状

況(策 定にあたっての考え方)

(経済産業省 資源エネルギー庁 長官官房

総 合 政策課 課 長補 佐 藍 田 和 也 氏)

2.エ ネルギー技術の評価における新たな 展

開一社会 ・心理的な観点か ら一

(横浜国立大学大学院 環境情報研究院 自然環

境と情報部門 助教授 本藤 祐樹 氏)

◇ 主なできごと

7月7日(木)

8日(金)

12日(火)

26日(火)

8月3日(水)

24日(水)

29日(月)

9月5日(月)

6日(火)

7日(水)

8日(木)

13日(火)

15日(木)

16日(金)

22日(木)

23日(金)

◇ 人事異動

・第1回 品質別電力供給システム

総合調査委員会
・第2回 超長期エネルギー技術戦

略研究会
・第1回 「廃棄物発電及び廃棄物

ガス変換発電導入普及に関する

調査」導入戦略委員会
・原子力水素研究会

・第1回 革新的技術に関する研究

委員会
・第3回 超長期エネルギー技術戦

略研究会
・第1回 リスク情報検討委員会

・第1回 分散型電源 と系統安定に

関わる技術検討会
・第2回 高温ガス炉プラン ト研究

委員会
・第2回 革新的技術に関する研究

委員会
・第1回 「下水汚泥の高効率ガス

変換発電システムの開発」技術

開発推進委員会
・第2回 品質別電力供給 システム

総合調査委員会
・第1回700℃ 級超 々臨界圧プラ

ント(A-USC)技 術開発 経

年石炭火力発電所の高効率化 と

それに伴 うCO2排 出削減研究

・第2回 電力ネットワーク技術総

合調査委員会
・原子力水素研究会

・第2回 エネルギーモデル検討委

員会
・第1回 軽水炉等技術開発推進事

業公募審査委員会

09月1日 付

(出向採用)

西間木幸彦 プロジェク ト試験研究部 主任

研究員
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編集後記

本号の理事長対談はご覧いただ きまし

た ように作家の石川英輔氏 にご登場頂 き

ました。江戸時代 とい う約300年 もの長

い間,実 質上 自国のみの閉鎖空間で,自

給 自足すなわち再生可能な社会が実現で

きた貴重な経験 は,多 くの難問 を抱 えて

いる現在の日本 においても参考になると

ころが少な くない筈 とい う発想か ら企 画

いた しました。

車 もパソコンも自由に使 いこな される

同氏 は,決 して江戸時代 に戻 るべ しと言

ってお られるのではな く,世 界 と日本の

将来 に不安 を覚 えて,そ のために何か参

考になれば,あ るいは警鐘 の意味で江戸

を紹介 されてお られる様 です。
一例 として挙 げられた文化 ・文政時代

(約200年 前)の 人々が,今 から見 れば多

くの不便があった筈なのに,55万 人(除

武士)の 江戸で警察官(常 町廻 り同心)

はたったの12人 とい う治安のよさ,契 約

を基礎 としつつ結婚に見 られる男女の 自

由な生 き方,し 尿 を含 むほ とんどの物質

が有効利用 される 「もったいない」の徹

底,そ して物質文明に左右 されない普遍

的人間性等,現 代で見 られな くなった も

のが何 と多 くあることで しょうか。

次 の トピックは,今 回季報で初 めて紹

介す る 「エ ネルギー技術分野の技術戦略

マ ップ」(い わゆる 『超長期 エネルギー

戦略』)に 関す る ものです。 これは,超

長期(例 えば,2100年 時 点)に お ける

(世界 お よび 日本 にお ける)経 済の活動

量お よび生活の 質の レベ ル を落 と さず

に,資 源制約,環 境制約 を技術 で解消す

るこ とを想定 した時 の 「あるべ き技術」

の姿 を描 き,そ れか ら逆 に現在 まで開発

すべ き技術課題 を洗い出す,い わゆるバ

ックキャス ト手法 によるものです。

関係者の知恵 を結集 して技術的視点か

ら可能性ある取 り組みが纏め られたもの

で,こ れはわが国が世界 に向けて発信 す

る提案 として も期待 されます。期せず し

て,現 在か ら200年 前の過去へのバ ック

キ ャス トと100年 後の未来 か ら現在 まで

のバ ックキャス トを紹介することにな り

ましたが,後 者は状況によってどのよう

に変化す るか不確定要素 を含 めているだ

けに,経 験済みの前者を参考 とすること

は無駄で はない と思われます。

秋たけなわ,本 来 なら実 りの秋 を喜ぶ

ときに,10月 初旬 にパキス タン北東部で

発 生 した大地震 の状況 が報 道 され ま し

た。被災者の方々に心からの哀悼 の意 を

表 し,一 日も早い復 旧を祈 るしだいです。

ところで情報化社会においては,世 界

のどこで起 きた災害で も今やその 日の う

ちに報道 されるほ ど世界 は狭 くなって き

てお りますが,一 方世界の総力 を挙 げて

取 り組むべ き大 きな問題が増 えて きたこ

とも事実の ようです。この際,現 在の人

類のみでな く,過 去の先輩たちにもご登

場いただき,歴 史を含む人類全体 の叡智

を結集す ることを考 えて も良いのではな

いで しょうか。

編集責任者 小 川紀一郎
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